
○
総
務
省
令
第
四
十
八
号

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
一
号
）
及
び
地
方
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
（
令
和
四
年
政
令
第
百
三
十
三
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六

号
）
及
び
地
方
税
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
税
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
四
年
七
月
二
十
五
日

総
務
大
臣

金
子

恭
之

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
（
下
線
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ

部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、

改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
（
二
重
下
線
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
を

付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規

定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の

は
、
こ
れ
を
加
え
る
。



改

正

後

改

正

前

（
法
人
の
道
府
県
民
税
に
係
る
申
告
書
等
の
様
式
）

（
法
人
の
道
府
県
民
税
に
係
る
申
告
書
等
の
様
式
）

第
三
条

法
人
の
道
府
県
民
税
に
つ
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
申
告
書
等
の
様
式
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の

第
三
条

法
人
の
道
府
県
民
税
に
つ
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
申
告
書
等
の
様
式
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の

下
欄
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
に
掲
げ
る
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
や
む

下
欄
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
に
掲
げ
る
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
や
む

を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
総
務
大
臣
は
、
別
に
こ
れ
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
総
務
大
臣
は
、
別
に
こ
れ
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

申

告

書

等

の

種

類

様

式

申

告

書

等

の

種

類

様

式

確
定
申
告
書
及
び
中
間
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
書

第
六
号
様
式
、
第
六
号
様

確
定
申
告
書
及
び
中
間
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
書

第
六
号
様
式
又
は
第
六
号

(一)

(一)

（
法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
道
府
県
民
税
の
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る

式
（
そ
の
２
）
又
は
第
六

（
法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
道
府
県
民
税
の
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る

様
式
（
そ
の
２
）
（
別
表

同
条
第
三
十
四
項
の
道
府
県
民
税
の
申
告
書
）

号
様
式
（
そ
の
３
）
（
別

同
条
第
三
十
四
項
の
道
府
県
民
税
の
申
告
書
）

一
か
ら
別
表
四
の

三
ま

表
一
か
ら
別
表
四
の
三
ま

で
）

で
）

［

略
］

［
略
］

［

同
上
］

［
同
上
］

(二)

(二)

予
定
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る
修
正
申
告
書
（
法
第
五
十
三
条
第
一

第
六
号
の
三
様
式
、
第
六

予
定
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る
修
正
申
告
書
（
法
第
五
十
三
条
第
一

第
六
号
の
三
様
式
又
は
第

(三)

(三)

項
及
び
第
二
項
の
道
府
県
民
税
の
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
同
条

号
の
三
様
式
（
そ
の
２
）

項
及
び
第
二
項
の
道
府
県
民
税
の
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
同
条

六
号
の
三
様
式
（
そ
の

第
三
十
四
項
の
道
府
県
民
税
の
申
告
書
）

又
は
第
六
号
の
三
様
式
（
そ

第
三
十
四
項
の
道
府
県
民
税
の
申
告
書
）

２
）
（
第
六
号
様
式
別
表

の
３
）
（
第
六
号
様
式
別

四
の
三
）

表
四
の
三
）

［

～

略
］

［
略
］

［

～

同
上
］

［
同
上
］

(四)

(八)

(四)

(八)

［
２
・
３

略
］

［
２
・
３

同
上
］

（
法
人
の
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
に
係
る
申
告
書
等
の
様
式
）

（
法
人
の
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
に
係
る
申
告
書
等
の
様
式
）

第
五
条

法
人
の
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
に
つ
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
申
告
書
等
の
様
式
は
、

第
五
条

法
人
の
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
に
つ
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
申
告
書
等
の
様
式
は
、

そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
に
掲
げ
る
様
式
に
よ
る
こ
と

そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
に
掲
げ
る
様
式
に
よ
る
こ
と

が
で
き
な
い
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
総
務
大
臣
は
、
別
に
こ
れ
を
定
め
る
こ
と
が

が
で
き
な
い
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
総
務
大
臣
は
、
別
に
こ
れ
を
定
め
る
こ
と
が

で
き
る
。

で
き
る
。

申

告

書

等

の

種

類

様

式

申

告

書

等

の

種

類

様

式

確
定
申
告
書
及
び
中
間
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
書

第
六
号
様
式
、
第
六
号
様

確
定
申
告
書
及
び
中
間
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
書

第
六
号
様
式
又
は
第
六
号

(一)

(一)

（
法
第
七
十
二
条
の
二
十
五
第
八
項
か
ら
第
十
二
項
ま
で
（
こ
れ
ら
の

式
（
そ
の
２
）
又
は
第
六

（
法
第
七
十
二
条
の
二
十
五
第
八
項
か
ら
第
十
二
項
ま
で
（
こ
れ
ら
の

様
式
（
そ
の
２
）
（
別
表

規
定
を
法
第
七
十
二
条
の
二
十
八
第
二
項
並
び
に
第
七
十
二
条
の
二
十

号
様
式
（
そ
の
３
）
（
別

規
定
を
法
第
七
十
二
条
の
二
十
八
第
二
項
並
び
に
第
七
十
二
条
の
二
十

五
か
ら
別
表
十
四
ま
で
）

九
第
二
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第

表
五
か
ら
別
表
十
四
ま
で
）

九
第
二
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第

七
十
二
条
の
二
十
六
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
四
項
の

七
十
二
条
の
二
十
六
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
四
項
の

申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
の
申
告
書
に
係
る
法
第
七
十
二
条
の
三
十
一
第

申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
の
申
告
書
に
係
る
法
第
七
十
二
条
の
三
十
一
第

二
項
及
び
第
三
項
の
修
正
申
告
書
）

二
項
及
び
第
三
項
の
修
正
申
告
書
）

予
定
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る
修
正
申
告
書
（
法
第
七
十
二
条
の
二

第
六
号
の
三
様
式
、
第
六

予
定
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る
修
正
申
告
書
（
法
第
七
十
二
条
の
二

第
六
号
の
三
様
式
又
は
第

(二)

(二)

十
六
第
一
項
本
文
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
四
項
の
申
告
書
並
び
に
こ
れ

号
の
三
様
式
（
そ
の
２
）

十
六
第
一
項
本
文
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
四
項
の
申
告
書
並
び
に
こ
れ

六
号
の
三
様
式
（
そ
の

に
係
る
法
第
七
十
二
条
の
三
十
一
第
二
項
及
び
第
三
項
の
修
正
申
告

又
は
第
六
号
の
三
様
式
（
そ

に
係
る
法
第
七
十
二
条
の
三
十
一
第
二
項
及
び
第
三
項
の
修
正
申
告

２
）

書
）

の
３
）

書
）



［

略
］

［
略
］

［

同
上
］

［
同
上
］

(三)

(三)

［
２
・
３

略
］

［
２
・
３

同
上
］

（
法
人
の
都
民
税
に
係
る
申
告
書
等
の
様
式
）

（
法
人
の
都
民
税
に
係
る
申
告
書
等
の
様
式
）

第
十
条
の
二

法
第
七
百
三
十
四
条
第
二
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
都
が
そ
の
特
別

第
十
条
の
二

法
第
七
百
三
十
四
条
第
二
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
都
が
そ
の
特
別

区
の
存
す
る
区
域
内
に
お
い
て
法
人
に
対
し
て
課
す
る
都
民
税
に
つ
い
て
は
、
第
一
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら

区
の
存
す
る
区
域
内
に
お
い
て
法
人
に
対
し
て
課
す
る
都
民
税
に
つ
い
て
は
、
第
一
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
申
告
書
等
の
様
式
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の

ず
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
申
告
書
等
の
様
式
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の

と
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
に
掲
げ
る
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場

と
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
に
掲
げ
る
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場

合
に
は
、
総
務
大
臣
は
、
別
に
こ
れ
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

合
に
は
、
総
務
大
臣
は
、
別
に
こ
れ
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

申

告

書

等

の

種

類

様

式

申

告

書

等

の

種

類

様

式

確
定
申
告
書
及
び
中
間
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
書

第
六
号
様
式
、
第
六
号
様

確
定
申
告
書
及
び
中
間
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
書

第
六
号
様
式
又
は
第
六
号

(一)

(一)

（
法
第
七
百
三
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
さ
れ
る
法
第
三
百

式
（
そ
の
２
）
又
は
第
六

（
法
第
七
百
三
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
さ
れ
る
法
第
三
百

様
式
（
そ
の
２
）
（
別
表

二
十
一
条
の
八
第
一
項
の
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る
同
条
第
三
十
四
項

号
様
式
（
そ
の
３
）
（
別

二
十
一
条
の
八
第
一
項
の
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る
同
条
第
三
十
四
項

一
か
ら
別
表
四
の

三
ま

の
申
告
書
）

表
一
か
ら
別
表
四
の
三
ま

の
申
告
書
）

で
）

で
）

［

略
］

［
略
］

［

同
上
］

［
同
上
］

(二)

(二)

予
定
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る
修
正
申
告
書
（
法
第
七
百
三
十
四
条

第
六
号
の
三
様
式
、
第
六

予
定
申
告
書
及
び
こ
れ
に
係
る
修
正
申
告
書
（
法
第
七
百
三
十
四
条

第
六
号
の
三
様
式
又
は
第

(三)

(三)

第
三
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
さ
れ
る
法
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
一
項

号
の
三
様
式
（
そ
の
２
）

第
三
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
さ
れ
る
法
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
一
項

六
号
の
三
様
式
（
そ
の

及
び
第
二
項
の
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
同
条
第
三
十
四
項
の
申

又
は
第
六
号
の
三
様
式
（
そ

及
び
第
二
項
の
申
告
書
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
同
条
第
三
十
四
項
の
申

２
）
（
第
六
号
様
式
別
表

告
書
）

の
３
）
（
第
六
号
様
式
別

告
書
）

四
の
三
）

表
四
の
三
）

［

～

略
］

［
略
］

［

～

同
上
］

［
同
上
］

(四)

(七)

(四)

(七)

［
２
・
３

略
］

［
２
・
３

同
上
］

第
六
号
様
式
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

第
六
号
様
式
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

係
）

係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
六
号
様
式
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

第
六
号
様
式
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

係
）

係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
記
載
要
領

第
６
号
様
式
記
載
要
領

１
こ
の
申
告
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
又
は
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

（同
項
第
１

１
こ
の
申
告
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
又
は
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

（同
項
第
１

、
、

号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
を
含
み

同
項
第
３
号
又
は
第
４

号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
を
含
み

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る

、
、

号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
を
除
く

）が
仮
決
算
に
基
づ
く
中
間
申
告

確
定
し
た
決
算
に
基
づ
く
確

事
業
を
行
う
法
人
を
除
く

）が
仮
決
算
に
基
づ
く
中
間
申
告

確
定
し
た
決
算
に
基
づ
く
確
定
申
告
又
は

。
、

。
、

定
申
告
又
は
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
を
す
る
場
合
に
使
用
す
る
こ
と

な
お

事
業
税
及
び
特
別
法
人
事

こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
を
す
る
場
合
に
使
用
す
る
こ
と

な
お

事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
に
係
る

。
、

。
、

業
税
に
係
る
仮
決
算
に
基
づ
く
中
間
申
告
は

そ
の
税
額
が
予
定
申
告
に
係
る
税
額
を
超
え
な
い
と
き
に
限

仮
決
算
に
基
づ
く
中
間
申
告
は

そ
の
税
額
が
予
定
申
告
に
係
る
税
額
を
超
え
な
い
と
き
に
限
り
行
う
こ
と

、
、

り
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と

。
。

［２
1
3
略

］

［２
1
3
同
左

］

～
～

1
4
事
業
税
の

「付
加
価
値
額
総
額
㉞

」又
は

「資
本
金
等
の
額
総
額
㊱

」の
各
欄
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１

1
4
事
業
税
の

「付
加
価
値
額
総
額
㉞

」又
は

「資
本
金
等
の
額
総
額
㊱

」の
各
欄
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１

、
、

項
第
１
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
の

「課
税
標
準
と
な
る
付
加
価
値
額
⑪

」又
は

項
第
１
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
の

「課
税
標
準
と
な
る
付
加
価
値
額
⑪

」又
は



「課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
㉕

」の
各
欄
の
金
額
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
す
る
こ
と

「課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
㉔

」の
各
欄
の
金
額
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
す
る
こ
と

。
。

［15
24
略

］

［15
24
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
（
そ
の
２
）
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十

第
六
号
様
式
（
そ
の
２
）
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十

条
の
二
関
係
）

条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
六
号
様
式
（
そ
の
２
）
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十

第
六
号
様
式
（
そ
の
２
）
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十

条
の
二
関
係
）

条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）記
載
要
領

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）記
載
要
領

１
こ
の
申
告
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

（同
項
第
１
号
又
は
第
２

１
こ
の
申
告
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

（同
項
第
１
号
又
は
第
２

、
、

号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
並
び
に
同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事

号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
及
び
同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

業
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
を
含
み

同
項
第

同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
を
含
む

）が
仮
決

、
、

、
。

４
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
を
除
く

）が
仮
決
算
に
基
づ
く
中
間
申
告

確
定
し
た
決
算
に
基
づ
く

算
に
基
づ
く
中
間
申
告

確
定
し
た
決
算
に
基
づ
く
確
定
申
告
又
は
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
を
す
る
場
合

。
、

、

確
定
申
告
又
は
こ
れ
ら
に
係
る
修
正
申
告
を
す
る
場
合
に
使
用
す
る
こ
と

な
お

事
業
税
及
び
特
別
法
人

に
使
用
す
る
こ
と

な
お

事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
に
係
る
仮
決
算
に
基
づ
く
中
間
申
告
は
そ
の

。
、

。
、

、

事
業
税
に
係
る
仮
決
算
に
基
づ
く
中
間
申
告
は

そ
の
税
額
が
予
定
申
告
に
係
る
税
額
を
超
え
な
い
と
き
に

税
額
が
予
定
申
告
に
係
る
税
額
を
超
え
な
い
と
き
に
限
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と

、
。

限
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

［２
13
略

］

［２
13
同
左

］

～
～

1
4
事
業
税
の

「付
加
価
値
額
総
額
㉞

」又
は

「資
本
金
等
の
額
総
額
㊱

」の
各
欄
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１

1
4
事
業
税
の

「付
加
価
値
額
総
額
㉞

」又
は

「資
本
金
等
の
額
総
額
㊱

」の
各
欄
は
法
第
7
2
条
の
２
第
１

、
、

項
第
１
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
の

「課
税
標
準
と
な
る
付
加
価
値
額
⑪

」又
は

項
第
１
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
の

「課
税
標
準
と
な
る
付
加
価
値
額
⑪

」又
は

「課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
㉕

」の
各
欄
の
金
額
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
し

「付
加
価
値
額
総
額
㊷

」

「課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
㉔

」の
各
欄
の
金
額
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
し

「付
加
価
値
額
総
額
㊷

」

、
、

又
は

「資
本
金
等
の
額
総
額
㊹

」の
各
欄
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が
第
６
号

又
は

「資
本
金
等
の
額
総
額
㊹

」の
各
欄
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が
第
６
号

、
、

様
式
別
表
５
の
２
の

「課
税
標
準
と
な
る
付
加
価
値
額
⑪

」又
は

「課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
㉕

」

様
式
別
表
５
の
２
の

「課
税
標
準
と
な
る
付
加
価
値
額
⑪

」又
は

「課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
㉔

」

の
各
欄
の
金
額
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
す
る
こ
と

の
各
欄
の
金
額
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
す
る
こ
と

。
。

［1
5

24
略

］

［15
24
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
（
そ
の
３
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

［
新
設
］

係
）

［
様
式

別
紙
一

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
一
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
一
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
六
号
様
式
別
表
一
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
一
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
１
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
１
記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
う

以
１

こ
の
計
算
書
は

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
う

以
、

。
、

。

下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）及
び
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人

（法
第
5
3
条
第
３
項

（地
方
税
法
等

下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）及
び
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人

（法
第
5
3
条
第
３
項

（地
方
税
法
等

。
。

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
改
正

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
改
正

。
。

法

」と
い
う

）附
則
第
５
条
第
４
項
又
は
第
５
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）

第
８
項
第

法

」と
い
う

）附
則
第
５
条
第
４
項
又
は
第
５
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）

第
８
項
第

。
。

、
、

。
。

、
、

1
3
項

第
1
9
項
又
は
第
2
6
項

（令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

1
3
項

第
1
9
項
又
は
第
2
6
項

（令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

、
、

）の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
に
限
る

）が
記
載
し

第
６
号
様
式

）の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
に
限
る

）が
記
載
し

第
６
号
様
式

。
。

、
。

。
、



第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

、
。

。

［２
６
略

］

［２
６
同
左

］

～
～

７

「被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
⑥

」の
欄
は

当
該
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額

（法
７

「被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
⑥

」の
欄
は

当
該
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額

（法
、

、

第
5
3
条
第
1
7
項
に
規
定
す
る
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
を
い
う

）が
あ
る
場
合
に

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区

第
5
3
条
第
1
7
項
に
規
定
す
る
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
を
い
う

）が
あ
る
場
合
に

法
人
税
の
明
細
書

（別
。

、
。

、

分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

表
７
(
2)付
表
１

）の

「被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
(
21)

」の

「計

」の
欄
の
金
額

（法
人
税
法
第
6
4条
の
７
第

、
。

５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
こ
の
申
告
前
の
同
欄
の
金
額

）を
記
載
す
る
こ
と

、
。

(
1
)
法
人
税
法
第
6
4
条
の
７
第
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合

法
人
税
の
明
細
書

（別
表
７
(
2
)
付
表

［新
設

］

１

）の

「当
初
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
(21

)

」の

「計

」の
欄
の
金
額

(
2
)

(
1
)
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
７
(
2
)
付
表
１

）の
当
該
事
業
年
度
開
始

の
日
前
1
0年
以
内
に
開
始
し
た
各
事
業
年
度
の

「非
特
定
欠
損
金
配
賦
額
(
1
8
)

」の
欄
の
金
額
か
ら

「非

特
定
欠
損
金
額
に
係
る
控
除
未
済
額
(
5)

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額

（当
該
金
額
が
零
を
下
回
る
場

合
に
は
零

）に

「非
特
定
損
金
算
入
割
合
(2
0)

」の
欄
の
数
値
を
乗
じ
て
得
た
金
額
の
合
計
額

、
、

［８
略

］

［８
同
左

］

９

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
⑧

」の
欄
は

法
人
税
の
申
告
書

（別
表
１

）の
９

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
⑧

」の
欄
は

法
人
税
の
申
告
書

（別
表
１

）の
、

、

「法
人
税
額
計

」の
欄
の
金
額

（こ
の
欄
の
上
段
に
使
途
秘
匿
金
の
支
出
の
額
の
4
0
％
相
当
額
が
記
載
さ
れ

「法
人
税
額
計

」の
欄
の
金
額

（こ
の
欄
の
上
段
に
使
途
秘
匿
金
の
支
出
の
額
の
4
0
％
相
当
額
が
記
載
さ
れ

て
い
る
場
合
に
は

当
該

「法
人
税
額
計

」の
欄
の
金
額
に
当
該
額
を
加
算
し
た
金
額

）
（法

人
税
の
明
細

て
い
る
場
合
に
は

当
該

「法
人
税
額
計

」の
欄
の
金
額
に
当
該
額
を
加
算
し
た
金
額

）
（法

人
税
の
明
細

、
、

書

（別
表
６
(
2
)
付
表
６

）の

「７
の
計

」又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
9
)
付
表

）の
(
3
1
)
若
し
く
は

書

（別
表
６
(
2
)
付
表
６

）の

「７
の
計

」又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
8
)
付
表

）の
(
3
1
)
若
し
く
は

(
3
6
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額

租
税
特
別
措
置
法
第
4
2
条
の
４
第
４
項
に
規
定
す

(
3
6
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額

租
税
特
別
措
置
法
第
4
2
条
の
４
第
４
項
に
規
定
す

、
、

る
中
小
企
業
者
等

（政
令
附
則
第
５
条
の
２
の
３
の
通
算
子
法
人
を
含
む

）に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人

る
中
小
企
業
者
等

（政
令
附
則
第
５
条
の
２
の
３
の
通
算
子
法
人
を
含
む

）に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人

。
。

税
の
明
細
書

（別
表
６
(
1
0
)付
表

）の
(
3
0
)
又
は
(
3
5
)の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
及

税
の
明
細
書

（別
表
６
(
9)付
表

）の
(
30)
又
は
(
35)の

各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
及
び

び
同
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
２
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人
税
の
明
細
書

同
法
第
4
2
条
の
1
2の
５
第
２
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人
税
の
明
細
書

（別

（別
表
６
(
1
4
)
付
表

）の
(
1
9
)
又
は
(
2
4
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
を
除
く

）を
表
６
(
1
2
)
付
表

）の
(
1
9
)
又
は
(
2
4
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
を
除
く

）を
記
載

。
。

記
載
し

括
弧
内
に
は
法
人
税
の
申
告
書

（別
表
１

）の

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
等
の
加
算
額

」の
欄

し
括
弧
内
に
は
法
人
税
の
申
告
書

（別
表
１

）の

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
等
の
加
算
額

」の
欄
の
金

、
、

の
金
額

（法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
2
)
付
表
６

）の

「７
の
計

」又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
9
)

額

（法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
2
)
付
表
６

）の

「７
の
計

」又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
8
)
付

付
表

）の
(31

）若
し
く
は
(36)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
同
法
第
42
条
の
４
第
４

表

）の
(31

）若
し
く
は
(36)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
同
法
第
42条
の
４
第
４
項

、
、

項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等

（政
令
附
則
第
５
条
の
２
の
３
の
通
算
子
法
人
を
含
む

）に
該
当
し
な
い

に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等

（政
令
附
則
第
５
条
の
２
の
３
の
通
算
子
法
人
を
含
む

）に
該
当
し
な
い
法

。
。

法
人
の
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
1
0
)
付
表

）の
(
3
0
)
又
は
(
3
5
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の

人
の
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(9
)付
表

）の
(3
0)又
は
(3
5)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該

当
該
金
額
及
び
同
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
２
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人
税

金
額
及
び
同
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
２
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人
税
の
明

の
明
細
書

（別
表
６
(
1
4
)
付
表

）の
(
1
9
)
又
は
(
2
4
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
を
除

細
書

（別
表
６
(
1
2
)
付
表

）の
(
1
9
)
又
は
(
2
4
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
を
除
く

く

）

使
途
秘
匿
金
の
支
出
に
対
す
る
法
人
税
額
及
び
土
地
譲
渡
利
益
金
額
に
対
す
る
法
人
税
額
の
合
計

）

使
途
秘
匿
金
の
支
出
に
対
す
る
法
人
税
額
及
び
土
地
譲
渡
利
益
金
額
に
対
す
る
法
人
税
額
の
合
計
額

。
、

。
、

額
を
記
載
す
る
こ
と

を
記
載
す
る
こ
と

。
。

［10
12
略

］

［10
1
2
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
一
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関

第
六
号
様
式
別
表
一
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関

係
）

係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
六
号
様
式
別
表
一
の
二
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関

第
六
号
様
式
別
表
一
の
二
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関

係
）

係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］



第
６
号
様
式
別
表
１
の
２
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
１
の
２
記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は

道
府
県
内
に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
が
記
載
し
第
６
号
様
式

第
６
号
様

１
こ
の
計
算
書
は

道
府
県
内
に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号

、
、

、
、

、

式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

。
。

［２
４
略

］

［２
４
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
一
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関

第
六
号
様
式
別
表
一
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関

係
）

係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
六
号
様
式
別
表
一
の
三
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関

第
六
号
様
式
別
表
一
の
三
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関

係
）

係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
１
の
３
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
１
の
３
記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は

連
結
法
人

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３

１
こ
の
計
算
書
は

連
結
法
人

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３

、
、

条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

。
。

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規

。
。

定
す
る
連
結
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）及
び
連
結
法
人
で
あ
っ
た
法
人

（地
定
す
る
連
結
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）及
び
連
結
法
人
で
あ
っ
た
法
人

（地
。

。
。

。

方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２

方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２

。
。

年
改
正
法

」と
い
う

）附
則
第
５
条
第
４
項
若
し
く
は
第
５
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
３
項
若

年
改
正
法

」と
い
う

）附
則
第
５
条
第
４
項
若
し
く
は
第
５
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
３
項
若

。
。

し
く
は
令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
2
6
項
又
は
令
和
２
年
改
正

し
く
は
令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
2
6
項
又
は
令
和
２
年
改
正

法
附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年

法
附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年

旧
法

」と
い
う

）第
5
3条
第
５
項

第
９
項
若
し
く
は
第
1
5項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
連
結

旧
法

」と
い
う

）第
5
3条
第
５
項

第
９
項
若
し
く
は
第
1
5項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
連
結

。
、

。
、

法
人
で
あ
っ
た
法
人
に
限
り

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を

法
人
で
あ
っ
た
法
人
に
限
り

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を

、
、

い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）及
び
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
を
除
く

）が
記
載
し

い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）及
び
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
を
除
く

）が
記
載
し

。
。

。
、

。
。

。
、

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

、
。

。

［２
８
略

］

［２
８
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
２
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
２
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
通
算

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
通
算

、
、

適
用
前
欠
損
金
額

（法
第
5
3
条
第
３
項
に
規
定
す
る
通
算
適
用
前
欠
損
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領

適
用
前
欠
損
金
額

（法
第
5
3
条
第
３
項
に
規
定
す
る
通
算
適
用
前
欠
損
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領

。
。

に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式

に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式

。
、

、
。

、
、

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と
ま
た

当
該
通

又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

ま
た
当
該
通
算
適
用
前
欠
損
金
額
の
生
じ

、
。

、
。

、

算
適
用
前
欠
損
金
額
の
生
じ
た
事
業
年
度
後
最
初
の
最
初
通
算
事
業
年
度

（法
人
税
法
第
6
4
条
の
９
第
１
項

た
事
業
年
度
後
最
初
の
最
初
通
算
事
業
年
度

（法
人
税
法
第
6
4
条
の
９
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
の
効
力

の
規
定
に
よ
る
承
認
の
効
力
が
生
じ
た
日
以
後
最
初
に
終
了
す
る
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領

が
生
じ
た
日
以
後
最
初
に
終
了
す
る
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
お
い

。
。

。

に
お
い
て
同
じ

）に
お
い
て
は
同
法
第
5
7
条
第
６
項
又
は
第
８
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
こ
と
を
証
す
る

て
は
同
法
第
5
7
条
第
６
項
又
は
第
８
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
併
せ
て
添
付
し

同
。

、

書
類
を
併
せ
て
添
付
し

同
項
に
規
定
す
る
通
算
承
認
の
効
力
が
生
じ
た
日

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い

項
に
規
定
す
る
通
算
承
認
の
効
力
が
生
じ
た
日

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「通
算
承
認
の
効
力
が
生

、

て

「通
算
承
認
の
効
力
が
生
じ
た
日

」と
い
う

）の
属
す
る
事
業
年
度
終
了
の
日
後
に
同
項
に
規
定
す
る

じ
た
日

」と
い
う

）の
属
す
る
事
業
年
度
終
了
の
日
後
に
同
項
に
規
定
す
る
新
た
な
事
業

（以
下
こ
の
記

。
。

新
た
な
事
業

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「新
た
な
事
業

」と
い
う

）を
開
始
し
た
場
合
に
お
い
て

載
要
領
に
お
い
て

「新
た
な
事
業

」と
い
う

）を
開
始
し
た
場
合
に
お
い
て
同
項
の
規
定
に
よ
り
な
い
も

。
。

同
項
の
規
定
に
よ
り
な
い
も
の
と
さ
れ
た
通
算
適
用
前
欠
損
金
額
が
あ
る
と
き
は
新
た
な
事
業
を
開
始
し

の
と
さ
れ
た
通
算
適
用
前
欠
損
金
額
が
あ
る
と
き
は

新
た
な
事
業
を
開
始
し
た
日
以
後
最
初
に
終
了
す
る

、
、



た
日
以
後
最
初
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に
お
い
て
同
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
併
せ

事
業
年
度
に
お
い
て
同
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
併
せ
て
添
付
す
る
こ
と
。

て
添
付
す
る
こ
と
。

［２
４
略

］

［２
４
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
二
の
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
二
の
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
２
の
２
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
２
の
２
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
も
の

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
も
の

、
、

と
み
な
さ
れ
た
合
併
等
前
欠
損
金
額

（法
第
5
3
条
第
７
項
に
規
定
す
る
合
併
等
前
欠
損
金
額
を
い
う

以
下

と
み
な
さ
れ
た
合
併
等
前
欠
損
金
額

（法
第
5
3
条
第
７
項
に
規
定
す
る
合
併
等
前
欠
損
金
額
を
い
う

以
下

。
。

こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
条
第
８
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が

こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
条
第
８
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が

。
、

。
、

記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る

記
載
し

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

ま
た

合
併
等
事
業

、
、

、
。

、

こ
と

ま
た

合
併
等
事
業
年
度

（同
条
第
７
項
に
規
定
す
る
合
併
等
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載

年
度

（同
条
第
７
項
に
規
定
す
る
合
併
等
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
。

、
。

。
。

要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
お
い
て
は
法
人
税
法
第
5
7
条
第
７
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
２
項
の
規
定
の
適

お
い
て
は
法
人
税
法
第
5
7
条
第
７
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
２
項
の
規
定
の
適
用
が
な
い
こ
と
を
証
す
る
書

。

用
が
な
い
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
併
せ
て
添
付
す
る
こ
と

類
を
併
せ
て
添
付
す
る
こ
と

。
。

［２
４
略

］

［２
４
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
二
の
三
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
二
の
三
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
２
の
３
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
２
の
３
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
通
算

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
通
算

、
、

対
象
所
得
金
額

（法
第
5
3
条
第
1
3
項
に
規
定
す
る
通
算
対
象
所
得
金
額
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

対
象
所
得
金
額

（法
第
5
3
条
第
1
3
項
に
規
定
す
る
通
算
対
象
所
得
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

。
。

い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式

第
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式
又
は

。
、

、
、

。
、

、

６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

。
。

［２
５

略

］

［２
５
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
二
の
四
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
二
の
四
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
２
の
４
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
２
の
４
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
配
賦

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
配
賦

、
、

欠
損
金
控
除
額

（法
第
5
3
条
第
1
9
項
に
規
定
す
る
配
賦
欠
損
金
控
除
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

欠
損
金
控
除
額

（法
第
5
3
条
第
1
9
項
に
規
定
す
る
配
賦
欠
損
金
控
除
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

。
。

い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式

第
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式
又
は

。
、

、
、

。
、

、

６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

。
。

２

「配
賦
欠
損
金
控
除
額
①

」の
欄
は

配
賦
欠
損
金
控
除
額
の
生
じ
た
各
事
業
年
度
に
つ
い
て
次
に
掲

２

「配
賦
欠
損
金
控
除
額
①

」の
欄
は

配
賦
欠
損
金
控
除
額
の
生
じ
た
各
事
業
年
度
に
つ
い
て
当
該
事

、
、

、
、

げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

業
年
度
の
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
７
(
2)付
表
１

）の

「配
賦
欠
損
金
控
除
額
(
22)

」の

「計

」の
欄
の
金

、
。

額
（法

人
税
法
第
6
4
条
の
７
第
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は

こ
の
申
告
前
の
同
欄
の
金
額

）を
、

記
載
す
る
こ
と
。

(
1
)
法
人
税
法
第
6
4
条
の
７
第
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合

当
該
事
業
年
度
の
法
人
税
の
明
細
書

［新
設

］

（別
表
７
(2)
付
表
１

）の

「当
初
配
賦
欠
損
金
控
除
額
(22

)

」の

「計

」の
欄
の
金
額

(
2
)

(
1
)
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

当
該
事
業
年
度
の
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
７
(
2
)付
表
１

）の
当

該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0年
以
内
に
開
始
し
た
各
事
業
年
度
の

「非
特
定
欠
損
金
額
に
係
る
控
除
未
済

額
(5
)

」の
欄
の
金
額
か
ら

「非
特
定
欠
損
金
配
賦
額
(1
8)

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額

（当
該
金
額



が
零
を
下
回
る
場
合
に
は

零

）に

「非
特
定
損
金
算
入
割
合
(
2
0
)

」の
欄
の
数
値
を
乗
じ
て
得
た
金

、
、

額
の
合
計
額

［３
５
略

］

［３
５
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
二
の
五
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
二
の
五
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
２
の
５
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
２
の
５
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
若
し
く
は
中
間
期
間

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
若
し
く
は
中
間
期
間

、
、

（法
人
税
法
第
8
0
条
第
５
項
若
し
く
は
第
1
4
4
条
の
1
3
第
1
1
項
又
は
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（法
人
税
法
第
8
0
条
第
５
項
若
し
く
は
第
1
4
4
条
の
1
3
第
1
1
項
又
は
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

。
。

）第
8
0
条
第
５
項
に
規
定
す
る
中
間
期
間
を
い
う

）
（法

人
税
法
第
8
0
条
第
７
項
又
は
第
８
項
に
規
定

）第
8
0
条
第
５
項
に
規
定
す
る
中
間
期
間
を
い
う

）
（法

人
税
法
第
8
0
条
第
７
項
又
は
第
８
項
に
規
定

。
。

。
。

す
る
欠
損
事
業
年
度
を
除
く

）又
は
当
該
連
結
事
業
年
度

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
1
5
条
の
２
第
１
項

す
る
欠
損
事
業
年
度
を
除
く

）又
は
当
該
連
結
事
業
年
度

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
1
5
条
の
２
第
１
項

。
。

に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に

に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に

。
。

。
。

開
始
し
た
事
業
年
度

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
80
条
第
５
項
又
は
法
人
税
法
第
144条

の
13第

11
項
に
規
定

開
始
し
た
事
業
年
度

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
80
条
第
５
項
又
は
法
人
税
法
第
144
条
の
13第

11
項
に
規
定

す
る
中
間
期
間
を
含
む

）に
お
い
て
生
じ
た
内
国
法
人
の
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額

（法
第
5
3
条
第
2
3
項

す
る
中
間
期
間
を
含
む

）に
お
い
て
生
じ
た
内
国
法
人
の
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額

（法
第
5
3
条
第
2
3
項

。
。

第
１
号
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

第
１
号
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

。
。

い
て

「令
和
２
年
改
正
法

」と
い
う

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下

い
て

「令
和
２
年
改
正
法

」と
い
う

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下

。
。

こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
5
3
条
第
1
2
項
第
１
号
に
規
定
す
る
内
国
法
人

こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
5
3
条
第
1
2
項
第
１
号
に
規
定
す
る
内
国
法
人

。
。

の
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）

外
国
法
人
の
恒
久
的
施

の
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）

外
国
法
人
の
恒
久
的
施

。
。

、
。

。
、

設
帰
属
所
得
に
係
る
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額

（法
第
5
3条
第
2
3項
第
２
号
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
5
3条
第

設
帰
属
所
得
に
係
る
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額

（法
第
5
3条
第
2
3項
第
２
号
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
5
3条
第

1
2項
第
２
号
に
規
定
す
る
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
帰
属
所
得
に
係
る
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額
を
い
う

1
2項
第
２
号
に
規
定
す
る
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
帰
属
所
得
に
係
る
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額
を
い
う

。
。

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）

外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
非
帰
属
所
得
に
係
る
控
除
対
象
還
付

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）

外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
非
帰
属
所
得
に
係
る
控
除
対
象
還
付

。
、

。
、

法
人
税
額

（法
第
5
3
条
第
2
3
項
第
３
号
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
5
3
条
第
1
2
項
第
３
号
に
規
定
す
る
外
国
法
人

法
人
税
額

（法
第
5
3
条
第
2
3
項
第
３
号
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
5
3
条
第
1
2
項
第
３
号
に
規
定
す
る
外
国
法
人

の
恒
久
的
施
設
非
帰
属
所
得
に
係
る
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同

の
恒
久
的
施
設
非
帰
属
所
得
に
係
る
控
除
対
象
還
付
法
人
税
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同

。
。

じ

）及
び
当
該
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
連
結
事
業
年
度

（令
じ

）及
び
当
該
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
連
結
事
業
年
度

（令
。

。

和
２
年
旧
法
人
税
法
第
8
1条
の
3
1
第
５
項
に
規
定
す
る
中
間
期
間
を
含
む

）に
お
い
て
生
じ
た
控
除
対
象

和
２
年
旧
法
人
税
法
第
8
1条
の
3
1
第
５
項
に
規
定
す
る
中
間
期
間
を
含
む

）に
お
い
て
生
じ
た
控
除
対
象

。
。

個
別
帰
属
還
付
税
額

（令
和
２
年
旧
法
第
5
3
条
第
1
5
項
に
規
定
す
る
控
除
対
象
個
別
帰
属
還
付
税
額
を
い
う

個
別
帰
属
還
付
税
額

（令
和
２
年
旧
法
第
5
3
条
第
1
5
項
に
規
定
す
る
控
除
対
象
個
別
帰
属
還
付
税
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

法
第
5
3
条
第
2
3
項
若
し
く
は
令
和
２
年
改
正
法
附

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

法
第
5
3
条
第
2
3
項
若
し
く
は
令
和
２
年
改
正
法
附

。
。

、
。

。
、

則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
53
条
第
26項
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
53条
第
12
項
若
し
く
は
第

則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
53
条
第
26項
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
53条
第
12
項
若
し
く
は
第

1
5
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は

1
5
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
、

、
、

第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

。
。

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の

、
、

、

又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人
課

２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す

、
、

税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と

る
こ
と

。
。

３

「当
期
控
除
額
④

の
欄
は

(
1
)

(
2
)
及
び
(
4
)
に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
(
ｲ
)
に
掲
げ
る

３

「当
期
控
除
額
④

の
欄
は

(
1
)

(
2
)
及
び
(
4
)
に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
(
ｲ
)
に
掲
げ
る

」
、

、
」

、
、

金
額
が
(
ﾛ)に
掲
げ
る
金
額
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
記
載
し

(
3)に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
(
ｲ)に
掲
げ
る

金
額
が
(
ﾛ)に
掲
げ
る
金
額
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
記
載
し

(
3)に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
(
ｲ)に
掲
げ
る

、
、

金
額
が
(
ﾛ)に
掲
げ
る
金
額
を
超
え
な
い
範
囲
内
及
び
(
ﾊ)に
掲
げ
る
金
額
が
(
ﾆ)に
掲
げ
る
金
額
を
超
え
な
い

金
額
が
(
ﾛ)に
掲
げ
る
金
額
を
超
え
な
い
範
囲
内
及
び
(
ﾊ)に
掲
げ
る
金
額
が
(
ﾆ)に
掲
げ
る
金
額
を
超
え
な
い

範
囲
内
で
記
載
す
る
こ
と

範
囲
内
で
記
載
す
る
こ
と

。
。



(
1
)
第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）を
提
出
す
る
法
人

（(
2
)

(1
)
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）を
提
出
す
る
法
人

（(2)
(
3)又
は
(4
)に
掲
げ
る
法
人
を

、
、

、

(3
)又
は
(4
)に
掲
げ
る
法
人
を
除
く

）

除
く

）

。
。

［(
ｲ)
略

］

［(ｲ)
同
左

］

(
ﾛ
)
第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の

「法
人
税
法
の
規
定
に

(
ﾛ
)
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額

、

よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
①

」及
び

「試
験
研
究
費
の
額
等
に
係
る
法
人
税
額
の
特
別
控
除
額
②

」

①

」及
び

「試
験
研
究
費
の
額
等
に
係
る
法
人
税
額
の
特
別
控
除
額
②

」の
各
欄
の
金
額
の
合
計
額
か

の
各
欄
の
金
額
の
合
計
額
か
ら

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
①

」の
欄
の
括
弧

ら

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
①

」の
欄
の
括
弧
内
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額

内
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額

［(
2)

(4
)
略

］

［(2
)

(4)
同
左

］

～
～

［４
・
５
略

］

［４
・
５
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
二
の
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
二
の
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
２
の
６
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
２
の
６
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
又
は
中
間
期
間

（法
人

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
又
は
中
間
期
間

（法
人

、
、

税
法
第
8
0
条
第
５
項
に
規
定
す
る
中
間
期
間
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
お
い
て

税
法
第
8
0
条
第
５
項
に
規
定
す
る
中
間
期
間
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
お
い
て

。
。

。
。

生
じ
た
還
付
対
象
欠
損
金
額

（法
第
5
3
条
第
2
6
項
に
規
定
す
る
還
付
対
象
欠
損
金
額
を
い
う
以
下
こ
の
記

生
じ
た
還
付
対
象
欠
損
金
額

（法
第
5
3
条
第
2
6
項
に
規
定
す
る
還
付
対
象
欠
損
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記

。
。

載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６

載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６

。
、

、
。

、
、

号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

、
。

。

［２
５
略

］

［２
５
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
二
の
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
二
の
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
２
の
７
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
２
の
７
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和

、
、

２
年
法
律
第
８
号
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
３

２
年
法
律
第
８
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
３

。
。

。
。

条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ

条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ

。
。

る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
15
条

る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
1
5
条

。
。

の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）開
始
の
日
前

の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）開
始
の
日
前

。
。

。
。

10年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
連
結
適
用
前
欠
損
金
額

（地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正

1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
連
結
適
用
前
欠
損
金
額

（地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
改
正
法

」と
い
う

）
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
改
正
法

」と
い
う

）

。
。

。
。

附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧

附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧

法

」と
い
う

）第
53
条
第
５
項
に
規
定
す
る
連
結
適
用
前
欠
損
金
額
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

法

」と
い
う

）第
5
3
条
第
５
項
に
規
定
す
る
連
結
適
用
前
欠
損
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

。
。

。
。

い
て
同
じ

）又
は
連
結
適
用
前
災
害
損
失
欠
損
金
額

（同
項
に
規
定
す
る
連
結
適
用
前
災
害
損
失
欠
損
金

い
て
同
じ

）又
は
連
結
適
用
前
災
害
損
失
欠
損
金
額

（同
項
に
規
定
す
る
連
結
適
用
前
災
害
損
失
欠
損
金

。
。

額
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
４
項

額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
４
項

。
。

、
。

。
、

に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
53条
第
３
項
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
53
条
第
５
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と

に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
３
項
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
5
3
条
第
５
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と

す
る
法
人
が
記
載
し
第
６
号
様
式
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書

す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

ま
た

、
、

、
。

、

に
添
付
す
る
こ
と
ま
た
当
該
連
結
適
用
前
欠
損
金
額
又
は
連
結
適
用
前
災
害
損
失
欠
損
金
額
の
生
じ
た

当
該
連
結
適
用
前
欠
損
金
額
又
は
連
結
適
用
前
災
害
損
失
欠
損
金
額
の
生
じ
た
事
業
年
度
後
最
初
の
最
初
連

。
、

事
業
年
度
後
最
初
の
最
初
連
結
事
業
年
度

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
1
5条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
最
初

結
事
業
年
度

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
最
初
連
結
事
業
年
度
を
い
う

以
。

連
結
事
業
年
度
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
お
い
て
は
令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第

下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
お
い
て
は
令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
8
1
条
の
９
第
２
項
の
規
定
の

。
。

。

81条
の
９
第
２
項
の
規
定
の
適
用
が
な
い
こ
と
を
証
す
る
書
類
も
併
せ
て
添
付
す
る
こ
と

適
用
が
な
い
こ
と
を
証
す
る
書
類
も
併
せ
て
添
付
す
る
こ
と

。
。



［２
４

略

］

［２
４
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
二
の
八
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
二
の
八
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
２
の
８
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
２
の
８
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和

１
こ
の
明
細
書
は

当
該
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和

、
、

２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ

２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ

。
。

る
改
正
前
の
法
人
税
法
第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に

る
改
正
前
の
法
人
税
法
第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に

。
。

お
い
て
同
じ

）開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
連
結
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
控
除
対
象
個
別
帰

お
い
て
同
じ

）開
始
の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
連
結
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
控
除
対
象
個
別
帰

。
。

属
税
額

（地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い

属
税
額

（地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い

。
。

て

「令
和
２
年
改
正
法

」と
い
う

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ

て

「令
和
２
年
改
正
法

」と
い
う

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ

。
。

の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
5
3
条
第
９
項
に
規
定
す
る
控
除
対
象
個
別
帰
属

の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
5
3
条
第
９
項
に
規
定
す
る
控
除
対
象
個
別
帰
属

。
。

税
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
５

税
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
５

。
。

、
。

。
、

項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
３
項
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
5
3
条
第
９
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う

項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
３
項
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
5
3
条
第
９
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う

と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告

と
す
る
法
人
が
記
載
し
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

、
、

、
。

書
に
添
付
す
る
こ
と
。

［２
・
３

略

］

［２
・
３
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
四
の
三
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
四
の
三
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
４
の
３
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
４
の
３
記
載
要
領

こ
の
明
細
書
は

特
別
区
に
事
務
所

事
業
所
又
は
寮
等
を
有
す
る
法
人
が
東
京
都
に
提
出
す
る
第
６
号
様

こ
の
明
細
書
は

特
別
区
に
事
務
所

事
業
所
又
は
寮
等
を
有
す
る
法
人
が
東
京
都
に
提
出
す
る
第
６
号
様

、
、

、
、

式
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）又
は
第
６
号
の
３
様
式

第
６
号
の
３
様

式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
の
３
様
式
若
し
く
は
第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
２

）の
申

、
、

式

（そ
の
２

）若
し
く
は
第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

告
書
に
添
付
す
る
こ
と

。
。

第
六
号
様
式
別
表
五
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
三

挿
入
］

［
様
式

別
紙
二

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
五
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
５
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は
法
第
72条
の
２
第
１
項
第
３
号
若
し
く
は
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
法
第

１
こ
の
計
算
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

法
第
7
2
条
の
2
3
第
２
項

、
、

、
、

7
2
条
の
2
3
第
２
項
若
し
く
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１

若
し
く
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ

条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
7
2
条
の
2
3
第
２
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
医
療
法
人
若

る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
7
2
条
の
2
3
第
２
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
医
療
法
人
若
し
く
は
農
業
協
同

し
く
は
農
業
協
同
組
合
連
合
会

法
第
7
2
条
の
2
4
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人

事
業
税
を
課
さ
れ
な
い

組
合
連
合
会

法
第
7
2
条
の
2
4の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人

事
業
税
を
課
さ
れ
な
い
事
業
と
そ
の
他
の

、
、

、
、

事
業
と
そ
の
他
の
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
法
人
税
法
第
2
7
条

第
6
2
条
第
２
項

第
6
2
条
の
５
第
２

事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
法
人
税
法
第
2
7条

第
6
2条
第
２
項
第
6
2条
の
５
第
２
項
若
し
く
は
第
1
42

、
、

、
、

、
、

項
若
し
く
は
第
14
2条
の
２
の
２
若
し
く
は
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

条
の
２
の
２
若
し
く
は
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

以
下
こ
の
記
載

。

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
３
条
の
規
定

（令
和

要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等

。
。

。

２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人

改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の

。
。

税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
2
7
条
の
規
定
の
適
用
を

記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
2
7
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人

租
。

。
、

受
け
る
法
人

租
税
特
別
措
置
法
第
5
7
条
の
７
第
１
項

第
5
7
条
の
７
の
２
第
１
項

第
5
9
条
第
１
項
若
し

税
特
別
措
置
法
第
5
7条
の
７
第
１
項
第
5
7条
の
７
の
２
第
１
項
第
5
9条
第
１
項
若
し
く
は
第
２
項

第
、

、
、

、
、

、

く
は
第
２
項

第
6
1
条
の
２
第
１
項

第
6
1
条
の
３
第
１
項

第
6
6
条
の
1
3
第
6
7
条
の
1
4
第
１
項
第
6
7

6
1
条
の
２
第
１
項

第
6
1
条
の
３
第
１
項
第
6
6
条
の
1
3
第
6
7
条
の
1
4
第
１
項

第
6
7
条
の
1
5
第
１
項

、
、

、
、

、
、

、
、

、
、



条
の
1
5
第
１
項

第
6
8
条
の
３
の
２
第
１
項
若
し
く
は
第
6
8
条
の
３
の
３
第
１
項
若
し
く
は
令
和
２
年
所
得

第
68
条
の
３
の
２
第
１
項
若
し
く
は
第
68条
の
３
の
３
第
１
項
若
し
く
は
令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
第

、

税
法
等
改
正
法
第
1
6
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
第
5
7
条
の
７
第
１
項
第
5
7
条
の
７
の

1
6
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
第
5
7
条
の
７
第
１
項

第
5
7
条
の
７
の
２
第
１
項

第
5
9

、
、

、

２
第
１
項

第
5
9
条
第
１
項
若
し
く
は
第
２
項

第
6
1
条
の
３
第
１
項

第
6
6
条
の
1
3
第
6
8
条
の
３
の
２

条
第
１
項
若
し
く
は
第
２
項

第
6
1
条
の
３
第
１
項

第
6
6
条
の
1
3
第
6
8
条
の
３
の
２
第
１
項

第
6
8
条

、
、

、
、

、
、

、
、

第
１
項

第
6
8
条
の
３
の
３
第
１
項
第
6
8
条
の
5
7
第
１
項

第
6
8
条
の
5
7
の
２
第
１
項

第
6
8
条
の
6
2
第

の
３
の
３
第
１
項

第
6
8
条
の
5
7
第
１
項

第
6
8
条
の
5
7
の
２
第
１
項

第
6
8
条
の
6
2
第
１
項
若
し
く
は
第

、
、

、
、

、
、

、

１
項
若
し
く
は
第
２
項

第
6
8
条
の
6
4
第
１
項

第
6
8
条
の
6
5
第
１
項
若
し
く
は
第
6
8
条
の
9
8
の
規
定
の
適

２
項

第
6
8
条
の
6
4
第
１
項

第
6
8
条
の
6
5
第
１
項
若
し
く
は
第
6
8
条
の
9
8
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人

、
、

、
、

用
を
受
け
る
法
人

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律

（平
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律

（平
成
2
3
年
法
律
第
2
9

、
、

成
2
3
年
法
律
第
2
9
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「震
災
特
例
法

」と
い
う

）第
1
8
条
の
３
第
１
項

号
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「震
災
特
例
法

」と
い
う

）第
1
8
条
の
３
第
１
項
若
し
く
は
令
和
２

。
。

。
。

若
し
く
は
令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
第
2
3
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
震
災
特
例
法
第
1
8
条
の
３
第
１

年
所
得
税
法
等
改
正
法
第
2
3
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
震
災
特
例
法
第
1
8
条
の
３
第
１
項
若
し
く
は
第
2
6

項
若
し
く
は
第
2
6
条
の
３
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
又
は
政
令
第
2
1
条
の
２
の
３
若
し
く
は
地

条
の
３
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
又
は
政
令
第
2
1
条
の
２
の
３
若
し
く
は
地
方
税
法
施
行
令
の

方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（令
和
２
年
政
令
第
2
64号

）に
よ
る
改
正
前
の
政
令
第
2
1条
の
２

一
部
を
改
正
す
る
政
令

（令
和
２
年
政
令
第
2
64号

）に
よ
る
改
正
前
の
政
令
第
2
1条
の
２
の
３
の
規
定
の
適

の
３
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
が

課
税
標
準
と
な
る
所
得
の
計
算
を
行
う
場
合
又
は
単
年
度
損
益
の

用
を
受
け
る
法
人
が

課
税
標
準
と
な
る
所
得
の
計
算
を
行
う
場
合
又
は
単
年
度
損
益
の
計
算
を
行
う
場
合

、
、

計
算
を
行
う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
に
記
載
し
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

、
、

、
。

申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と
。

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の

、
、

、

又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人
課

２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す

、
、

税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と

る
こ
と

。
。

［３
略

］

［３
同
左

］

「

第
１
号
・

「

第
１
号

４
法
第
72条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

４
法
第
72条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

５
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人

５
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人

（同
項
第
１
号
ロ
に
掲
げ
る
法
人
に
限
る

）に
あ
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算

（同
項
第
１
号
ロ
に
掲
げ
る
法
人
に
限
る

）に
あ
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算

。
。

の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
又
は
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業

の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て

、
、

と
を
併
せ
て
行
う
法
人

（同
項
第
１
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
に
限
る

）に
あ
っ
て
は
同
項
第
１
号
に
掲
げ
る

行
う
法
人

（同
項
第
１
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
に
限
る

）に
あ
っ
て
は
同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
に
係
る

。
。

事
業
に
係
る
所
得
の
金
額
及
び
単
年
度
損
益
と
同
項
第
３
号
又
は
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
に
係
る
単
年
度
損

所
得
の
金
額
及
び
単
年
度
損
益
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
に
係
る
単
年
度
損
益
と
の
計
算
の
別
を
明
ら

益
と
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業

か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
、

。

と
を
併
せ
て
行
う
法
人

（同
項
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
に
限
る

）に
あ
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係

。

る
単
年
度
損
益
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

［６
・
７
略

］

［６
・
７
同
左

］

８
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
又
は
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
が
同

８
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が
同
号
に
掲
げ
る
事
業
に
係
る
単
年
度
損
益
の
計
算
を

、

項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
又
は
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
に
係
る
単
年
度
損
益
の
計
算
を
行
う
場
合
に

行
う
場
合
に
あ
っ
て
は

「繰
越
欠
損
金
額
等
又
は
災
害
損
失
金
額
の
当
期
控
除
額
㉕

」及
び

「債
務
免
除

、

あ
っ
て
は

「繰
越
欠
損
金
額
等
又
は
災
害
損
失
金
額
の
当
期
控
除
額
㉕

」及
び

「債
務
免
除
等
が
あ
っ
た

等
が
あ
っ
た
場
合
の
欠
損
金
額
等
の
当
期
控
除
額
㉖

」の
各
欄
は
記
載
し
な
い
こ
と

、
。

場
合
の
欠
損
金
額
等
の
当
期
控
除
額
㉖

」の
各
欄
は
記
載
し
な
い
こ
と
。

［９
・
10
略

］

［９
・
10
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
五

挿
入
］

［
様
式

別
紙
四

挿
入
］



第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
七

挿
入
］

［
様
式

別
紙
六

挿
入
］

第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
若
し
く
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
又
は
同
項
第
４

１
こ
の
計
算
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
又
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が

付
加
価
値
割
の

、
、

、

号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
が

付
加
価
値
割
の
課
税
標
準
と
な
る
付
加
価
値
額
及
び
資
本
割
の
課
税
標

課
税
標
準
と
な
る
付
加
価
値
額
及
び
資
本
割
の
課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
の
計
算
を
行
う
場
合
に
記

、

準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
の
計
算
を
行
う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は

載
し
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

、
、

、
。

第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と
。

［２
略

］

［２
同
左

］

「

第
１
号
・

「

第
１
号

３
法
第
72条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は

事
業
の
区

３
法
第
72条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
付
加
価
値
額

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
付
加
価
値
額
及
び
資
本
金
等
の
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記

、
、

及
び
資
本
金
等
の
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

、
。

５

「単
年
度
損
益
⑤

」の
欄
の
記
載
に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

５

「単
年
度
損
益
⑤

」の
欄
の
記
載
に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

、
。

、
。

［(1)
(
6)
略

］

［(1)
(6
)
同
左

］

～
～

(
7
)
租
税
特
別
措
置
法
第
6
6
条
の
５
の
３
第
１
項

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
４
年
法

(
7
)
租
税
特
別
措
置
法
第
6
6
条
の
５
の
３
第
１
項
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
6
8
条
の
8
9
の
３
第
１
項
の
規

、

律
第
４
号

）第
1
1
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
第
6
6
条
の
５
の
３
第
１
項
又
は
令
和
２

定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
に
あ
っ
て
は

法
人
税
の
明
細
書

（別
表
1
7

（２
の
３

）
）の

(
1
0
)
の
欄
か
ら

、

年
旧
措
置
法
第
6
8
条
の
8
9
の
３
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
に
あ
っ
て
は
法
人
税
の
明
細
書

(
2
3
)
の
欄
を
控
除
し
た
金
額
又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
1
7
の
２
(
2
)
付
表
１

）の
(
8
)
の

「計

」の
欄

、

（別
表
1
7

（２
の
３

）
）の

(
10)の

欄
か
ら
(
23)の

欄
を
控
除
し
た
金
額
又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
1

か
ら
(
26)
の
欄
を
控
除
し
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と
。

7の
２
(
2)付
表
１

）の
(
8)の

「計

」の
欄
か
ら
(
26)
の
欄
を
控
除
し
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
を
記
載
す

る
こ
と
。

［(
8)
略

］

［(8)
同
左

］

［６
略

］

［６
同
左

］

７

「国
内
に
お
け
る
所
得
等
課
税
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者
数
㉑

」か
ら

「計
㉔

」ま
で
の
各
欄
は

法
７

「国
内
に
お
け
る
所
得
等
課
税
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者
数
㉑

」か
ら

「計
㉓

」ま
で
の
各
欄
は

法
、

、

第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事

第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
が
記
載

、

業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
が
記
載
し

次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
と
き
は

「国
し

次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
と
き
は

「国
内
に
お
け
る
所
得
等
課
税
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者

、
、

、
、

内
に
お
け
る
所
得
等
課
税
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者
数
㉑

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月

数
㉑

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務

、
、

の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
同
項
第
１
号
に
掲

所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

（非
課
税
事
業
を
除
く

以
下
こ
の
記
載
要

。

げ
る
事
業

（非
課
税
事
業
を
除
く

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「所
得
等
課
税
事
業

」と
い
う

）に
領
に
お
い
て

「所
得
等
課
税
事
業

」と
い
う

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数

。
。

。

係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端

で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ

、
。

数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）を
記
載
し

「国
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）を
記
載
し

「国
内
に
お
け
る
収
入
金
額
等
課
税
事
業
に
係
る
期
末
の
従

、
。

。
、

。
、

内
に
お
け
る
収
入
金
額
等
課
税
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者
数
㉒

」の
欄
に
は

各
事
業
年
度
に
属
す
る
各

業
者
数
㉒

」の
欄
に
は

各
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事

、
、

月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
同
項
第
３
号
に

務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「収
入

掲
げ
る
事
業

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「収
入
金
額
等
課
税
事
業

」と
い
う

）に
係
る
者
の
数
を

金
額
等
課
税
事
業

」と
い
う

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た

。
。

合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と

数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に

、
。



き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）を
記
載
し

「国
内
に
お
け
る
特

お
い
て
同
じ

）を
記
載
し

「計
㉓

」の
欄
に
は

各
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る

、
。

。
、

。
、

、

定
ガ
ス
供
給
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者
数
㉓

」の
欄
に
は

各
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お

法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
所
得
等
課
税
事
業
に
係
る
者
の
数
を
合
計

、

け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業

（以
下

し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
と
各
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る

こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「特
定
ガ
ス
供
給
業

」と
い
う

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業

法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
収
入
金
額
等
課
税
事
業
に
係
る
者
の
数
を

。

年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す

合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
と
を
合
計
し
た
数
を
記
載
す
る
こ
と

、
。

る
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）を
記
載
し

「計
㉔

」の
欄
に
は

各
事
業
年
度
に
属
す
る

。
。

、
、

各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
所
得
等
課
税

事
業
に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

各
事
業
年
度
に
属
す
る

、

各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
収
入
金
額
等

課
税
事
業
に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
及
び
各
事
業
年
度
に

属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
特
定

ガ
ス
供
給
業
に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
を
合
計
し
た
数
を

記
載
す
る
こ
と
。

(
1
)
所
得
等
課
税
事
業
を
行
う
法
人
が
事
業
年
度
の
中
途
に
お
い
て
収
入
金
額
等
課
税
事
業
又
は
特
定
ガ
ス

(
1
)
所
得
等
課
税
事
業
を
行
う
法
人
が
事
業
年
度
の
中
途
に
お
い
て
収
入
金
額
等
課
税
事
業
を
開
始
し
た
場

供
給
業
を
開
始
し
た
場
合

合

(
2
)
収
入
金
額
等
課
税
事
業
を
行
う
法
人
が
事
業
年
度
の
中
途
に
お
い
て
所
得
等
課
税
事
業
又
は
特
定
ガ
ス

(
2
)
収
入
金
額
等
課
税
事
業
を
行
う
法
人
が
事
業
年
度
の
中
途
に
お
い
て
所
得
等
課
税
事
業
を
開
始
し
た
場

供
給
業
を
開
始
し
た
場
合

合

(
3
)
特
定
ガ
ス
供
給
業
を
行
う
法
人
が
事
業
年
度
の
中
途
に
お
い
て
所
得
等
課
税
事
業
又
は
収
入
金
額
等
課

［新
設

］

税
事
業
を
開
始
し
た
場
合

(
4
)
所
得
等
課
税
事
業

収
入
金
額
等
課
税
事
業
及
び
特
定
ガ
ス
供
給
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て

(
3
)
所
得
等
課
税
事
業
と
収
入
金
額
等
課
税
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
が
事
業
年
度
の
中
途
に
お
い
て
所

、

行
う
法
人
が
事
業
年
度
の
中
途
に
お
い
て
所
得
等
課
税
事
業

収
入
金
額
等
課
税
事
業
又
は
特
定
ガ
ス
供

得
等
課
税
事
業
又
は
収
入
金
額
等
課
税
事
業
を
廃
止
し
た
場
合

、

給
業
を
廃
止
し
た
場
合

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
九

挿
入
］

［
様
式

別
紙
八

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
二
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
二
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
の
２
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
の
２
記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は

法
第
7
2
条
の
1
9
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
又
は
事
業
税
を
課
さ
れ
な
い
事
業
と
そ

１
こ
の
計
算
書
は

法
第
7
2
条
の
1
9
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
又
は
事
業
税
を
課
さ
れ
な
い
事
業
と
そ

、
、

の
他
の
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
が

外
国
の
事
業
に
帰
属
す
る
付
加
価
値
額
又
は
非
課
税
事
業
に
係
る

の
他
の
事
業
と
を
あ
わ
せ
て
行
う
法
人
が

外
国
の
事
業
に
帰
属
す
る
付
加
価
値
額
又
は
非
課
税
事
業
に
係

、
、

報
酬
給
与
額
等
の
計
算
を
行
う
場
合
に
記
載
し
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

る
報
酬
給
与
額
等
の
計
算
を
行
う
場
合
に
記
載
し
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

、
。

、
。

［２
略

］

［２
同
左

］

「

第
１
号
・

「
第
１
号

３
法
第
7
2条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

３
法
第
7
2条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
付
加
価
値
額

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
付
加
価
値
額
等
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ

、
、

、



等
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

。

［５
・
６
略

］

［５
・
６
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
十
一

挿
入
］

［
様
式

別
紙
十

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
三
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
三
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
の
３
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
の
３
記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は

法
第
7
2
条
の
2
1
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
若
し
く
は
第
２
項

法
第
7
2
条
の
2
2
１

こ
の
計
算
書
は

法
第
7
2
条
の
2
1
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
若
し
く
は
第
２
項

法
第
7
2
条
の
2
2

、
、

、
、

法
附
則
第
９
条
第
１
項

第
４
項
か
ら
第
７
項
ま
で
若
し
く
は
第
1
7
項
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す

法
附
則
第
９
条
第
１
項
若
し
く
は
第
４
項
か
ら
第
７
項
ま
で

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

、
、

、
、

、

る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要

記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
2
1
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で

令
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
2
1
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で

令
和
２
年

。
、

。
、

和
２
年
旧
法
附
則
第
９
条
第
１
項
若
し
く
は
第
７
項
又
は
政
令
第
2
0
条
の
２
の
2
6
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る

旧
法
附
則
第
９
条
第
１
項
若
し
く
は
第
７
項
又
は
政
令
第
2
0
条
の
２
の
2
6
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
が

法
人
が

資
本
割
の
課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
の
計
算
を
行
う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式
別
表

資
本
割
の
課
税
標
準
と
な
る
資
本
金
等
の
額
の
計
算
を
行
う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式
別
表
５
の
２

、
、

、
、

５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

。
。

［２
略

］

［２
同
左

］

３
次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
は

「収
入
金
額
課
税
事
業
以
外
の
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者

３
次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
は

「収
入
金
額
課
税
事
業
以
外
の
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者

、
、

数
③

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
収
入
金
額
課
税
事
業
以
外
の
事

数
③

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
収
入
金
額
課
税
事
業
以
外
の
事

、
、

業

（法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号

第
３
号
及
び
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領

業

（法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
及
び
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

、
。

。

に
お
い
て
同
じ

）に
係
る
従
業
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
同
じ

）に
係
る
従
業
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１

。
。

の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）

、
。

、
。

。

同
じ

）を
記
載
し

「期
末
の
総
従
業
者
数
④

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現

を
記
載
し

「期
末
の
総
従
業
者
数
④

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け

。
、

、
、

、

在
に
お
け
る
収
入
金
額
課
税
事
業
以
外
の
事
業
に
係
る
従
業
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月

る
収
入
金
額
課
税
事
業
以
外
の
事
業
に
係
る
従
業
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し

数
で
除
し
て
得
た
数
と
当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
収
入
金
額
課
税
事
業

（同
項

て
得
た
数
と
当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
収
入
金
額
課
税
事
業

（同
項
第
２
号
に

第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
係
る
従
業
者
の
数
を
合
計
し

掲
げ
る
事
業
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
係
る
従
業
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当

。
。

。
。

た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１

、
、

こ
れ
を
１
人
と
す
る

）と
を
合
計
し
た
数
を
記
載
す
る
こ
と

人
と
す
る

）と
を
合
計
し
た
数
を
記
載
す
る
こ
と

。
。

。
。

［(1)
(
3)
略

］

［(1)
(3
)
同
左

］

～
～

４

「外
国
の
事
業
に
係
る
控
除
額
⑧

」の
欄
は
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第

４

「外
国
の
事
業
に
係
る
控
除
額
⑧

」の
欄
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第

、
、

、

３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ

３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

同
欄
中

「別
表
５
の
２
の
２
⑩

」と
あ
る
の
は

、

て
は

同
欄
中

「別
表
５
の
２
の
２
⑩

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表
５
の
２
の
２
⑥
の

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表
５
の
２
の
２
⑥
の
欄
の
合
計
額

同
表
⑦
の
欄
の
合
計
額

同
表
⑧
の
欄

、
、

、

欄
の
合
計
額

同
表
⑦
の
欄
の
合
計
額

同
表
⑧
の
欄
の
合
計
額
及
び
同
表
⑨
の
欄
の
合
計
額
の
合
計
額

」

の
合
計
額
及
び
同
表
⑨
の
欄
の
合
計
額
の
合
計
額

」と

「同
表
⑤

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に

、
、

、

と

「同
表
⑤

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表
５
の
２
の
２
①
の
欄
の
合
計
額

同
表
②

係
る
別
表
５
の
２
の
２
①
の
欄
の
合
計
額

同
表
②
の
欄
の
合
計
額

同
表
③
の
欄
の
合
計
額
及
び
同
表
④

、
、

、
、

の
欄
の
合
計
額

同
表
③
の
欄
の
合
計
額
及
び
同
表
④
の
欄
の
合
計
額
の
合
計
額

」と

「別
表
５
の
２
の

の
欄
の
合
計
額
の
合
計
額

」と

「別
表
５
の
２
の
２
⑪

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表

、
、

、

２
⑪

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表
５
の
２
の
２
⑪
の
欄
の
従
業
者
数
を
合
計
し
た
数

」

５
の
２
の
２
⑪
の
欄
の
従
業
者
数
を
合
計
し
た
数

」と

「同
表
⑫

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に

、

と

「同
表
⑫

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表
５
の
２
の
２
⑫
の
欄
の
従
業
者
数
を
合
計

係
る
別
表
５
の
２
の
２
⑫
の
欄
の
従
業
者
数
を
合
計
し
た
数

」と
読
み
替
え
て
計
算
し
た
金
額
を
記
載
す
る

、

し
た
数

」と
読
み
替
え
て
計
算
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

こ
と

。
。

５

「特
定
内
国
法
人
の
付
加
価
値
額
の
総
額
に
占
め
る
国
内
の
事
業
に
帰
属
す
る
付
加
価
値
額
の
割
合
⑬

」

５

「特
定
内
国
法
人
の
付
加
価
値
額
の
総
額
に
占
め
る
国
内
の
事
業
に
帰
属
す
る
付
加
価
値
額
の
割
合
⑬

」

の
欄
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号

の
欄
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う

、
、

、



に
掲
げ
る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

同
欄
中

「別
表
５
の
２
の
２

法
人
に
あ
っ
て
は

同
欄
中

「別
表
５
の
２
の
２
⑤

」及
び

「同
表
⑤

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業

、
、

⑤

」及
び

「同
表
⑤

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表
５
の
２
の
２
①
の
欄
の
合
計
額
同

に
係
る
別
表
５
の
２
の
２
①
の
欄
の
合
計
額

同
表
②
の
欄
の
合
計
額

同
表
③
の
欄
の
合
計
額
及
び
同
表

、
、

、

表
②
の
欄
の
合
計
額

同
表
③
の
欄
の
合
計
額
及
び
同
表
④
の
欄
の
合
計
額
の
合
計
額

」と

「同
表
⑩

」

④
の
欄
の
合
計
額
の
合
計
額

」と

「同
表
⑩

」と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表
５
の
２
の

、
、

、

と
あ
る
の
は

「そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
別
表
５
の
２
の
２
⑥
の
欄
の
合
計
額

同
表
⑦
の
欄
の
合
計
額

２
⑥
の
欄
の
合
計
額

同
表
⑦
の
欄
の
合
計
額

同
表
⑧
の
欄
の
合
計
額
及
び
同
表
⑨
の
欄
の
合
計
額
の
合

、
、

、
、

同
表
⑧
の
欄
の
合
計
額
及
び
同
表
⑨
の
欄
の
合
計
額
の
合
計
額

」と
読
み
替
え
て
計
算
し
た
割
合
を
記
載
す

計
額

」と
読
み
替
え
て
計
算
し
た
割
合
を
記
載
す
る
こ
と
。

る
こ
と
。

６
次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
は

「国
内
に
お
け
る
非
課
税
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者
数

６
次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
は

「国
内
に
お
け
る
非
課
税
事
業
に
係
る
期
末
の
従
業
者
数

、
、

⑭

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所

⑭

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所

、
、

又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
事
業
税
を
課
さ
れ
な
い
事
業

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「非
課
税
事

又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち
事
業
税
を
課
さ
れ
な
い
事
業

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「非
課
税
事

業

」と
い
う

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に

業

」と
い
う

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に

。
。

１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

、
。

、
。

）を
記
載
し

「国
内
に
お
け
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
期
末
の
従
業
者
数
⑮

」の
欄
に
は

当
該
事
業

）を
記
載
し

「国
内
に
お
け
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
期
末
の
従
業
者
数
⑮

」の
欄
に
は

当
該
事
業

。
、

、
。

、
、

年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う

年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う

ち
非
課
税
事
業
に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
と
当
該
事
業
年

ち
非
課
税
事
業
に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
と
当
該
事
業
年

度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち

度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
法
の
施
行
地
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
の
う
ち

非
課
税
事
業
以
外
の
事
業

（法
第
7
2条
の
２
第
１
項
第
１
号
第
３
号
及
び
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
に
限
る

非
課
税
事
業
以
外
の
事
業

（法
第
7
2条
の
２
第
１
項
第
１
号
及
び
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
に
限
る

以
下
こ

、
。

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除

の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た

。
。

。

し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

）と
を
合
計

数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

）と
を
合
計
し
た
数
を

、
。

、
。

し
た
数
を
記
載
す
る
こ
と

記
載
す
る
こ
と

。
。

［(1
)

(3)
略

］

［(1)
(
3)
同
左

］

～
～

７
次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
は

「国
内
に
お
け
る
非
課
税
事
業
又
は
収
入
金
額
課
税
事
業
に

７
次
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
は

「国
内
に
お
け
る
非
課
税
事
業
又
は
収
入
金
額
課
税
事
業
に

、
、

係
る
期
末
の
従
業
者
数
㊳

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
恒
久
的
施

係
る
期
末
の
従
業
者
数
㊳

」の
欄
に
は

当
該
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
恒
久
的
施

、
、

設
の
従
業
者
の
う
ち
非
課
税
事
業
又
は
収
入
金
額
課
税
事
業

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「非
課
税
事

設
の
従
業
者
の
う
ち
非
課
税
事
業
又
は
収
入
金
額
課
税
事
業

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「非
課
税
事

業
等

」と
い
う

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数

業
等

」と
い
う

）に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数

。
。

に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は

こ
れ
を
１
人
と
す
る
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

、
。

、
。

）を
記
載
し

「国
内
に
お
け
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
期
末
の
従
業
者
数
㊴

」の
欄
に
は

各
事
業
年

）を
記
載
し

「国
内
に
お
け
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
期
末
の
従
業
者
数
㊴

」の
欄
に
は

各
事
業
年

。
、

、
。

、
、

度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
恒
久
的
施
設
の
従
業
者
の
う
ち
非
課
税
事
業
等
に
係
る
者
の
数
を

度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
恒
久
的
施
設
の
従
業
者
の
う
ち
非
課
税
事
業
等
に
係
る
者
の
数
を

合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
と
各
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お

合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
と
各
事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お

け
る
恒
久
的
施
設
の
従
業
者
の
う
ち
非
課
税
事
業
等
以
外
の
事
業

（法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号

第
３

け
る
恒
久
的
施
設
の
従
業
者
の
う
ち
非
課
税
事
業
等
以
外
の
事
業

（法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
及
び
第

、

号
及
び
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
に
限
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「そ
の
他
の
事
業

」と
い
う

）

３
号
に
掲
げ
る
事
業
に
限
る

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「そ
の
他
の
事
業

」と
い
う

）に
係
る
者

。
。

。
。

に
係
る
者
の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い

の
数
を
合
計
し
た
数
を
当
該
事
業
年
度
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数

（そ
の
数
に
１
人
に
満
た
な
い
端
数
を
生

端
数
を
生
じ
た
と
き
は
こ
れ
を
１
人
と
す
る

）と
を
合
計
し
た
数
を
記
載
す
る
こ
と

じ
た
と
き
は
こ
れ
を
１
人
と
す
る

）と
を
合
計
し
た
数
を
記
載
す
る
こ
と

、
。

。
、

。
。

［(1)
(3
)
略

］

［(
1)

(3
)
同
左

］

～
～

［８
10
略

］

［８
10
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
十
三

挿
入
］

［
様
式

別
紙
十
二

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］



第
６
号
様
式
別
表
５
の
３
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
の
３
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
若
し
く
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
又
は
同
項
第
４

１
こ
の
明
細
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
又
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が

法
第
7
2
条
の
1
5

、
、

、

号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
が

法
第
7
2
条
の
1
5
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２

又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規

、

年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
7
2
条
の
1
5
に
規
定
す
る
報
酬

定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
7
2
条
の
1
5
に
規
定
す
る
報
酬
給
与
額
の
内
訳
に
つ
い
て
記
載
し
事
務
所
又
は
事

、

給
与
額
の
内
訳
に
つ
い
て
記
載
し

事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

（２
以
上
の
道
府
県
に
事

業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

（２
以
上
の
道
府
県
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は

主
、

、

務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は

主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

）に
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

）に
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ

、
、

第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

と
、

。
。

［２
略

］

［２
同
左

］

「

第
１
号
・

「

第
１
号

３
法
第
72条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は

事
業
の
区

３
法
第
72条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
報
酬
給
与
額

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
報
酬
給
与
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の

、
、

、

の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

。

［５
略

］

［５
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
の
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
の
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
十
五

挿
入
］

［
様
式

別
紙
十
四

挿
入
］

第
６
号
様
式
別
表
５
の
３
の
２
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
の
３
の
２
記
載
要
領

［１
略

］

［１
同
左

］

「

第
１
号
・

「

第
１
号

２
法
第
7
2条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

２
法
第
7
2条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

３
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

３
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
労
働
者
派
遣

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
労
働
者
派
遣
等
の
明
細
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ

、
、

、

等
の
明
細
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

。

第
六
号
様
式
別
表
五
の
四
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
四
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
十
七

挿
入
］

［
様
式

別
紙
十
六

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
四
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
四
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
５
の
４
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
の
４
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
若
し
く
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
又
は
同
項
第
４

１
こ
の
明
細
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
又
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が

法
第
7
2
条
の
1
6

、
、

、

号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
が

法
第
7
2
条
の
1
6
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２

又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規

、

年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
7
2
条
の
1
6
に
規
定
す
る
純
支

定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
7
2
条
の
1
6
に
規
定
す
る
純
支
払
利
子
の
内
訳
に
つ
い
て
記
載
し

事
務
所
又
は
事

、

払
利
子
の
内
訳
に
つ
い
て
記
載
し

事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

（２
以
上
の
道
府
県
に
事

業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

（２
以
上
の
道
府
県
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は

主
、

、

務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は

主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

）に
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

）に
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ

、
、



第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

と
、

。
。

［２
略

］

［２
同
左

］

「

第
１
号
・

「

第
１
号

３
法
第
72条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は

事
業
の
区

３
法
第
72条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
純
支
払
利
子

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
純
支
払
利
子
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の

、
、

、

の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

。

［５
略

］

［５
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
五
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
五
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
十
九

挿
入
］

［
様
式

別
紙
十
八

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
五
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
五
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
５
の
５
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
の
５
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
若
し
く
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
又
は
同
項
第
４

１
こ
の
明
細
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
又
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が

法
第
7
2
条
の
1
7

、
、

、

号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
が

法
第
7
2
条
の
1
7
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２

又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規

、

年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
7
2
条
の
1
7
に
規
定
す
る
純
支

定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
7
2
条
の
1
7
に
規
定
す
る
純
支
払
賃
借
料
の
内
訳
に
つ
い
て
記
載
し

事
務
所
又
は

、

払
賃
借
料
の
内
訳
に
つ
い
て
記
載
し

事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

（２
以
上
の
道
府
県
に

事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

（２
以
上
の
道
府
県
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は

、
、

事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は

主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

）

主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事

）に
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る

、
、

に
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

こ
と

、
。

。

［２
略

］

［２
同
左

］

「

第
１
号
・

「

第
１
号

３
法
第
72条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

３
法
第
72条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
純
支
払
賃
借

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
純
支
払
賃
借
料
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ

、
、

、

料
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

。

［５
略

］

［５
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
五
の
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
五
の
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
二
十
一

挿
入
］

［
様
式

別
紙
二
十

挿
入
］

第
６
号
様
式
別
表
５
の
６
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
５
の
６
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
若
し
く
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
又
は
同
項
第
４

１
こ
の
明
細
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
イ
又
は
第
３
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
が

法
附
則
第
９
条

、
、

、

号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
が

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
４
年
法
律
第
１
号

）第
第
1
3
項
か
ら
第
1
6
項
ま
で
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第

、

１
条
及
び
第
５
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
附
則
第
９
条
第
1
3
項

（同
条
第
1
4
項
及
び
第
1
5
項
の
規
定
に

１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
附
則
第
９
条
第
1
3
項
か
ら
第
1
7
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
控

よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）又
は
地
方
税
法
等
の

除
を
受
け
る
場
合

（令
和
３
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
５
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に

。
。



一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の

お
い
て
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
限
る

）に
記
載
し

事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道

。
、

法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）附
則
第
９
条
第
1
4
項

（同
条
第
1
5
項

府
県
知
事
に
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

。
、

。

及
び
第
1
6
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

。

）の
規
定
に
よ
る
控
除
を
受
け
る
場
合

（令
和
３
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
４
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
開

。始
し
た
各
事
業
年
度
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
及
び
令
和
４
年
４
月
１
日
か
ら
令
和

５
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に
お
い
て
令
和
２
年
旧
法
附
則
第
９
条
第
1
4
項
の
規
定

の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
限
る

）に
記
載
し

事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事
に
第
６
号

。
、

、

様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と
。

［２
略

］

［２
同
左

］

３
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

３
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る

「報
酬
給
与

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る

「報
酬
給
与
額
⑳

」か
ら

「付
加
価
値
額
か
ら
の
控
除
額
㉞

」ま
で

、
、

額
⑳

」か
ら

「付
加
価
値
額
か
ら
の
控
除
額
㉞

」ま
で
の
各
欄
の
金
額
に
つ
い
て

計
算
の
別
を
明
ら
か
に

の
各
欄
の
金
額
に
つ
い
て

計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ

、
、

、

し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

と
、

。
。

４

「前
事
業
年
度
又
は
前
連
結
事
業
年
度
⑬

」の
月
数
が
６
月
に
満
た
な
い
場
合
で
あ
っ
て

当
該
月
数
が

４

「前
事
業
年
度
又
は
前
連
結
事
業
年
度
⑬

」の
月
数
が
６
月
に
満
た
な
い
場
合
で
あ
っ
て

当
該
月
数
が

、
、

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
４
年
法
律
第
４
号

）第
1
1
条
及
び
第
1
2
条
の
規
定
に
よ
る
改

租
税
特
別
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
４
号
又
は
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２

正
前
の
租
税
特
別
措
置
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
４
年
旧
措
置
法

」と
い
う

）第
4
2
条

年
法
律
第
８
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
1
6
条

。
。

。

の
1
2
の
５
第
３
項
第
４
号
又
は
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

以
下
こ

の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
措
置
法

」と
。

の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
1
6
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の

い
う

）第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
４
号
若
し
く
は
第
6
8
条
の
1
5
の
６
第
３
項
第
３
号
に
規
定
す
る
適
用

。
。

租
税
特
別
措
置
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
措
置
法

」と
い
う

）第
6
8
条
の
1
5
の

年
度
の
月
数
に
満
た
な
い
と
き
は

次
に
掲
げ
る
各
欄
の
記
載
に
当
た
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と

。
、

、

６
第
３
項
第
３
号
に
規
定
す
る
適
用
年
度
の
月
数
に
満
た
な
い
と
き
は

次
に
掲
げ
る
各
欄
の
記
載
に
当

こ
ろ
に
よ
る
こ
と

、
。

た
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と

、
。

(
1
)

「国
内
雇
用
者
に
対
す
る
給
与
等
の
支
給
額
⑮

」か
ら

「同
上
の
う
ち
一
般
被
保
険
者
に
係
る
金
額

(
1
)

「国
内
雇
用
者
に
対
す
る
給
与
等
の
支
給
額
⑮

」

「同
上
の
う
ち
国
内
新
規
雇
用
者
に
係
る
金
額

、

⑰

」ま
で
の
各
欄

連
結
申
告
法
人

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得

⑯

」及
び

「同
上
の
う
ち
一
般
被
保
険
者
に
係
る
金
額
⑰

」の
各
欄

連
結
申
告
法
人

（令
和
２
年
所
得

税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法
第

税
法
等
改
正
法
第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正

。

２
条
第
1
6
号
に
規
定
す
る
連
結
申
告
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）以
外
の
法

規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法
第
２
条
第
1
6
号
に
規
定
す
る
連
結
申
告
法
人
を
い
う

以
。

。
。

。

人
に
あ
っ
て
は
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（令
和
４
年
政
令
第
148
号

）第
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）以
外
の
法
人
に
あ
っ
て
は
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
2
7
条
の
1
2

、
。

１
条
及
び
第
２
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

の
５
第
５
項
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
前
一
年
事
業
年
度

（同
号
イ
の
前
事
業
年
度
を
除
く

）若
し
く
は

。

「令
和
４
年
旧
措
置
法
施
行
令

」と
い
う

）第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
６
項
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
前
一
年

法
人
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（令
和
２
年
政
令
第
20
7号

）第
３
条
の
規
定
に
よ
る
改
正

。

事
業
年
度
等

（同
号
イ
の
前
事
業
年
度
を
除
く

）の
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
令
和
４
年
旧
措
置
法
第
4

前
の
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令

」と
い

。

2条
の
12の
５
第
３
項
第
３
号
に
規
定
す
る
給
与
等
の
支
給
額

同
項
第
４
号
に
規
定
す
る
他
の
者
か
ら
支

う

）第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
６
項
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
前
一
年
事
業
年
度
等

（同
号
イ
の
前
事
業
年
度

、
。

払
を
受
け
る
金
額
若
し
く
は
同
号
イ
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
助
成
金
額
又
は
令
和
４
年
旧
措
置
法
施
行
令

を
除
く

）の
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
租
税
特
別
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
３
号
に
規
定
す

。

第
2
7条
の
1
2
の
５
第
５
項
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
等

（同
号
イ
の
連
結
事
業
年
度
を
除
く

る
給
与
等
の
支
給
額

同
項
第
４
号
若
し
く
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
４
号
に

、

）の
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
令
和
４
年
旧
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
３
号
に
規
定
す
る
給

規
定
す
る
他
の
者
か
ら
支
払
を
受
け
る
金
額
若
し
く
は
租
税
特
別
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
４

。与
等
の
支
給
額

同
項
第
４
号
に
規
定
す
る
他
の
者
か
ら
支
払
を
受
け
る
金
額
若
し
く
は
同
号
イ
に
規
定

号
イ
若
し
く
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
４
号
イ
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
助
成
金

、

す
る
雇
用
安
定
助
成
金
額
を

各
欄
の
上
段
に
外
書
と
し
て
記
載
す
る
こ
と
連
結
申
告
法
人
に
あ
っ
て

額
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
５
項
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
等

、
。

は
法
人
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（令
和
２
年
政
令
第
207
号

）第
３
条
の
規
定
に
よ
る

（同
号
イ
の
連
結
事
業
年
度
を
除
く

）の
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
租
税
特
別
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の

、
。

改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令

」

５
第
３
項
第
３
号
に
規
定
す
る
給
与
等
の
支
給
額

令
和
２
年
旧
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
４

、

と
い
う

）第
3
9
条
の
4
6
の
２
第
６
項
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
前
一
年
連
結
事
業
年
度
等

（同
号
イ
の
前

号
に
規
定
す
る
他
の
者
か
ら
支
払
を
受
け
る
金
額
若
し
く
は
同
号
イ
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
助
成
金
額
を

。



連
結
事
業
年
度
を
除
く

）の
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
6
8
条
の
1
5
の
６
第
３
項

各
欄
の
上
段
に
外
書
と
し
て
記
載
す
る
こ
と

連
結
申
告
法
人
に
あ
っ
て
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行

。
、

。

第
２
号
に
規
定
す
る
給
与
等
の
支
給
額

同
項
第
３
号
に
規
定
す
る
他
の
者
か
ら
支
払
を
受
け
る
金
額
若

令
第
3
9
条
の
4
6
の
２
第
６
項
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
前
一
年
連
結
事
業
年
度
等

（同
号
イ
の
前
連
結
事
業

、

し
く
は
同
号
イ
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
助
成
金
額
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
3
9
条
の
4
6
の
２
第

年
度
を
除
く

）の
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
6
8
条
の
1
5
の
６
第
３
項
第
２
号
に

。

５
項
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
事
業
年
度
等

（同
号
イ
の
事
業
年
度
を
除
く

）の
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ

規
定
す
る
給
与
等
の
支
給
額

同
項
第
３
号
に
規
定
す
る
他
の
者
か
ら
支
払
を
受
け
る
金
額
若
し
く
は
同

。
、

る
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
6
8条
の
1
5
の
６
第
３
項
第
２
号
に
規
定
す
る
給
与
等
の
支
給
額

同
項
第
３
号

号
イ
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
助
成
金
額
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
3
9
条
の
4
6
の
２
第
５
項
第
２

、

に
規
定
す
る
他
の
者
か
ら
支
払
を
受
け
る
金
額
若
し
く
は
同
号
イ
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
助
成
金
額
を
各

号
イ
に
規
定
す
る
事
業
年
度
等

（同
号
イ
の
事
業
年
度
を
除
く

）の
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
令
和
２

。

欄
の
上
段
に
外
書
と
し
て
記
載
す
る
こ
と

年
旧
措
置
法
第
6
8
条
の
1
5
の
６
第
３
項
第
２
号
に
規
定
す
る
給
与
等
の
支
給
額

同
項
第
３
号
に
規
定
す

。
、

る
他
の
者
か
ら
支
払
を
受
け
る
金
額
若
し
く
は
同
号
イ
に
規
定
す
る
雇
用
安
定
助
成
金
額
を

各
欄
の
上

、

段
に
外
書
と
し
て
記
載
す
る
こ
と
。

［(2
)
略

］

［(
2)
同
左

］

(
3
)

「調
整
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
⑱

」の
欄

欄
中

「
（⑮

の
１

）－

（⑮
の
２

）
」と

あ
る
の
は

(
3
)

「調
整
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
⑱

」の
欄

欄
中

「
（⑮

の
１

）－

（⑮
の
２

）
」と

あ
る
の
は

「
（
（⑮

の
１

）＋

（⑮
の
１
の
外
書

）
）－

（
（⑮

の
２

）＋

（⑮
の
２
の
外
書

）
）
」と
し
て
計

「
（
（⑮

の
１

）＋

（⑮
の
１
の
外
書

）
）－

（
（⑮

の
２

）＋

（⑮
の
２
の
外
書

）
）
」と

し
て
計
算

、算
す
る
こ
と

す
る
こ
と

。
。

(
4
)

「新
規
雇
用
者
比
較
給
与
等
支
給
額
⑲

」の
欄

欄
中

「
（⑰

の
１

）－

（⑰
の
２

）＋

（⑰
の

(
4
)

「新
規
雇
用
者
比
較
給
与
等
支
給
額
⑲

」の
欄

欄
中

「
（⑰

の
１

）－

（⑰
の
２

）＋

（⑰
の

３

）
」と

あ
る
の
は

「
（
（⑰

の
１

）＋
（⑰

の
１
の
外
書

）
）－

（
（⑰

の
２

）＋

（⑰
の
２
の
外

３

）
」と

あ
る
の
は

「
（
（⑰

の
１

）＋

（⑰
の
１
の
外
書

）
）－

（
（⑰

の
２

）＋

（⑰
の
２
の
外

、

書

）
）＋

（
（⑰

の
３

）＋

（⑰
の
３
の
外
書

）
）
」と

し
て
計
算
す
る
こ
と

書

）
）＋

（
（⑰

の
３

）＋

（⑰
の
３
の
外
書

）
）
」と

し
て
計
算
す
る
こ
と

。
。

５
令
和
４
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
７
項
若
し
く
は
第
９
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
2
0
５

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
６
項
若
し
く
は
第
８
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
1
9
項

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
3
9
条
の
4
6
の
２
第
７
項
若
し

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
７
項
若
し
く

。
。

く
は
第
９
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
2
1
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）の
規
定
の
適
用
を
受

は
第
９
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
2
0
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）若
し
く
は
第
3
9
条
の
4
6

。
。

け
る
場
合
に
お
け
る

「調
整
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
及
び
新
規
雇
用
者
比
較
給
与
等
支
給
額
の
計
算

」

の
２
第
７
項
若
し
く
は
第
９
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
2
1項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）の
。

の
各
欄
の
記
載
に
当
た
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と

規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
お
け
る

「調
整
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
及
び
新
規
雇
用
者
比
較
給
与
等

、
。

支
給
額
の
計
算

」の
各
欄
の
記
載
に
当
た
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と

、
。

(
1
)

「調
整
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
⑱

」の
欄

令
和
４
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
2
1

(
1
)

「調
整
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
⑱

」の
欄

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
2
0
項

項

（第
２
号
に
係
る
部
分
に
限
る

）又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
3
9
条
の
4
6
の
２
第
2
2
項

（第

（第
２
号
に
係
る
部
分
に
限
る

）又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
施
行
令
第
2
7
条
の
1
2
の
５
第
2
1
項

（第
２

。
。

２
号
に
係
る
部
分
に
限
る

）の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
令
和
４
年
旧
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項

号
に
係
る
部
分
に
限
る

）若
し
く
は
第
3
9
条
の
4
6
の
２
第
2
2
項

（第
２
号
に
係
る
部
分
に
限
る

）の
。

。
。

第
４
号
ロ
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
6
8条
の
1
5
の
６
第
３
項
第
３
号
ロ
に
掲
げ
る
金
額
を
同
欄
に
記
載

規
定
に
よ
り
計
算
し
た
租
税
特
別
措
置
法
第
4
2条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
４
号
ロ
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法

す
る
こ
と

第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
４
号
ロ
若
し
く
は
第
6
8
条
の
1
5
の
６
第
３
項
第
３
号
ロ
に
掲
げ
る
金
額
を
同

。

欄
に
記
載
す
る
こ
と
。

(
2
)

「新
規
雇
用
者
比
較
給
与
等
支
給
額
⑲

」の
欄

令
和
４
年
旧
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
６

(
2
)

「新
規
雇
用
者
比
較
給
与
等
支
給
額
⑲

」の
欄

租
税
特
別
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
６
号

号
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
6
8
条
の
1
5
の
６
第
３
項
第
５
号
に
規
定
す
る
新
規
雇
用
者
比
較
給
与
等
支

又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
３
項
第
６
号
若
し
く
は
第
6
8
条
の
1
5
の
６
第
３
項
第
５
号

給
額
を
同
欄
に
記
載
す
る
こ
と

に
規
定
す
る
新
規
雇
用
者
比
較
給
与
等
支
給
額
を
同
欄
に
記
載
す
る
こ
と

。
。

［６
８

略

］

［６
８
同
左

］

～
～

９
法
第
72
条
の
２
第
１
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
連
結
申
告
法
人
が
令
和
２
年
旧
法
附
則
第
９
条
第

［新
設

］

14項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
こ
の
明
細
書
に
所
要
の
調
整
を
し
て
記
載
す
る
こ
と

、
。

第
六
号
様
式
別
表
五
の
六
の
三
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
新
設
］

［
様
式

別
紙
二
十
二

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
二
十
四

挿
入
］

［
様
式

別
紙
二
十
三

挿
入
］



第
６
号
様
式
別
表
６
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
６
記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は

電
気
供
給
業
又
は
ガ
ス
供
給
業
を
行
う
法
人
が
課
税
標
準
と
な
る
収
入
金
額
の
計
算
を

１
こ
の
計
算
書
は

電
気
供
給
業
及
び
ガ
ス
供
給
業
を
行
う
法
人
が
課
税
標
準
と
な
る
収
入
金
額
の
計
算
を

、
、

行
う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書

行
う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

こ
の
場

、
、

、
。

に
添
付
す
る
こ
と

こ
の
場
合
に
お
い
て

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
の
う
ち
電
気
供

合
に
お
い
て

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
の
う
ち
電
気
供
給
業
と
ガ
ス
供
給
業
と
を
併

。
、

、

給
業
と
ガ
ス
供
給
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
は
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
記
載
す
る
こ
と

せ
て
行
う
法
人
は
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
記
載
す
る
こ
と

、
。

、
。

「

第
２
号
・

「

第
２
号

２
法
第
72条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

２
法
第
72条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
２
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
２
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

３
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業

（電
気
供
給
業
及
び
ガ
ス
供
給
業
に
限
る

）

同
項
第

３
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業

（電
気
供
給
業
及
び
ガ
ス
供
給
業
に
限
る

）と
同
項
第

。
、

。

３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ

３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
収
入
金
額
の
計
算
の

、

て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
収
入
金
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご

別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
、

、
。

と
に
提
出
す
る
こ
と
。

第
六
号
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
７
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
７
記
載
要
領

こ
の
計
算
書
は

生
命
保
険
会
社
又
は
外
国
生
命
保
険
会
社
等
が
課
税
標
準
と
な
る
収
入
金
額
の
計
算
を
行

こ
の
計
算
書
は

生
命
保
険
会
社
又
は
外
国
生
命
保
険
会
社
等
が
課
税
標
準
と
な
る
収
入
金
額
の
計
算
を
行

、
、

う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添

う
場
合
に
記
載
し
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

、
、

、
。

付
す
る
こ
と
。

第
六
号
様
式
別
表
八
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
八
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
８
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
８
記
載
要
領

こ
の
計
算
書
は

損
害
保
険
会
社
若
し
く
は
外
国
損
害
保
険
会
社
等

少
額
短
期
保
険
業
者
又
は
株
式
会
社

こ
の
計
算
書
は

損
害
保
険
会
社
若
し
く
は
外
国
損
害
保
険
会
社
等

少
額
短
期
保
険
業
者
又
は
株
式
会
社

、
、

、
、

日
本
貿
易
保
険
が
課
税
標
準
と
な
る
収
入
金
額
の
計
算
を
行
う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

日
本
貿
易
保
険
が
課
税
標
準
と
な
る
収
入
金
額
の
計
算
を
行
う
場
合
に
記
載
し
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様

、
、

、

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

。
。

第
六
号
様
式
別
表
九
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
九
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
９
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
９
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

欠
損
金
額
若
し
く
は
個
別
欠
損
金
額

（地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和

１
こ
の
明
細
書
は

欠
損
金
額
若
し
く
は
個
別
欠
損
金
額

（地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和

、
、

２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
2
3
第
４
項
に
規
定
す
る
個
別
欠
損
金
額
を
い
う

）に
つ

い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
2
3
第
４
項
に
規
定
す
る
個
別
欠
損
金
額
を
い
う

）に
つ

。
。

。
。

い
て
次
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の

い
て
次
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
が
記
載
し

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
、

、
、

２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

の
２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と

。
。

［(1)
(3
)
略

］

［(
1)

(3)
同
左

］

～
～

［２
・
３
略

］

［２
・
３
同
左

］

４
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
の
申
告
書

第
６
号
様
式

４
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
の
申
告
書
又
は
第
６
号
様
式

、
、

、

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）に
添
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人

（そ
の
２

）に
添
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る

、
、



課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と

こ
と

。
。

５

「控
除
前
所
得
金
額
①

」の
欄
は

第
６
号
様
式
別
表
５
を
提
出
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は
同
欄
中

「第
５

「控
除
前
所
得
金
額
①

」の
欄
は

第
６
号
様
式
別
表
５
を
提
出
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は

同
欄
中

「第
、

、
、

、

６
号
様
式

○

6
8

」と
あ
る
の
は

「別
表
５
㉔

」と
読
み
替
え
て
計
算
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

６
号
様
式

○

6
8

」と
あ
る
の
は

「別
表
５
㉔

」と
読
み
替
え
て
計
算
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

、
。

。

６
「損

金
算
入
限
度
額
②

」の
欄
は

中
小
法
人
等
事
業
年
度

（法
第
7
2
条
の
2
3
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
そ

６

「損
金
算
入
限
度
額
②

」の
欄
は

中
小
法
人
等
事
業
年
度

（法
第
7
2
条
の
2
3
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
そ

、
、

の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
る
政
令
第
2
0
条
の
３
の
規
定
に
よ
る
読
替
え
後
の
法
人
税
法
第
5
7
条
第
1
1
項
各
号

の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
る
政
令
第
2
0
条
の
３
の
規
定
に
よ
る
読
替
え
後
の
法
人
税
法
第
5
7
条
第
1
1
項
各
号

又
は
令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号

又
は
令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号

ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和

ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和

。
。

２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
5
7
条
第
1
1
項
各
号
若
し
く
は
第
5
8
条
第
６
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
法

２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
5
7
条
第
1
1
項
各
号
若
し
く
は
第
5
8
条
第
６
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
法

。
。

人
税
法
第
5
7
条
第
1
1
項
各
号
又
は
令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
5
7
条
第
1
1
項
各
号
若
し
く
は
第
5
8
条
第
６
項
各

人
税
法
第
5
7
条
第
1
1
項
各
号
又
は
令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
5
7
条
第
1
1
項
各
号
若
し
く
は
第
5
8
条
第
６
項
各

号
に
定
め
る
各
事
業
年
度
及
び
次
に
掲
げ
る
法
人
の
各
事
業
年
度
を
い
う

）に
該
当
し
な
い
事
業
年
度
に

号
に
定
め
る
各
事
業
年
度
及
び
次
に
掲
げ
る
法
人
の
各
事
業
年
度
を
い
う

）に
該
当
し
な
い
事
業
年
度
に

。
。

あ
っ
て
は

「又
は
1
00

」を
抹
消
し
そ
の
他
の
事
業
年
度
に
あ
っ
て
は

「50
又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

あ
っ
て
は

「又
は
1
00

」を
抹
消
し
そ
の
他
の
事
業
年
度
に
あ
っ
て
は

「50
又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

、
。

、
。

(1
)
租
税
特
別
措
置
法
第
66条
の
11の
５
第
２
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
銀
行
等
保
有
株
式
取
得
機
構

［新
設

］

(2)

・(
3)

[
略
]

(1)

・(
2)

[
同
左
]

(
4
)
租
税
特
別
措
置
法
第
6
8
条
の
３
の
２
第
１
項
第
１
号
又
は
令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
第
1
6
条
の
規

(
3
)
租
税
特
別
措
置
法
第
6
8
条
の
３
の
２
第
１
項
第
１
号
又
は
令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
第
1
6
条
の
規

定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
措
置
法

」と
い

定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
措
置
法

」と
い

う

）第
6
8
条
の
３
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
租
税
特
別
措
置
法
第
6
8
条
の
３
の
２

う

）第
6
8
条
の
３
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
租
税
特
別
措
置
法
第
6
8
条
の
３
の
２

。
。

第
１
項
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
6
8
条
の
３
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
特
定
目
的
信
託
に
係
る
受
託
法

第
１
項
又
は
令
和
２
年
旧
措
置
法
第
6
8
条
の
３
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
特
定
目
的
信
託
に
係
る
受
託
法

人

（法
人
税
法
第
４
条
の
３
又
は
令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
４
条
の
７
に
規
定
す
る
受
託
法
人
を
い
う

人

（法
人
税
法
第
４
条
の
３
又
は
令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
４
条
の
７
に
規
定
す
る
受
託
法
人
を
い
う

。
。

(5)
に
お
い
て
同
じ

）

(
4)
に
お
い
て
同
じ

）

。
。

(
5)

[略
]

(4
)

[同
左
]

［７
・
８
略

］

［７
・
８
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
九
の
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
九
の
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
様
式
別
表
９
の
２
記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
９
の
２
記
載
要
領

［１
４
略

］

［１
４
同
左

］

～
～

５
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
2
2
条
の
1
2
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
適
合
証
明
書
の
写
し
を
添
付
す
る
こ

［新
設

］

と
。

第
六
号
様
式
別
表
十
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
十
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
二
十
六

挿
入
］

［
様
式

別
紙
二
十
五

挿
入
］

第
６
号
様
式
別
表
10記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
10記
載
要
領

１

「更
生
欠
損
金
額
等
の
控
除
明
細
書

」の
各
欄
は

欠
損
金
額
又
は
個
別
欠
損
金
額

（地
方
税
法
等
の
一

１

「更
生
欠
損
金
額
等
の
控
除
明
細
書

」の
各
欄
は

欠
損
金
額
又
は
個
別
欠
損
金
額

（地
方
税
法
等
の
一

、
、

部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
2
3
第
４
項
に
規
定
す
る
個
別

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
2
3
第
４
項
に
規
定
す
る
個
別

。
。

欠
損
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
法
人
が
記
載
し

欠
損
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て

次
に
掲
げ
る
法
人
が
記
載
し

。
。

、
、

。
。

、
、

(1)に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第
６
号
様
式
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）に
(
1
)
に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）に
添
付
し

(
2
)
に
掲
げ
る
法

、
、

添
付
し

(
2)に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

人
に
あ
っ
て
は
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

、
。

。

［(1
)

・(
2)
略

］

［(1)

・(2
)
同
左

］

２

「民
事
再
生
等
評
価
換
え
が
行
わ
れ
る
場
合
の
再
生
等
欠
損
金
額
等
の
控
除
明
細
書

」の
各
欄
は

欠
損

２

「民
事
再
生
等
評
価
換
え
が
行
わ
れ
る
場
合
の
再
生
等
欠
損
金
額
等
の
控
除
明
細
書

」の
各
欄
は

欠
損

、
、



金
額
又
は
個
別
欠
損
金
額
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
法
人
が
記
載
し

(1
)に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第
６

金
額
又
は
個
別
欠
損
金
額
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
法
人
が
記
載
し

(1
)に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第
６

、
、

、
、

号
様
式
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）に
添
付
し

(2
)に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ

号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）に
添
付
し

(2
)に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第
６
号
様
式
別
表
５
の

、
、

、

て
は
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

。
。

［(1
)

・(2)
略

］

［(1)

・(
2)
同
左

］

「
第
１
号
・

「

第
１
号

３
法
第
7
2条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

３
法
第
7
2条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
欠
損
金
額
又

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
欠
損
金
額
又
は
個
別
欠
損
金
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載

、
、

は
個
別
欠
損
金
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

、
。

［５
・
６

略

］

［５
・
６
同
左

］

第
六
号
様
式
別
表
十
一
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
十
一
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
二
十
八

挿
入
］

［
様
式

別
紙
二
十
七

挿
入
］

第
６
号
様
式
別
表
11記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
11記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

欠
損
金
額
又
は
個
別
欠
損
金
額

（地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年

１
こ
の
明
細
書
は

欠
損
金
額
又
は
個
別
欠
損
金
額

（地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年

、
、

法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
2
3
第
４
項
に
規
定
す
る
個
別
欠
損
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
2
3
第
４
項
に
規
定
す
る
個
別
欠
損
金
額
を
い
う

以
下
こ
の
記

。
。

。
。

載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
法
人
が
記
載
し

(1)
に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第

載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
法
人
が
記
載
し

(1)
に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第

。
、

、
。

、
、

６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）に
添
付
し

(
2
)
に
掲
げ
る
法
人
に

６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）に
添
付
し

(2)
に
掲
げ
る
法
人
に
あ
っ
て
は
第
６
号
様
式
別
表
５

、
、

、

あ
っ
て
は
第
６
号
様
式
別
表
５
の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

の
２
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

。
。

［(1)

・(
2)
略

］

［(1)

・(2
)
同
左

］

「

第
１
号
・

「

第
１
号

２
法
第
72条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

２
法
第
72条
の
２
第
１
項
・
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区

、
、

・

第
３
号

」

第
４
号

」

分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

分
に
応
じ

「第
１
号

」と

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
、

、
。

。

３
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
４
号
に
掲
げ

３
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に

、

る
事
業
の
う
ち
２
以
上
の
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
欠
損
金
額
又

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
欠
損
金
額
又
は
個
別
欠
損
金
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載

、
、

は
個
別
欠
損
金
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
。

、
。

［４
７
略

］

［４
７
同
左

］

～
～

第
六
号
様
式
別
表
十
四
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
十
四
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
三
十

挿
入
］

［
様
式

別
紙
二
十
九

挿
入
］

第
六
号
様
式
別
表
十
四
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第
六
号
様
式
別
表
十
四
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
三
十
二

挿
入
］

［
様
式

別
紙
三
十
一

挿
入
］

第
６
号
様
式
別
表
14記
載
要
領

第
６
号
様
式
別
表
14記
載
要
領

１
こ
の
計
算
書
は

法
人
の
事
業
税
に
係
る
税
額
の
算
出
に
お
い
て
標
準
税
率
以
外
の
税
率
が
適
用
さ
れ
る

１
こ
の
計
算
書
は

法
人
の
事
業
税
に
係
る
税
額
の
算
出
に
お
い
て
標
準
税
率
以
外
の
税
率
が
適
用
さ
れ
る

、
、

法
人
が

特
別
法
人
事
業
税
の
課
税
標
準
と
な
る
基
準
法
人
所
得
割
額
又
は
基
準
法
人
収
入
割
額
の
計
算
を

法
人
が

特
別
法
人
事
業
税
の
課
税
標
準
と
な
る
基
準
法
人
所
得
割
額
又
は
基
準
法
人
収
入
割
額
の
計
算
を

、
、



行
う
場
合
に
記
載
し

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書

行
う
場
合
に
記
載
し
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と

、
、

、
。

に
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と
。

［２
４
略

］

［２
４
同
左

］

～
～

第
六
号
の
三
様
式
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

第
六
号
の
三
様
式
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

係
）

係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
六
号
の
三
様
式
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

第
六
号
の
三
様
式
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

係
）

係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
の
３
様
式
記
載
要
領

第
６
号
の
３
様
式
記
載
要
領

１
こ
の
申
告
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
又
は
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

（同
項
第
１

１
こ
の
申
告
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
又
は
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

（同
項
第
１

、
、

号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
を
含
み
同
項
第
３
号
又
は
第
４

号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
を
含
み

同
項
第
３
号
に
掲
げ
る

、
、

号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
を
除
く

）が
前
事
業
年
度
又
は
前
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一
部

事
業
を
行
う
法
人
を
除
く

）が
前
事
業
年
度
又
は
前
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

。
。

を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改

法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限

正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法
第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法
第
1
5条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

）の
法
人

。
。

。

）の
法
人
税
割
額
並
び
に
前
事
業
年
度
の
事
業
税
額
及
び
特
別
法
人
事
業
税
額
を
基
礎
に
し
て
中
間
申
告

税
割
額
並
び
に
前
事
業
年
度
の
事
業
税
額
及
び
特
別
法
人
事
業
税
額
を
基
礎
に
し
て
中
間
申
告
を
す
る
場
合

。を
す
る
場
合
に
使
用
す
る
こ
と

に
使
用
す
る
こ
と

。
。

［２
12
略

］

［２
12
同
左

］

～
～

第
六
号
の
三
様
式
（
そ
の
２
）
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十

第
六
号
の
三
様
式
（
そ
の
２
）
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十

条
の
二
関
係
）

条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
六
号
の
三
様
式
（
そ
の
２
）
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十

第
六
号
の
三
様
式
（
そ
の
２
）
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十

条
の
二
関
係
）

条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
２

）記
載
要
領

第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
２

）記
載
要
領

１
こ
の
申
告
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

（同
項
第
１
号
又
は
第
２

１
こ
の
申
告
書
は

法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人

（同
項
第
１
号
又
は
第
２

、
、

号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
並
び
に
同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事

号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
並
び
に
同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事

業
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
を
含
み

同
項
第

業
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
を
含
む

）が
前

、
、

、
。

４
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
法
人
を
除
く

）が
前
事
業
年
度
又
は
前
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一

事
業
年
度
又
は
前
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
。

部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る

３
条
の
規
定

（同
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

。

改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法
第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い

第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

）の
法
人
税
割
額
並
び
に
前
事
業
年
度
の
事
業

。
。

う

）の
法
人
税
割
額
並
び
に
前
事
業
年
度
の
事
業
税
額
及
び
特
別
法
人
事
業
税
額
を
基
礎
に
し
て
中
間
申

税
額
及
び
特
別
法
人
事
業
税
額
を
基
礎
に
し
て
中
間
申
告
を
す
る
場
合
に
使
用
す
る
こ
と

。
。

告
を
す
る
場
合
に
使
用
す
る
こ
と
。

［２
12
略

］

［２
12
同
左

］

～
～

第
六
号
の
三
様
式
（
そ
の
３
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関

［
新
設
］

係
）

［
様
式

別
紙
三
十
三

挿
入
］

第
七
号
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
七
号
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）



［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
七
号
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
七
号
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
７
号
様
式
記
載
要
領

第
７
号
様
式
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は
内
国
法
人
が
法
第
5
3条
第
3
6項
及
び
第
3
21条
の
８
第
3
6項
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を

１
こ
の
明
細
書
は
内
国
法
人
が
法
第
5
3条
第
3
6項
及
び
第
3
21条
の
８
第
3
6項
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を

、
、

改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以

下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
53条
第
24項
及
び
第
32
1条
の
８
第
24
項
の

下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
53
条
第
24項
及
び
第
32
1条
の
８
第
24
項
の

。
。

規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
記
載
し

東
京
都
内
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
内
国
法
人
が
東
京
都

規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
記
載
し

東
京
都
内
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
内
国
法
人
が
東
京
都

、
、

に
提
出
す
る
第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
又
は

に
提
出
す
る
第
６
号
様
式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
又
は
第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請

、

第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
場
合
は

（そ
の
２

）に
よ
り

そ
れ
以
外
の
場
合
は

（そ
の

求
書
に
添
付
す
る
場
合
は

（そ
の
２

）に
よ
り

そ
れ
以
外
の
場
合
は

（そ
の
１

）に
よ
る
こ
と
な
お

、
、

。
、

１

）に
よ
る
こ
と

な
お

（そ
の
２

）は

（そ
の
１

）に
代
え
て
使
用
し
て
差
し
支
え
な
い
も
の
で
あ
る

（そ
の
２

）は

（そ
の
１

）に
代
え
て
使
用
し
て
差
し
支
え
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と

。
、

。

こ
と
。

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
、

、
、

若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
又
は
第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
場
合
に

の
２

）の
申
告
書
又
は
第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
名

」の
欄
に
は

、

は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と

法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と

、
。

。

３

（そ
の
１

）の
記
載
に
当
た

て
は
次
に
よ
る
こ
と

３

（そ
の
１

）の
記
載
に
当
た
て
は
次
に
よ
る
こ
と

っ
、

。
っ

、
。

［(1)
(
4)
略

］

［(
1)

(4
)
同
左

］

～
～

(
5
)

「各
道
府
県
ご
と
に
算
定
し
た
法
人
税
割
額
⑩

」の
欄
は

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）

(
5
)

「各
道
府
県
ご
と
に
算
定
し
た
法
人
税
割
額
⑩

」の
欄
は

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の

、
、

、

又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の

「法
人
税
割
額
⑦

」の
欄
の
金
額
か
ら

「道
府
県
民
税
の
特
定
寄
附
金

２

）の

「法
人
税
割
額
⑦

」の
欄
の
金
額
か
ら

「道
府
県
民
税
の
特
定
寄
附
金
税
額
控
除
額
⑧

」の
欄
の

税
額
控
除
額
⑧

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
の
加
算
額
⑨

」の
欄
の
金
額
を

金
額
を
控
除
し

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
の
加
算
額
⑨

」の
欄
の
金
額
を
加
算
し
た
金
額
を
記
載
す

、
、

加
算
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

る
こ
と

。
。

４

（そ
の
２

）の
記
載
に
当
た
て
は
次
に
よ
る
こ
と

４

（そ
の
２

）の
記
載
に
当
た
て
は
次
に
よ
る
こ
と

っ
、

。
っ

、
。

［(1)
(4
)
略

］

［(
1)

(4)
同
左

］

～
～

(
5
)

「各
都
道
府
県
ご
と
に
算
定
し
た
法
人
税
割
額
⑪

」の
欄
は

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の

(
5
)

「各
都
道
府
県
ご
と
に
算
定
し
た
法
人
税
割
額
⑪

」の
欄
は

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の

、
、

、

２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の

「法
人
税
割
額
⑦

」の
欄
の
金
額
か
ら

「道
府
県
民
税
の
特
定
寄

２

）の

「法
人
税
割
額
⑦

」の
欄
の
金
額
か
ら

「道
府
県
民
税
の
特
定
寄
附
金
税
額
控
除
額
⑧

」の
欄
の

附
金
税
額
控
除
額
⑧

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
の
加
算
額
⑨

」の
欄
の
金

金
額
を
控
除
し

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
の
加
算
額
⑨

」の
欄
の
金
額
を
加
算
し
た
金
額
を
記
載
す

、
、

額
を
加
算
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

る
こ
と

。
。

［(6)
略

］

［(6)
同
左

］

［５
略

］

［５
同
左

］

第
七
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
七
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

別
紙
三
十
五

挿
入
］

［
様
式

別
紙
三
十
四

挿
入
］

第
七
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
七
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

別
紙
三
十
七

挿
入
］

［
様
式

別
紙
三
十
六

挿
入
］

第
７
号
の
２
様
式
記
載
要
領

第
７
号
の
２
様
式
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は
外
国
に
お
い
て
課
さ
れ
た
外
国
の
法
人
税
等
の
額
を
法
第
53
条
第
38項
及
び
第
321
条
の

１
こ
の
明
細
書
は
外
国
に
お
い
て
課
さ
れ
た
外
国
の
法
人
税
等
の
額
を
法
第
53
条
第
38項
及
び
第
321
条
の

、
、

８
第
3
8項
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に

８
第
3
8項
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に

掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
5
3条
第
2
6項
及
び
第
3
21条
の
８
第
2
6項
の
規
定
に
よ
り
法
人
税
割
額
か

掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
5
3条
第
2
6項
及
び
第
3
21条
の
８
第
2
6項
の
規
定
に
よ
り
法
人
税
割
額
か

ら
控
除
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
記
載
し

東
京
都
内
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
が
東
京
都
に
提

ら
控
除
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
記
載
し

東
京
都
内
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
が
東
京
都
に
提

、
、



出
す
る
第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
又
は
第
1
0

出
す
る
第
６
号
様
式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
又
は
第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書

、

号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
場
合
は

（そ
の
２

）に
よ
り

そ
れ
以
外
の
場
合
は

（そ
の
１

）

に
添
付
す
る
場
合
は

（そ
の
２

）に
よ
り

そ
れ
以
外
の
場
合
は

（そ
の
１

）に
よ
る
こ
と

な
お

（そ
、

、
。

、

に
よ
る
こ
と

な
お

（そ
の
２

）は

（そ
の
１

）に
代
え
て
使
用
し
て
差
し
支
え
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と

の
２

）は

（そ
の
１

）に
代
え
て
使
用
し
て
差
し
支
え
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と

。
、

。

。

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
、

、
、

若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
又
は
第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
場
合
に

の
２

）の
申
告
書
又
は
第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

「法
人
名

」の
、

あ
っ
て
は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と

欄
に
は
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と

、
。

。

３

（そ
の
１

）の
記
載
に
当
た
て
は
次
に
よ
る
こ
と

３

（そ
の
１

）の
記
載
に
当
た
て
は
次
に
よ
る
こ
と

っ
、

。
っ

、
。

［(1
)

・(2)
略

］

［(1
)

・(
2)
同
左

］

(
3)

「⑨
又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑩

」の
欄
の
記
載
に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

(
3
)

「⑨
又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑩

」の
欄
は

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に

、
。

、

規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
法
第
5
3
条
第
3
9
項
の
規
定
の

。
。

適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「⑨
又
は

」を
抹
消
し

そ
の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税
額
控
除

、

額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(
ｲ
)

(
ﾛ
)
に
規
定
す
る
場
合

（(
ﾊ
)
に
規
定
す
る
と
き
を
含
む

）以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告

［新
設

］

。
、

税
額
控
除
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(
ﾛ
)
通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載

。

要
領
に
お
い
て
同
じ

）の
適
用
事
業
年
度

（法
第
5
3
条
第
3
9
項
に
規
定
す
る
適
用
事
業
年
度
を
い
う

。

(
ﾊ
)
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合

（(
ﾊ
)
に
規
定
す
る
と
き
を

。
。

除
く

）に
は

「⑨
又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

。
、

。

(
ﾊ
)
既
に
通
算
法
人
の
適
用
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
5
3条
第
4
0項

（第
１
号
及
び
第
３
号
に
係
る
部
分

に
限
る

）の
規
定
を
適
用
し
て
同
条
第
3
4項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
又
は
法
第
5
5
条
第
１
項
若

。

し
く
は
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
更
正
が
さ
れ
て
い
た
場
合
に
お
い
て

当
該
適
用
事
業
年
度
に
つ
き
法

、

第
5
3
条
第
3
9
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
は

当
該
申
告
書
又
は
当
該
更
正
の
う
ち

最
も
新
し

、
、

い
も
の
に
基
づ
き

「⑨
又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑩

」の
欄
の
金
額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額
を
記

載
す
る
こ
と
。

［(4
)

・(5)
略

］

［(4)

・(
5)
同
左

］

(
6
)

「各
道
府
県
ご
と
に
算
定
し
た
法
人
税
割
額
⑲

」の
欄
は

第
６
号
様
式
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）

(
6
)

「各
道
府
県
ご
と
に
算
定
し
た
法
人
税
割
額
⑲

」の
欄
は

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の

、
、

、

又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の

「法
人
税
割
額
⑦

」の
欄
の
金
額
か
ら

「道
府
県
民
税
の
特
定
寄
附
金

２

）の

「法
人
税
割
額
⑦

」の
欄
の
金
額
か
ら

「道
府
県
民
税
の
特
定
寄
附
金
税
額
控
除
額
⑧

」の
欄
の

税
額
控
除
額
⑧

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
の
加
算
額
⑨

」の
欄
の
金
額
を

金
額
を
控
除
し

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
の
加
算
額
⑨

」の
欄
の
金
額
を
加
算
し

「外
国
関
係
会

、
、

、

加
算
し

「外
国
関
係
会
社
等
に
係
る
控
除
対
象
所
得
税
額
等
相
当
額
又
は
個
別
控
除
対
象
所
得
税
額
等

社
等
に
係
る
控
除
対
象
所
得
税
額
等
相
当
額
又
は
個
別
控
除
対
象
所
得
税
額
等
相
当
額
の
控
除
額
⑩

」の
、

相
当
額
の
控
除
額
⑩

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

欄
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

。
。

４

（そ
の
２

）の
記
載
に
当
た

て
は
次
に
よ
る
こ
と

４
（そ

の
２

）の
記
載
に
当
た
て
は
次
に
よ
る
こ
と

っ
、

。
っ

、
。

［(1)
(3
)
略

］

［(
1)

(3
)
同
左

］

～
～

(4)

「⑩
又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑪

」の
欄
の
記
載
に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

(4)

「⑩
又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑪

」の
欄
は
通
算
法
人
が
法
第
53条
第
39項
及
び
第
321
条
の
８
第

、
。

、

3
9
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「⑩
又
は

」を
抹
消
し
そ
の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申

、

告
税
額
控
除
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(
ｲ
)

(
ﾛ
)
に
規
定
す
る
場
合

（(
ﾊ
)に
規
定
す
る
と
き
を
含
む

）以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告

［新
設

］

。
、

税
額
控
除
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。



(ﾛ
)
通
算
法
人
の
適
用
事
業
年
度

（法
第
53
条
第
39項
及
び
第
32
1条
の
８
第
39
項
に
規
定
す
る
適
用
事
業

年
度
を
い
う

(
ﾊ
)
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
法
第
5
3
条
第
3
9
項
及
び
第
3
2
1
条
の
８
第
3
9
項
の
規

。
。

定
の
適
用
を
受
け
る
場
合

（(
ﾊ)に
規
定
す
る
と
き
を
除
く

）に
は

「⑩
又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

。
、

。

(
ﾊ
)
既
に
通
算
法
人
の
適
用
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
5
3
条
第
4
0
項

（第
１
号
及
び
第
３
号
に
係
る
部
分

に
限
る

）及
び
第
32
1条
の
８
第
40
項

（第
１
号
及
び
第
３
号
に
係
る
部
分
に
限
る

）の
規
定
を
適

。
。

用
し
て
法
第
53条
第
34項
及
び
第
32
1条
の
８
第
34
項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
又
は
法
第
55条
第
１

項
若
し
く
は
第
３
項
及
び
第
321条

の
11条
第
１
項
若
し
く
は
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
更
正
が
さ
れ
て
い

た
場
合
に
お
い
て
当
該
適
用
事
業
年
度
に
つ
き
法
第
53条
第
39
項
及
び
第
321条

の
８
第
39
項
の
規
定

、

の
適
用
を
受
け
る
と
き
は

当
該
申
告
書
又
は
当
該
更
正
の
う
ち

最
も
新
し
い
も
の
に
基
づ
き

「⑩
、

、

又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑪

」の
欄
の
金
額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額
を
記
載
す
る
こ
と
。

［(5)

・(6
)
略

］

［(
5)

・(6)
同
左

］

(
7
)

「各
都
道
府
県
ご
と
に
算
定
し
た
法
人
税
割
額
⑳

」の
欄
は

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の

(
7
)

「各
都
道
府
県
ご
と
に
算
定
し
た
法
人
税
割
額
⑳

」の
欄
は

第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の

、
、

、

２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
「法

人
税
割
額
⑦

」の
欄
の
金
額
か
ら

「道
府
県
民
税
の
特
定
寄

２

）の

「法
人
税
割
額
⑦

」の
欄
の
金
額
か
ら

「道
府
県
民
税
の
特
定
寄
附
金
税
額
控
除
額
⑧

」の
欄
の

附
金
税
額
控
除
額
⑧

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
の
加
算
額
⑨

」の
欄
の
金

金
額
を
控
除
し

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
の
加
算
額
⑨

」の
欄
の
金
額
を
加
算
し

「外
国
関
係
会

、
、

、

額
を
加
算
し

「外
国
関
係
会
社
等
に
係
る
控
除
対
象
所
得
税
額
等
相
当
額
又
は
個
別
控
除
対
象
所
得
税

社
等
に
係
る
控
除
対
象
所
得
税
額
等
相
当
額
又
は
個
別
控
除
対
象
所
得
税
額
等
相
当
額
の
控
除
額
⑩

」の
、

額
等
相
当
額
の
控
除
額
⑩

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

欄
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

。
。

［(
8)
略

］

［(8)
同
左

］

第
七
号
の
二
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
七
号
の
二
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

別
紙
三
十
九

挿
入
］

［
様
式

別
紙
三
十
八

挿
入
］

第
七
号
の
二
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
七
号
の
二
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

別
紙
四
十
一

挿
入
］

［
様
式

別
紙
四
十

挿
入
］

第
７
号
の
２
様
式
別
表
７
記
載
要
領

第
７
号
の
２
様
式
別
表
７
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
い

通
１

こ
の
明
細
書
は

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
い

通
、

、
、

、

算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
を
含
む

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
法
第
5
3
条
第
4
2
項
又
は
第
4
3

算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
を
含
む

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
法
第
5
3
条
第
4
1
項
又
は
第
4
2

。
。

。
。

項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
4
7項
及
び
第
4
8項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）及
び
第
3
21条
の
８

項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
4
5項
及
び
第
4
6項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）及
び
第
3
21条
の
８

。
。

第
4
2
項
又
は
第
4
3
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
4
7
項
及
び
第
4
8
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）

第
4
1
項
又
は
第
4
2
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
4
5
項
及
び
第
4
6
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）

。
。

の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
記
載
し

東
京
都
内
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
が
東
京
都
に

の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
記
載
し

東
京
都
内
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
が
東
京
都
に

、
、

提
出
す
る
第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
第
７

提
出
す
る
第
６
号
様
式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書

第
７
号
の
２
様
式
の
明
細
書
又
は

、
、

、

号
の
２
様
式
の
明
細
書
又
は
第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
場
合
は

（そ
の
２

）に
よ
り

第
1
0
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
場
合
は

（そ
の
２

）に
よ
り

そ
れ
以
外
の
場
合
は

（そ
の

、
、

そ
れ
以
外
の
場
合
は

（そ
の
１

）に
よ
る
こ
と

な
お

（そ
の
２

）は

（そ
の
１

）に
代
え
て
使
用
し
て

１

）に
よ
る
こ
と

な
お

（そ
の
２

）は

（そ
の
１

）に
代
え
て
使
用
し
て
差
し
支
え
な
い
も
の
で
あ
る

。
、

。
、

差
し
支
え
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と

こ
と

。
。

２

（そ
の
１

）の
記
載
に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

２

（そ
の
１

）の
記
載
に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

、
。

、
。

(
1
)

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額
⑥

」の
欄
の
記
載

(
1
)

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額
⑥

」の
欄
は

通
、

に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

算
法
人
が
法
第
5
3
条
第
4
3
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「
（⑤

－
①

）又
は

」を
抹
消
し

そ
、

。
、

の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(
ｲ
)
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度

（法
第
5
3
条
第
4
2
項
に
規
定
す
る
対
象
事
業
年
度
を
い
う

(
ﾛ
)
及
び

［新
設

］

。

(2
)(ｲ

)に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
同
条
第
44項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合

（(ﾛ)
に
規
定
す
る

。



既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
を
除
く

）に
は

「
（⑤

－
①

）又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

。
、

。

(
ﾛ
)
既
に
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
5
3
条
第
4
5
項
の
規
定
を
適
用
し
て
同
条
第
3
4
項
に

規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
又
は
法
第
5
5
条
第
１
項
若
し
く
は
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
更
正
が
さ
れ
て
い

た
場
合
に
お
い
て

当
該
対
象
事
業
年
度
に
つ
き
法
第
5
3
条
第
4
4
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き

、

（以
下
２
に
お
い
て

「既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合

」と
い
う

）は
当
該
申
告
書
又
は
当
該

。
、

更
正
の
う
ち

最
も
新
し
い
も
の

（(
2
)
(
ﾛ
)
に
お
い
て

「直
近
修
正
申
告
書
等

」と
い
う

）に
基
づ

、
。

き

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額
⑥

」の
欄
の
金

額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額
を
記
載
す
る
こ
と
。

(ﾊ)
(ｲ
)に
規
定
す
る
場
合
及
び
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告

、

税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(
2
)

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
の
記
載

(
2
)

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
は

通
、

に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

算
法
人
が
法
第
5
3
条
第
4
3
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「
（①

－
⑤

）又
は

」を
抹
消
し

そ
、

。
、

の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(ｲ)
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
53
条
第
44
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合

（既
に
修

［新
設

］

正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
を
除
く

）に
は

「
（①

－
⑤

）又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

。
、

。

(
ﾛ)
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
に
は
直
近
修
正
申
告
書
等
に
基
づ
き

「税
額
控
除
超
過
額
相
当

、

額

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
の
金
額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額

を
記
載
す
る
こ
と
。

(
ﾊ
)

(
ｲ
)
に
規
定
す
る
場
合
及
び
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申

、

告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(
3)
過
去
適
用
事
業
年
度

（法
第
5
3条
第
4
2項
に
規
定
す
る
過
去
適
用
事
業
年
度
を
い
う
以
下
(
3)に
お
い

［新
設

］

。

て
同
じ

）の
同
項
に
規
定
す
る
過
去
当
初
申
告
税
額
控
除
額
の
控
除
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
第
７

。

号
の
２
様
式
及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６
ま
で
の
明
細
書
並
び
に
過
去
適
用
事
業
年
度
の
税
額
控
除

額

（同
条
第
39項
に
規
定
す
る
税
額
控
除
額
を
い
う

）の
控
除
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
同
様
式
及

。

び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６
ま
で
の
明
細
書
を
添
付
す
る
こ
と
。

３

（そ
の
２

）の
記
載
に
当
た
っ
て
は

次
に
よ
る
こ
と

３

（そ
の
２

）の
記
載
に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

、
。

、
。

(
1
)

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額
⑥

」の
欄
の
記
載

(1
)

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額
⑥

」の
欄
は

通
、

に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

算
法
人
が
法
第
5
3
条
第
4
3
項
及
び
第
3
2
1
条
の
８
第
4
3
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「
（⑤

－
、

。

①

）又
は

」を
抹
消
し
そ
の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

」を
抹
消
す

、

る
こ
と
。

(
ｲ)
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度

（法
第
5
3条
第
4
2項
及
び
第
3
21条
の
８
第
4
2項
に
規
定
す
る
対
象
事
業

［新
設

］

年
度
を
い
う

(
ﾛ
)
及
び
(
2
)
(
ｲ
)
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
法
第
5
3
条
第
4
4
項
及
び
第
3
2
1
条
の
８

。
。

第
4
4
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合

（(
ﾛ
)
に
規
定
す
る
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
を
除
く

）に
は

「
（⑤

－
①

）又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

。
、

。

(ﾛ)
既
に
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
53
条
第
45項
及
び
第
321
条
の
８
第
45
項
の
規
定
を

適
用
し
て
法
第
5
3条
第
3
4項
及
び
第
3
21条
の
８
第
3
4項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
又
は
法
第
5
5条
第

１
項
若
し
く
は
第
３
項
及
び
第
3
21条
の
1
1第
１
項
若
し
く
は
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
更
正
が
さ
れ
て
い

た
場
合
に
お
い
て
当
該
対
象
事
業
年
度
に
つ
き
法
第
53条
第
44
項
及
び
第
32
1条
の
８
第
44
項
の
規
定

、



の
適
用
を
受
け
る
と
き

（以
下
３
に
お
い
て

「既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合

」と
い
う

）は
。

、

当
該
申
告
書
又
は
当
該
更
正
の
う
ち

最
も
新
し
い
も
の

（(
2
)
(
ﾛ
)
に
お
い
て

「直
近
修
正
申
告
書

、

等

」と
い
う

）に
基
づ
き

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足

。

額
相
当
額
⑥

」の
欄
の
金
額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額
を
記
載
す
る
こ
と
。

(
ﾊ)

(ｲ)に
規
定
す
る
場
合
及
び
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告

、

税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(
2
)

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
の
記
載

(
2
)

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
は

通
、

に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

算
法
人
が
法
第
5
3
条
第
4
3
項
及
び
第
3
2
1
条
の
８
第
4
3
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「
（①

－
、

。

⑤

）又
は

」を
抹
消
し

そ
の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

」を
抹
消
す

、

る
こ
と
。

(
ｲ)
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
5
3条
第
4
4項
及
び
第
3
21条
の
８
第
4
4項
の
規
定
の
適
用

［新
設

］

を
受
け
る
場
合

（既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
を
除
く

）に
は

「
（①

－
⑤

）又
は

」を
抹

。
、

消
す
る
こ
と
。

(
ﾛ
)
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
に
は

直
近
修
正
申
告
書
等
に
基
づ
き

「税
額
控
除
超
過
額
相
当

、

額

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
の
金
額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額

を
記
載
す
る
こ
と
。

(ﾊ
)

(ｲ)に
規
定
す
る
場
合
及
び
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告

、

税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(3)
過
去
適
用
事
業
年
度

（法
第
53条
第
42
項
及
び
第
321
条
の
８
第
42項
に
規
定
す
る
過
去
適
用
事
業
年
度

［新
設

］

を
い
う
以
下
(
3)に
お
い
て
同
じ

）の
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
過
去
当
初
申
告
税
額
控
除
額
の
控

。
。

除
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
第
７
号
の
２
様
式

（そ
の
２

）及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６

（そ
の

２

）ま
で
の
明
細
書
又
は
第
７
号
の
２
様
式

（そ
の
１

）及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６

（そ
の
１

）

ま
で
並
び
に
第
2
0
号
の
４
様
式
及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６
ま
で
の
明
細
書
並
び
に
過
去
適
用
事
業

年
度
の
税
額
控
除
額

（法
第
5
3
条
第
3
9
項
及
び
第
3
2
1
条
の
８
第
3
9
項
に
規
定
す
る
税
額
控
除
額
を
い
う

）の
控
除
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
第
７
号
の
２
様
式

（そ
の
２

）及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表

。６

（そ
の
２

）ま
で
の
明
細
書
又
は
第
７
号
の
２
様
式

（そ
の
１

）及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６

（そ
の
１

）ま
で
並
び
に
第
2
0
号
の
４
様
式
及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６
ま
で
の
明
細
書
を
添
付
す

る
こ
と
。

第
七
号
の
三
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
附
則
第
二
条
の
六
・
第
二
条
の
六
の
二
・
第
三
条
関
係
）

第
七
号
の
三
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
附
則
第
二
条
の
六
・
第
二
条
の
六
の
二
・
第
三
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
四
十
三

挿
入
］

［
様
式

別
紙
四
十
二

挿
入
］

第
７
号
の
３
様
式
記
載
要
領

第
７
号
の
３
様
式
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

法
附
則
第
８
条
の
２
の
２
第
１
項
若
し
く
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

１
こ
の
明
細
書
は

法
附
則
第
８
条
の
２
の
２
第
１
項
若
し
く
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

、
、

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要

領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）附
則
第
８
条
の
２
の
２
第
１
項
若
し
く
は
第
３
項
の
規
定
に

領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）附
則
第
８
条
の
２
の
２
第
１
項
若
し
く
は
第
３
項
の
規
定
に

。
。

よ
り
法
人
税
割
額
か
ら
控
除
し
よ
う
と
す
る
場
合
又
は
法
附
則
第
９
条
の
２
の
２
第
１
項
若
し
く
は
令
和
２

よ
り
法
人
税
割
額
か
ら
控
除
し
よ
う
と
す
る
場
合
又
は
法
附
則
第
９
条
の
２
の
２
第
１
項
若
し
く
は
令
和
２

年
旧
法
附
則
第
９
条
の
２
の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
事
業
税
額
か
ら
控
除
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
記
載
し

年
旧
法
附
則
第
９
条
の
２
の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
事
業
税
額
か
ら
控
除
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
記
載
し

事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事
に

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）若
し
く
は
第

事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事
に

第
６
号
様
式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申

、
、

、
、

、

６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
又
は
第
10
号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
し
て
提
出
す
る
こ
と

告
書
又
は
第
10号
の
３
様
式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
し
て
提
出
す
る
こ
と

。
。



ま
た

上
記
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
に
あ
っ
て
は

寄
附
金
を
受
け
た
法
附
則
第
８
条
の
２
の
２

ま
た

上
記
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
法
人
に
あ
っ
て
は

寄
附
金
を
受
け
た
法
附
則
第
８
条
の
２
の
２

、
、

、
、

第
１
項
若
し
く
は
令
和
２
年
旧
法
附
則
第
８
条
の
２
の
２
第
１
項
又
は
法
附
則
第
９
条
の
２
の
２
第
１
項
若

第
１
項
若
し
く
は
令
和
２
年
旧
法
附
則
第
８
条
の
２
の
２
第
１
項
又
は
法
附
則
第
９
条
の
２
の
２
第
１
項
若

し
く
は
令
和
２
年
旧
法
附
則
第
９
条
の
２
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
認
定
地
方
公
共
団
体
が
当
該
寄
附
金
の

し
く
は
令
和
２
年
旧
法
附
則
第
９
条
の
２
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
認
定
地
方
公
共
団
体
が
当
該
寄
附
金
の

受
領
に
つ
い
て
地
域
再
生
法
施
行
規
則
第
1
4
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
す
る
書
類
の
写
し
も
併
せ
て
添

受
領
に
つ
い
て
地
域
再
生
法
施
行
規
則
第
1
4
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
す
る
書
類
の
写
し
も
併
せ
て
添

付
す
る
こ
と

付
す
る
こ
と

。
。

［２
４

略

］

［２
４
同
左

］

～
～

第
十
号
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

第
十
号
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

［
様
式

別
紙
四
十
五

挿
入
］

［
様
式

別
紙
四
十
四

挿
入
］

第
10
号
様
式
記
載
要
領

第
10
号
様
式
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

２
以
上
の
道
府
県
に
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
又
は
東
京
都
の
特
別
区

１
こ
の
明
細
書
は

２
以
上
の
道
府
県
に
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
又
は
東
京
都
の
特
別
区

、
、

及
び
市
町
村
に
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
が

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）若
及
び
市
町
村
に
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
が

第
６
号
様
式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の

、
、

、

し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）
第
６
号
の
２
様
式
又
は
第
６
号
の
３
様
式

（法
第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た

２

）

第
６
号
の
２
様
式
又
は
第
６
号
の
３
様
式

（法
第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た
だ
し
書
又
は
地
方
税
法
等
の

、
、

だ
し
書
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お

一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
５
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
改
正
法

」

。
。

い
て

「令
和
２
年
改
正
法

」と
い
う

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下

と
い
う

）附
則
第
１
条
第
５
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

。
。

こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り

「令
和
２
年
旧
法

」と
い
う

）第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
事
業
税
の
申
告
を
す
る
場

。
。

事
業
税
の
申
告
を
す
る
場
合
に
限
る

）

第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
２

）
（法
第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た
だ

合
に
限
る

）若
し
く
は
第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
２

）
（法

第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た
だ
し
書
又
は
令
和
２

。
、

。

し
書
又
は
令
和
２
年
旧
法
第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
事
業
税
の
申
告
を
す
る
場
合
に
限

年
旧
法
第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
事
業
税
の
申
告
を
す
る
場
合
に
限
る

）の
申
告
書

。

る

）若
し
く
は
第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
３

）
（法

第
7
2
条
の
4
8
第
２
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
事
業

を
提
出
す
る
場
合
に

そ
の
申
告
書
に
添
付
し
て
１
通
を
提
出
す
る
こ
と

た
だ
し

主
た
る
事
務
所
又
は

。
、

。
、

税
の
申
告
を
す
る
場
合
に
限
る

）の
申
告
書
を
提
出
す
る
場
合
に

そ
の
申
告
書
に
添
付
し
て
１
通
を
提

事
業
所

（外
国
法
人
に
あ
っ
て
は

こ
の
法
律
の
施
行
地
に
お
い
て
行
う
事
業
の
責
任
者
が
主
と
し
て
執
務

。
、

、

出
す
る
こ
と

た
だ
し

主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所

（外
国
法
人
に
あ
っ
て
は

こ
の
法
律
の
施
行
地
に

す
る
恒
久
的
施
設

）所
在
地
の
道
府
県
知
事
に
対
し
て
は

写
し
１
通
を
添
付
す
る
こ
と

。
、

、
、

。

お
い
て
行
う
事
業
の
責
任
者
が
主
と
し
て
執
務
す
る
恒
久
的
施
設

）所
在
地
の
道
府
県
知
事
に
対
し
て
は
、

写
し
１
通
を
添
付
す
る
こ
と
。

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）

２
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て

第
６
号
様
式
若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
、

、
、

若
し
く
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）

第
６
号
の
２
様
式
又
は
第
６
号
の
３
様
式

第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
２

）

第
６
号
の
２
様
式
又
は
第
６
号
の
３
様
式
若
し
く
は
第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書
に

、
、

、

の
２

）若
し
く
は
第
６
号
の
３
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
名

」の
欄
に

添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
名

」の
欄
に
は
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と

、
、

。

は
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
す
る
こ
と
。

「

第
１
号
・

「

第
１
号

第
２
号

・
３

事
業
税
法
第
72
条
の
２
第
１
項
・

に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事

３
事
業
税
法
第
72
条
の
２
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事

、
、

第
３
号

・

・
第
３
号

」

第
４
号

」

業
の
区
分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
２
号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で

業
の
区
分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
２
号

」又
は

「第
３
号

」の
い
ず
れ
か
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す

、
、

、
、

、

囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

る
こ
と

。
。

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人

４
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
及

、

同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
及
び
同
項
第
１
号
に
掲

び
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ

、

げ
る
事
業

同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
又
は
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業

ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
課
税
標
準
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出

、
、

と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
課
税
標
準
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し

す
る
こ
と

こ
の
場
合
に
お
い
て

道
府
県
民
税
に
つ
い
て
は

い
ず
れ
か
一
方
の
明
細
書
に
記
載
す
る
こ

、
。

、
、

て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

こ
の
場
合
に
お
い
て

道
府
県
民
税
に
つ
い
て
は

と
、

。
、

。

い
ず
れ
か
一
方
の
明
細
書
に
記
載
す
る
こ
と

、
。



５
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ

５
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
３
号
に
掲
げ

、

る
事
業
又
は
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る

る
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
に
あ
っ
て
は

各
事
業
に
係
る
課
税
標
準
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記

、
、

課
税
標
準
額
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
２
号
に
掲

載
し

同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
に

、
、

げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
又
は
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
と
に
分
け
て
提
出
す
る
こ
と

分
け
て
提
出
す
る
こ
と

こ
の
場
合
に
お
い
て

道
府
県
民
税
に
つ
い
て
は
い
ず
れ
か
一
方
の
明
細
書
に

。
。

、
、

こ
の
場
合
に
お
い
て
道
府
県
民
税
に
つ
い
て
は
い
ず
れ
か
一
方
の
明
細
書
に
記
載
す
る
こ
と

記
載
す
る
こ
と

、
、

。
。

６
通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領

６
通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領

。
。

に
お
い
て
同
じ

）及
び
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人

（法
第
5
3
条
第
３
項

（令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条

に
お
い
て
同
じ

）及
び
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人

（法
第
5
3
条
第
３
項

（令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条

。
。

第
４
項
又
は
第
５
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）

第
８
項

第
1
3
項

第
1
9
項
又
は
第
2
6
項

第
４
項
又
は
第
５
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）

第
８
項

第
1
3
項

第
1
9
項
又
は
第
2
6
項

。
、

、
、

。
、

、
、

（令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ

（令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ

。
。

う
と
す
る
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
に
限
る

）が
第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号

う
と
す
る
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
に
限
る

）が
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書

。
、

。

様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額

に
添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
①

」か
ら

「退
職
年
金
等
積

、
、

①

」か
ら

「退
職
年
金
等
積
立
金
に
係
る
法
人
税
額
④

」ま
で
の
各
欄
は
記
載
し
な
い
こ
と
と
し

「差
引

立
金
に
係
る
法
人
税
額
④

」ま
で
の
各
欄
は
記
載
し
な
い
こ
と
と
し

「差
引
計
⑤

」の
欄
に
第
６
号
様
式

、
、

計
⑤

」の
欄
に
第
６
号
様
式
別
表
１
の

「課
税
標
準
と
な
る
法
人
税
額
⑭

」の
欄
の
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

別
表
１
の

「課
税
標
準
と
な
る
法
人
税
額
⑭

」の
欄
の
金
額
を
記
載
す
る
こ
と
。

。

７
連
結
法
人

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法

７
連
結
法
人

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

）第
３
条
の
規
定

（同
法

附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７

附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７

。
。

の
２
に
規
定
す
る
連
結
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）及
び
連
結
法
人
で
あ
っ
た

の
２
に
規
定
す
る
連
結
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）及
び
連
結
法
人
で
あ
っ
た

。
。

。
。

法
人

（令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
４
項
若
し
く
は
第
５
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
３
項
若

法
人

（令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
４
項
若
し
く
は
第
５
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
３
項
若

し
く
は
令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
2
6
項
又
は
令
和
２
年
旧
法

し
く
は
令
和
２
年
改
正
法
附
則
第
５
条
第
６
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
5
3
条
第
2
6
項
又
は
令
和
２
年
旧
法

第
5
3
条
第
５
項

第
９
項
若
し
く
は
第
1
5項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
連
結
法
人
で
あ
っ
た
法
人

第
5
3
条
第
５
項

第
９
項
若
し
く
は
第
1
5項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
連
結
法
人
で
あ
っ
た
法
人

、
、

に
限
り

通
算
法
人
及
び
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
を
除
く

）が
第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の

に
限
り

通
算
法
人
及
び
通
算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
を
除
く

）が
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の

、
。

、
、

。

２

）又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計

２

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
①

」か
ら

、
、

算
し
た
法
人
税
額
①

」か
ら

「退
職
年
金
等
積
立
金
に
係
る
法
人
税
額
④

」ま
で
の
各
欄
は
記
載
し
な
い
こ

「退
職
年
金
等
積
立
金
に
係
る
法
人
税
額
④

」ま
で
の
各
欄
は
記
載
し
な
い
こ
と
と
し

「差
引
計
⑤

」の
、

と
と
し

「差
引
計
⑤

」の
欄
に
第
６
号
様
式
別
表
１
の
３
の

「課
税
標
準
と
な
る
個
別
帰
属
法
人
税
額
又

欄
に
第
６
号
様
式
別
表
１
の
３
の

「課
税
標
準
と
な
る
個
別
帰
属
法
人
税
額
又
は
法
人
税
額
⑦

」の
欄
の
金

、

は
法
人
税
額
⑦

」の
欄
の
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

額
を
記
載
す
る
こ
と

。
。

８
道
府
県
内
に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
が
第
６
号
様
式

第
６
号
様
式

（そ
の
２

）又
は
第
６
号

８
道
府
県
内
に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
が
第
６
号
様
式
又
は
第
６
号
様
式

（そ
の
２

）の
申
告
書

、

様
式

（そ
の
３

）の
申
告
書
に
添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額

に
添
付
す
る
場
合
に
は

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
①

」か
ら

「退
職
年
金
等
積

、
、

①

」か
ら

「退
職
年
金
等
積
立
金
に
係
る
法
人
税
額
④

」ま
で
の
各
欄
は
記
載
し
な
い
こ
と
と
し

「差
引

立
金
に
係
る
法
人
税
額
④

」ま
で
の
各
欄
は
記
載
し
な
い
こ
と
と
し

「差
引
計
⑤

」の
欄
に
第
６
号
様
式

、
、

計
⑤

」の
欄
に
第
６
号
様
式
別
表
１
の
２
の

「課
税
標
準
と
な
る
法
人
税
額
④

」の
欄
の
金
額
を
記
載
す
る

別
表
１
の
２
の

「課
税
標
準
と
な
る
法
人
税
額
④

」の
欄
の
金
額
を
記
載
す
る
こ
と
。

こ
と
。

［９
1
3
略

］

［９
1
3
同
左

］

～
～

第
十
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
四
関
係
）

第
十
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
四
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
10
号
の
２
様
式
記
載
要
領

第
10
号
の
２
様
式
記
載
要
領

［１
４
略

］

［１
４
同
左

］
～

～

５

「事
務
所
又
は
事
業
所

」の
欄
は

同
一
道
府
県
内
に
所
在
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
ご
と
に
そ
の
名
称

５

「事
務
所
又
は
事
業
所

」の
欄
は

同
一
道
府
県
内
に
所
在
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
ご
と
に
そ
の
名
称

、
、

と
所
在
地
の
市
町
村
名
を
記
載
し

「分
割
基
準

」の
欄
は

当
該
事
務
所
又
は
事
業
所
ご
と
に
記
載
す
る

と
所
在
地
の
市
町
村
名
を
記
載
し

「分
割
基
準

」の
欄
は

当
該
事
務
所
又
は
事
業
所
ご
と
に
記
載
す
る

、
、

、
、

ほ
か
同
一
道
府
県
ご
と
に
小
計
を
記
載
す
る
こ
と

な
お

「分
割
基
準

」の

「修
正
前

」の
各
欄
は

令
ほ
か
同
一
道
府
県
ご
と
に
小
計
を
記
載
す
る
こ
と

。
、

、
。



和
４
年
1
2
月
3
1
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に
つ
い
て
分
割
基
準
の
誤
り
に
よ
る
更
正
の
請
求
を
す
る
場

合
に
は
記
載
を
要
し
な
い

、
。

［６
略

］

［６
同
左

］

第
十
号
の
三
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
五
関
係
）

第
十
号
の
三
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
五
関
係
）

［
様
式

別
紙
四
十
七

挿
入
］

［
様
式

別
紙
四
十
六

挿
入
］

第
10
号
の
３
様
式
記
載
要
領

第
10
号
の
３
様
式
記
載
要
領

［１
・
２
略

］

［１
・
２
同
左

］

３
こ
の
請
求
書
は

更
正
の
請
求
を
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事
に
１
通
提
出
す
る
こ

３
こ
の
請
求
書
は

更
正
の
請
求
を
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
所
在
地
の
道
府
県
知
事
に
１
通
提
出
す
る
こ

、
、

と
た
だ
し

２
以
上
の
道
府
県
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
が
分
割
基
準
の
誤
り
に
よ
る
更
正

と
た
だ
し

２
以
上
の
道
府
県
に
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
が
分
割
基
準
の
誤
り
に
よ
る
更
正

。
、

。
、

の
請
求
を
す
る
場
合
に
は

主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所

（外
国
法
人
に
あ
っ
て
は

こ
の
法
律
の
施
行
地

の
請
求
を
す
る
場
合
に
は

主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所

（外
国
の
法
人
に
あ
っ
て
は

こ
の
法
律
の
施
行

、
、

、
、

に
お
い
て
行
う
事
業
の
責
任
者
が
主
と
し
て
執
務
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所

）所
在
地
の
道
府
県
知
事
に
あ

地
に
お
い
て
行
う
事
業
の
責
任
者
が
主
と
し
て
執
務
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所

）所
在
地
の
道
府
県
知
事
に

ら
か
じ
め
第
1
0
号
の
２
様
式
に
よ
り
修
正
後
の
分
割
基
準
の
明
細
を
届
け
出
た
こ
と
を
証
す
る
文
書
を
添
付

あ
ら
か
じ
め
第
1
0
号
の
２
様
式
に
よ
り
修
正
後
の
分
割
基
準
の
明
細
を
届
け
出
た
こ
と
を
証
す
る
文
書
を
添

す
る
こ
と

付
す
る
こ
と

。
。

［４
略

］

［４
同
左

］

５

「課
税
標
準
等

」の
欄
に
は

課
税
標
準
及
び
こ
れ
か
ら
控
除
す
る
金
額
並
び
に
欠
損
金
額
等
を
記
載
し

５

「課
税
標
準
等

」の
欄
に
は

課
税
標
準
及
び
こ
れ
か
ら
控
除
す
る
金
額
並
び
に
欠
損
金
額
等
を
記
載
し

、
、

「税
額
等

」の
欄
に
は

納
付
す
べ
き
税
額
及
び
そ
の
計
算
上
控
除
す
る
金
額
並
び
に
申
告
書
に
記
載
す

「税
額
等

」の
欄
に
は

納
付
す
べ
き
税
額
及
び
そ
の
計
算
上
控
除
す
る
金
額
並
び
に
申
告
書
に
記
載
す

、
、

、
、

べ
き
還
付
金
の
額
に
相
当
す
る
税
額
及
び
そ
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
税
額
を
記
載
す
る
こ
と

な
お

令
和

べ
き
還
付
金
の
額
に
相
当
す
る
税
額
及
び
そ
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
税
額
を
記
載
す
る
こ
と

。
、

。

４
年
1
2
月
3
1
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

。

）第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

。

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

。

）第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）

。
。

。

に
つ
い
て
更
正
の
請
求
を
す
る
場
合
に
は

「更
正
の
請
求
前

」の

「税
額
等

」の
各
欄
の
納
付
す
べ
き
税

、

額
の
計
算
上
控
除
す
る
金
額
及
び
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
還
付
金
の
額
に
相
当
す
る
税
額
の
計
算
の
基
礎
と

な
る
税
額
並
び
に

「更
正
の
請
求
前

」の

「課
税
標
準
等

」及
び

「課
税
標
準

」の
各
欄
に
つ
い
て
は

記
、

載
を
要
し
な
い
。

［６
略

］

［６
同
左

］

「

事
業
税

「

事
業
税

法
第
7
2条

法
第
72条

の
２
第
１
項

の
２
第
１
項

第
１
号・

第
１
号

７
第
２
号

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は

事
業
の
区
分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
２

７
・

と
な
っ
て
い
る
箇
所
に
つ
い
て
は
事
業
の
区
分
に
応
じ

「第
１
号

」

「第
２

、
、

、
、

、
、

・
第
２
号

第
３
号

・
・

第
３
号

第
４
号

に
掲
げ
る
事
業

に
掲
げ
る
事
業

」

」

号

」

「第
３
号

」又
は

「第
４
号

」の
該
当
す
る
も
の
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

号

」又
は

「第
３
号

」の
該
当
す
る
も
の
を
○
印
で
囲
ん
で
表
示
す
る
こ
と

、
。

。

８
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人

８
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
及

、

同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
及
び
同
項
第
１
号
に
掲

び
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
が
事
業
税
の
更
正
の



げ
る
事
業

同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
又
は
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業

請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
課
税
標
準
等
及
び
税
額
等
の
計
算
の
別
を
明
ら

、
、

と
を
併
せ
て
行
う
法
人
が
事
業
税
の
更
正
の
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
課

か
に
し
て
記
載
し
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、
、

。

税
標
準
等
及
び
税
額
等
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と
に
提
出
す
る
こ
と

、

。

９
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ

９
法
第
7
2
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
３
号
に
掲
げ

、

る
事
業
又
は
同
項
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
が
事
業
税
の
更
正
の
請
求
を
す
る
場
合
に

る
事
業
を
併
せ
て
行
う
法
人
が
事
業
税
の
更
正
の
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

各
事
業
に
係
る
課
税
標

、

あ
っ
て
は

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
課
税
標
準
等
及
び
税
額
等
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

準
等
及
び
税
額
等
の
計
算
の
別
を
明
ら
か
に
し
て
記
載
し

同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
２
号

、
、

、

同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
又
は
同
項
第

に
掲
げ
る
事
業
と
同
項
第
３
号
に
掲
げ
る
事
業
と
に
分
け
て
提
出
す
る
こ
と
。

４
項
に
掲
げ
る
事
業
と
に
分
け
て
提
出
す
る
こ
と
。

1
0

「国
の
税
務
官
署
の
更
正
の
通
知
日

」の
欄
は

更
正
の
請
求
の
対
象
と
な
る
連
結
事
業
年
度
に
お
い
て

1
0

「国
の
税
務
官
署
の
更
正
の
通
知
日

」の
欄
は

更
正
の
請
求
の
対
象
と
な
る
連
結
事
業
年
度

（所
得
税

、
、

当
該
請
求
を
行
う
法
人
が
連
結
子
法
人

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
に
規
定
す
る
連
結
子

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所

。

法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は

当
該
連
結
子
法
人
と

得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ

。
。

、
。

の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
７
に
規
定
す
る
連
結
完
全
支

に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２

。

配
関
係
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
あ
る
連
結
親
法
人

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法

年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載

。
。

。
。

第
２
条
第
1
2号
の
６
の
７
に
規
定
す
る
連
結
親
法
人
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）又
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
お
い
て
当
該
請
求
を
行
う
法
人
が
連
結
子
法
人

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２

。
。

。

は
当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
っ
た
連
結
親
法
人
が
国
の
税
務
官
署
か
ら
受
け
た

条
第
1
2号
の
７
に
規
定
す
る
連
結
子
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）で
あ
る
場
合

。
。

更
正
の
通
知
日
を
記
載
す
る
こ
と

に
あ
っ
て
は

当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号

。
、

の
７
の
７
に
規
定
す
る
連
結
完
全
支
配
関
係
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
あ
る
連

。
。

結
親
法
人

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
６
の
７
に
規
定
す
る
連
結
親
法
人
を
い
う

以
下
こ

。

の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）又
は
当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
っ
た
連
結
親

。

法
人
が
国
の
税
務
官
署
か
ら
受
け
た
更
正
の
通
知
日
を
記
載
す
る
こ
と
。

［11
13
略

］

［11
1
3
同
左

］

～
～

第
十
号
の
四
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
五
関
係
）

第
十
号
の
四
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
五
関
係
）

［
様
式

別
紙
四
十
九

挿
入
］

［
様
式

別
紙
四
十
八

挿
入
］

第
10
号
の
４
様
式
記
載
要
領

第
10
号
の
４
様
式
記
載
要
領

［１
４
略

］

［１
４
同
左

］

～
～

５

「課
税
標
準
等

」の
欄
に
は

課
税
標
準
及
び
こ
れ
か
ら
控
除
す
る
金
額
を
記
載
し

「税
額
等

」の
欄

５

「課
税
標
準
等

」の
欄
に
は

課
税
標
準
及
び
こ
れ
か
ら
控
除
す
る
金
額
を
記
載
し

「税
額
等

」の
欄

、
、

、
、

に
は

納
付
す
べ
き
税
額
及
び
そ
の
計
算
上
控
除
す
る
金
額
並
び
に
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
還
付
金
の
額
に

に
は
納
付
す
べ
き
税
額
及
び
そ
の
計
算
上
控
除
す
る
金
額
並
び
に
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
還
付
金
の
額
に

、
、

相
当
す
る
税
額
及
び
そ
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
税
額
に
つ
い
て

均
等
割
額
と
法
人
税
割
額
の
合
計
額
を
記

相
当
す
る
税
額
及
び
そ
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
税
額
に
つ
い
て

均
等
割
額
と
法
人
税
割
額
の
合
計
額
を
記

、
、

載
す
る
こ
と

な
お

令
和
４
年
1
2
月
3
1
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度

（所
得
税
法

載
す
る
こ
と

。
、

。

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所
得

。

税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ
に

。

掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年

。

旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
1
5
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要

。
。

領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
更
正
の
請
求
を
す
る
場
合
に
は

「更
正
の
請
求
前

」の

「税
額
等

」の
。

、

欄
の
納
付
す
べ
き
税
額
の
計
算
上
控
除
す
る
金
額
及
び
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
還
付
金
の
額
に
相
当
す
る
税

額
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
税
額
並
び
に

「更
正
の
請
求
前

」の

「課
税
標
準
等

」の
欄
に
つ
い
て
は

記
載

、

を
要
し
な
い
。



６

「国
の
税
務
官
署
の
更
正
の
通
知
日

」の
欄
は

更
正
の
請
求
の
対
象
と
な
る
連
結
事
業
年
度
に
お
い
て

６

「国
の
税
務
官
署
の
更
正
の
通
知
日

」の
欄
は

更
正
の
請
求
の
対
象
と
な
る
連
結
事
業
年
度

（所
得
税

、
、

当
該
請
求
を
行
う
法
人
が
連
結
子
法
人

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
に
規
定
す
る
連
結
子

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律
第
８
号
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２
年
所

。

法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は

当
該
連
結
子
法
人
と

得
税
法
等
改
正
法

」と
い
う

）第
３
条
の
規
定

（令
和
２
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
１
条
第
５
号
ロ

。
。

、
。

の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
７
に
規
定
す
る
連
結
完
全
支

に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る

）に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「令
和
２

。

配
関
係
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
あ
る
連
結
親
法
人

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法

年
旧
法
人
税
法

」と
い
う

）第
1
5条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う
以
下
こ
の
記
載

。
。

。
。

第
２
条
第
1
2
号
の
６
の
７
に
規
定
す
る
連
結
親
法
人
を
い
う

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）又
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
お
い
て
当
該
請
求
を
行
う
法
人
が
連
結
子
法
人

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２

。
。

。

は
当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
っ
た
連
結
親
法
人
が
国
の
税
務
官
署
か
ら
受
け
た

条
第
12
号
の
７
に
規
定
す
る
連
結
子
法
人
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）で
あ
る
場
合

。
。

更
正
の
通
知
日
を
記
載
す
る
こ
と

に
あ
っ
て
は
当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２
条
第
12号

。
、

の
７
の
７
に
規
定
す
る
連
結
完
全
支
配
関
係
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
あ
る
連

。
。

結
親
法
人

（令
和
２
年
旧
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2号
の
６
の
７
に
規
定
す
る
連
結
親
法
人
を
い
う
以
下
こ

。

の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）又
は
当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
っ
た
連
結
親

。

法
人
が
国
の
税
務
官
署
か
ら
受
け
た
更
正
の
通
知
日
を
記
載
す
る
こ
と
。

［７
・
８
略

］

［７
・
８
同
左

］

第
二
十
号
様
式
別
表
一
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

第
二
十
号
様
式
別
表
一
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
2
0号
様
式
別
表
１
記
載
要
領

第
2
0号
様
式
別
表
１
記
載
要
領

［１
６

略

］

［１
６
同
左

］

～
～

７

「被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
⑥

」の
欄
は

当
該
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額

（法
７

「被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
⑥

」の
欄
は

当
該
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額

（法
、

、

第
321
条
の
８
第
17項
に
規
定
す
る
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
を
い
う

）が
あ
る
場
合
に
次
に
掲
げ
る
場
合

第
321
条
の
８
第
17項
に
規
定
す
る
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
を
い
う

）が
あ
る
場
合
に
法
人
税
の
明
細
書

。
、

。
、

の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

（別
表
７
(
2)付
表
１

）の

「被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
(
21)

」の

「計

」の
欄
の
金
額

（法
人
税
法
第
6
4条
の

、
。

７
第
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
こ
の
申
告
前
の
同
欄
の
金
額

）を
記
載
す
る
こ
と

、
。

(
1
)
法
人
税
法
第
6
4
条
の
７
第
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合

法
人
税
の
明
細
書

（別
表
７
(
2
)
付
表

［新
設

］

１

）の

「当
初
被
配
賦
欠
損
金
控
除
額
(2
1)

」の

「計

」の
欄
の
金
額

(
2
)

(
1
)
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

法
人
税
の
明
細
書

（別
表
７
(
2
)
付
表
１

）の
当
該
事
業
年
度
開
始

の
日
前
1
0
年
以
内
に
開
始
し
た
各
事
業
年
度
の

「非
特
定
欠
損
金
配
賦
額
(
1
8
)

」の
欄
の
金
額
か
ら

「非

特
定
欠
損
金
額
に
係
る
控
除
未
済
額
(
5)

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額

（当
該
金
額
が
零
を
下
回
る
場

合
に
は
零

）に

「非
特
定
損
金
算
入
割
合
(2
0)

」の
欄
の
数
値
を
乗
じ
て
得
た
金
額
の
合
計
額

、
、

［８
略

］

［８
同
左

］

９

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
⑧

」の
欄
は

法
人
税
の
申
告
書

（別
表
１

）の
９

「法
人
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
計
算
し
た
法
人
税
額
⑧

」の
欄
は

法
人
税
の
申
告
書

（別
表
１

）の
、

、

「法
人
税
額
計

」の
欄
の
金
額

（こ
の
欄
の
上
段
に
使
途
秘
匿
金
の
支
出
の
額
の
40％
相
当
額
が
記
載
さ
れ

「法
人
税
額
計

」の
欄
の
金
額

（こ
の
欄
の
上
段
に
使
途
秘
匿
金
の
支
出
の
額
の
4
0
％
相
当
額
が
記
載
さ
れ

て
い
る
場
合
に
は
当
該

「法
人
税
額
計

」の
欄
の
金
額
に
当
該
額
を
加
算
し
た
金
額

）
（法

人
税
の
明
細

て
い
る
場
合
に
は

当
該

「法
人
税
額
計

」の
欄
の
金
額
に
当
該
額
を
加
算
し
た
金
額

）
（法

人
税
の
明
細

、
、

書

（別
表
６
(
2
)付
表
６

）の

「７
の
計

」又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
9
)
付
表

）の
(
3
1

）若
し
く

書
（別

表
６
(
2)付
表
６

）の

「７
の
計

」又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
8)付
表

）の
(
31

）若
し
く
は

は
(3
6)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
租
税
特
別
措
置
法
第
42条
の
４
第
４
項
に
規
定

(
3
6
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額

租
税
特
別
措
置
法
第
4
2
条
の
４
第
４
項
に
規
定
す

、
、

す
る
中
小
企
業
者
等

（政
令
附
則
第
５
条
の
２
の
３
の
通
算
子
法
人
を
含
む

）に
該
当
し
な
い
法
人
の
法

る
中
小
企
業
者
等

（政
令
附
則
第
５
条
の
２
の
３
の
通
算
子
法
人
を
含
む

）に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人

。
。

人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(10

)付
表

）の
(30

)又
は
(35

)の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額

税
の
明
細
書

（別
表
６
(9)
付
表

）の
(30

)
又
は
(35

)の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
及
び

及
び
同
法
第
4
2条
の
1
2の
５
第
２
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人
税
の
明
細
書

同
法
第
4
2
条
の
1
2の
５
第
２
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人
税
の
明
細
書

（別

（別
表
６
(
14)
付
表

）の
(
19)又

は
(
24)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
を
除
く

）を
表
６
(
1
2
)付
表

）の
(
1
9
)
又
は
(
2
4
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
を
除
く

）を
記
載

。
。

記
載
し

括
弧
内
に
は
法
人
税
の
申
告
書

（別
表
１

）の

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
等
の
加
算
額

」の
欄

し
括
弧
内
に
は
法
人
税
の
申
告
書

（別
表
１

）の

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
等
の
加
算
額

」の
欄
の
金

、
、



の
金
額

（法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(2
)付
表
６

）の

「７
の
計

」又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(9
)

額

（法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
2
)
付
表
６

）の

「７
の
計

」又
は
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(
8
)
付

付
表

）の
(
3
1

）若
し
く
は
(
3
6
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額

同
法
第
4
2
条
の
４
第

表

）の
(3
1

）若
し
く
は
(3
6)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
同
法
第
42条
の
４
第
４
項

、
、

４
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等

（政
令
附
則
第
５
条
の
２
の
３
の
通
算
子
法
人
を
含
む

）に
該
当
し
な

に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等

（政
令
附
則
第
５
条
の
２
の
３
の
通
算
子
法
人
を
含
む

）に
該
当
し
な
い
法

。
。

い
法
人
の
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(10)
付
表

）の
(30)
又
は
(35)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合

人
の
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
６
(9)付

表

）の
(30)
又
は
(35)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該

の
当
該
金
額
及
び
同
法
第
4
2条
の
1
2の
５
第
２
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人

金
額
及
び
同
法
第
4
2
条
の
1
2
の
５
第
２
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
等
に
該
当
し
な
い
法
人
の
法
人
税
の
明

税
の
明
細
書

（別
表
６
(1
4)
付
表

）の
(1
9)又
は
(2
4)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
を

細
書

（別
表
６
(
1
2
)
付
表

）の
(
1
9
)
又
は
(
2
4
)
の
各
欄
に
金
額
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
金
額
を
除
く

除
く

）
使
途
秘
匿
金
の
支
出
に
対
す
る
法
人
税
額
及
び
土
地
譲
渡
利
益
金
額
に
対
す
る
法
人
税
額
の
合

）

使
途
秘
匿
金
の
支
出
に
対
す
る
法
人
税
額
及
び
土
地
譲
渡
利
益
金
額
に
対
す
る
法
人
税
額
の
合
計
額

。
、

。
、

計
額
を
記
載
す
る
こ
と

を
記
載
す
る
こ
と

。
。

［10
1
2
略

］

［10
12
同
左

］

～
～

第
二
十
号
様
式
別
表
二
の
四
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

第
二
十
号
様
式
別
表
二
の
四
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

［
様
式

略
］

［
様
式

同
上
］

第
20
号
様
式
別
表
２
の
４
記
載
要
領

第
20
号
様
式
別
表
２
の
４
記
載
要
領

［１
略

］

［１
同
左

］

２

「配
賦
欠
損
金
控
除
額
①

」の
欄
は

配
賦
欠
損
金
控
除
額
の
生
じ
た
各
事
業
年
度
に
つ
い
て
次
に
掲

２

「配
賦
欠
損
金
控
除
額
①

」の
欄
は

配
賦
欠
損
金
控
除
額
の
生
じ
た
各
事
業
年
度
に
つ
い
て
当
該
事

、
、

、
、

げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
金
額
を
記
載
す
る
こ
と

業
年
度
の
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
７
(
2)付
表
１

）の

「配
賦
欠
損
金
控
除
額
(
22)

」の

「計

」の
欄
の
金

、
。

額

（法
人
税
法
第
6
4
条
の
７
第
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は

こ
の
申
告
前
の
同
欄
の
金
額

）を
、

記
載
す
る
こ
と
。

(
1
)
法
人
税
法
第
6
4
条
の
７
第
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合

当
該
事
業
年
度
の
法
人
税
の
明
細
書

［新
設

］

（別
表
７
(2)
付
表
１

）

「当
初
配
賦
欠
損
金
控
除
額
(22

)
」の

「計

」の
欄
の
金
額

の

(
2
)

(
1
)
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

当
該
事
業
年
度
の
法
人
税
の
明
細
書

（別
表
７
(
2
)付
表
１

）の
当

該
事
業
年
度
開
始
の
日
前
1
0年
以
内
に
開
始
し
た
各
事
業
年
度
の

「非
特
定
欠
損
金
額
に
係
る
控
除
未
済

額
(5
)

」の
欄
の
金
額
か
ら

「非
特
定
欠
損
金
配
賦
額
(1
8)

」の
欄
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額

（当
該
金
額

が
零
を
下
回
る
場
合
に
は

零

）に

「非
特
定
損
金
算
入
割
合
(
2
0
)

」の
欄
の
数
値
を
乗
じ
て
得
た
金

、
、

額
の
合
計
額

［３
５
略

］

［３
５
同
左

］

～
～

第
二
十
号
の
四
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

第
二
十
号
の
四
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
五
十
一

挿
入
］

［
様
式

別
紙
五
十

挿
入
］

第
20
号
の
４
様
式
記
載
要
領

第
20
号
の
４
様
式
記
載
要
領

［１
４
略

］

［１
４
同
左

］

～
～

５

「⑩
又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑪

」の
欄
の
記
載
に
当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

５

「⑩
又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑪

」の
欄
は

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規

、
。

、

定
す
る
通
算
法
人
を
い
う

）が
法
第
3
21条
の
８
第
3
9項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「⑩
又
は

」

。

を
抹
消
し
そ
の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額

」を
抹
消
す
る
こ
と

、
。

(
1
)

(
2
)
に
規
定
す
る
場
合

（(
3
)
に
規
定
す
る
と
き
を
含
む

）以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税

［新
設

］
。

、

額
控
除
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(
2
)
通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
う
以
下
こ
の
記
載
要

。

領
に
お
い
て
同
じ

）の
適
用
事
業
年
度

（法
第
3
21条
の
８
第
3
9項
に
規
定
す
る
適
用
事
業
年
度
を
い
う

。

以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合

（(3
)に
規
定

。
。

す
る
と
き
を
除
く

）に
は

「⑩
又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

。
、

。



(3
)
既
に
通
算
法
人
の
適
用
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
32
1条
の
８
第
40項

（第
１
号
及
び
第
３
号
に
係
る
部

分
に
限
る

）の
規
定
を
適
用
し
て
同
条
第
34項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
又
は
法
第
32
1条
の
11
第
１

。

項
若
し
く
は
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
更
正
が
さ
れ
て
い
た
場
合
に
お
い
て

当
該
適
用
事
業
年
度
に
つ
き

、

法
第
321
条
の
８
第
39項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
は
当
該
申
告
書
又
は
当
該
更
正
の
う
ち
最
も

、
、

新
し
い
も
の
に
基
づ
き

「⑩
又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
額
⑪

」の
欄
の
金
額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額
を

記
載
す
る
こ
と
。

［６
８
略

］

［６
８
同
左

］

～
～

第
二
十
号
の
四
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

第
二
十
号
の
四
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

［
様
式

別
紙
五
十
三

挿
入
］

［
様
式

別
紙
五
十
二

挿
入
］

第
2
0号
の
４
様
式
別
表
７
記
載
要
領

第
2
0号
の
４
様
式
別
表
７
記
載
要
領

１
こ
の
明
細
書
は

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
い

通
１

こ
の
明
細
書
は

通
算
法
人

（法
人
税
法
第
２
条
第
1
2
号
の
７
の
２
に
規
定
す
る
通
算
法
人
を
い
い

通
、

、
、

、

算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
を
含
む
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
法
第
32
1条
の
８
第
42項
又
は

算
法
人
で
あ
っ
た
法
人
を
含
む
以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）が
法
第
32
1条
の
８
第
41項
又
は

。
。

。
。

第
4
3
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
4
7
項
及
び
第
4
8
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）の
規
定
の
適

第
4
2
項

（こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
4
5
項
及
び
第
4
6
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

）の
規
定
の
適

。
。

用
を
受
け
る
場
合
に
記
載
し

第
2
0
号
様
式
の
申
告
書
第
2
0
号
の
４
様
式
の
明
細
書
又
は
第
1
0
号
の
４
様

用
を
受
け
る
場
合
に
記
載
し

第
2
0
号
様
式
の
申
告
書

第
2
0
号
の
４
様
式
の
明
細
書
又
は
第
1
0
号
の
４
様

、
、

、
、

式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
こ
と

式
の
更
正
請
求
書
に
添
付
す
る
こ
と

。
。

２

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額
⑥

」の
欄
の
記
載
に

２

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額
⑥

」の
欄
は

通
算

、

当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

法
人
が
法
第
32
1条
の
８
条
第
43項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「
（⑤

－
①

）又
は

」を
抹
消
し

、
。

、

そ
の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(1)
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度

（法
第
321
条
の
８
第
42項
に
規
定
す
る
対
象
事
業
年
度
を
い
う

以
下
こ

［新
設

］

。

の
記
載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）に
つ
い
て
同
条
第
4
4項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合

（(2
)に
規
定
す

。

る
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
を
除
く

）に
は

「
（⑤

－
①

）又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

。
、

。

(2
)
既
に
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
32
1条
の
８
第
45項
の
規
定
を
適
用
し
て
同
条
第
34項

に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
又
は
法
第
32
1条
の
11
第
１
項
若
し
く
は
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
更
正
が
さ
れ

て
い
た
場
合
に
お
い
て
当
該
対
象
事
業
年
度
に
つ
き
法
第
321
条
の
８
第
44項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る

、

と
き

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合

」と
い
う

）は
当
該
申

。
、

告
書
又
は
当
該
更
正
の
う
ち

最
も
新
し
い
も
の

（以
下
こ
の
記
載
要
領
に
お
い
て

「直
近
修
正
申
告
書

、

等

」と
い
う

）に
基
づ
き

「税
額
控
除
不
足
額
相
当
額

（⑤
－
①

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
不
足
額

。

相
当
額
⑥

」の
欄
の
金
額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額
を
記
載
す
る
こ
と
。

(3)
(
1)
に
規
定
す
る
場
合
及
び
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税

、

額
控
除
不
足
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

３

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
の
記
載
に

３

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
は

通
算

、

当
た
っ
て
は
次
に
よ
る
こ
と

法
人
が
法
第
3
21条
の
８
条
第
4
3項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

「
（①

－
⑤

）又
は

」を
抹
消
し

、
。

、

そ
の
他
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

(1)
通
算
法
人
の
対
象
事
業
年
度
に
つ
い
て
法
第
321
条
の
８
第
44項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合

（既
に

［新
設

］

修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
を
除
く

）に
は

「
（①

－
⑤

）又
は

」を
抹
消
す
る
こ
と

。
、

。

(
2
)
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
に
は

直
近
修
正
申
告
書
等
に
基
づ
き

「税
額
控
除
超
過
額
相
当
額

、

（①
－
⑤

）又
は
当
初
申
告
税
額
控
除
超
過
額
相
当
額
⑦

」の
欄
の
金
額
と
し
て
計
算
さ
れ
る
金
額
を
記

載
す
る
こ
と
。



(3
)

(1)
に
規
定
す
る
場
合
及
び
既
に
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
場
合
以
外
の
場
合
に
は

「又
は
当
初
申
告
税

、

額
控
除
超
過
額
相
当
額

」を
抹
消
す
る
こ
と
。

４
過
去
適
用
事
業
年
度

（法
第
321
条
の
８
第
42
項
に
規
定
す
る
過
去
適
用
事
業
年
度
を
い
う
以
下
こ
の
記

［新
設

］

。

載
要
領
に
お
い
て
同
じ

）の
同
項
に
規
定
す
る
過
去
当
初
申
告
税
額
控
除
額
の
控
除
に
関
す
る
事
項
を
記

。

載
し
た
第
2
0号
の
４
様
式
及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６
ま
で
の
明
細
書
並
び
に
過
去
適
用
事
業
年
度
の

税
額
控
除
額

（同
条
第
3
9
項
に
規
定
す
る
税
額
控
除
額
を
い
う

）の
控
除
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
同

。

様
式
及
び
同
様
式
別
表
１
か
ら
別
表
６
ま
で
の
明
細
書
を
添
付
す
る
こ
と
。

備
考

表
中
及
び
表
中
に
挿
入
さ
れ
る
別
紙
の
［

］
の
記
載
並
び
に
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。



附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
十
号
の
二
様
式
記
載
要
領
の
改
正
規
定
、
第
十
号

の
三
様
式
記
載
要
領
の
改
正
規
定
（
同
様
式
記
載
要
領
５
及
び

に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
十
号
の
四
様
式

10

記
載
要
領
の
改
正
規
定
は
、
令
和
四
年
十
二
月
三
十
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
法
人
の
事
業
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
二
年
法
律
第
八
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
和
二
年
所

得
税
法
等
改
正
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
の
規
定
（
同
法
附
則
第
一
条
第
五
号
ロ
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る
。
）

に
よ
る
改
正
前
の
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
二
条
第
十
二
号
の
七
に
規
定
す
る
連
結
子
法
人

の
同
法
第
十
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
連
結
親
法
人
事
業
年
度
が
令
和
四
年
四
月
一
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年

度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
係
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
施
行
規
則
第
六
号
様
式
別
表
五
の
六
の
三

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
表
記
載
要
領
中
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
各
規

定
に
は
、
当
該
規
定
に
対
応
す
る
令
和
二
年
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の

効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
令
和
二
年
所
得
税
法
等
改
正
法
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置

法
の
規
定
を
含
む
も
の
と
す
る
。



整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号

法 人 番 号

区
分

受付印
令和　　　年　　　月　　　日

殿
年 月 日
申告年月日

所 在 地

本県が支店等
の場合は本店
所在地と併記 （電話 ）

（ ）

（ふりがな）

（ふりがな） （ふりがな）

法 人 名

代 表 者
氏 　 名

経理責任者
氏 　 　 名

　　

令和 年 月 年 月 日までの　　　　　　　の　 　 　の 申告書日から令和
道 府 県 民 税
事　　業　　税
特別法人事業税

事業年度分又は
連結事業年度分

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

０００

０００

００

００

００

００

００

００

００

０００

０００

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

摘 要 税 額課 税 標 準

合計事業税額（#2又は#3）＋#5＋#7＋#9＋$1＋$3＋$5＋$7＋$9＋%1＋%3

税率（　）１００

所

得

割

収入金額総額

収 入 金 額

年４００万円以下の
金額
年４００万円を超え年
８００万円以下の金額
年８００万円を超える
金額

計 @9＋#0＋#1

軽減税率不適用法人
の金額

収
入
割

算定期間中において事務所
等を有していた月数

既に納付の確定した
当期分の均等割額
この申告により納付
すべき均等割額 !8－!9

月

円×!7
１２

均

等

割

額

（使途秘匿金税額等）
法人税法の規定によっ
て計算した法人税額
試験研究費の額等に係る
法人税額の特別控除額

退職年金等積立金に係る
法人税額

２以上の道府県に事務所又は事業所
を有する法人における課税標準とな
る法人税額又は個別帰属法人税額

外国の法人税等の額の控
除額

外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額
又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

道府県民税の特定寄附金
税額控除額
税額控除超過額相当額の
加算額

仮装経理に基づく法人税
割額の控除額

既に納付の確定した当期
分の法人税割額
租税条約の実施に係る法
人税割額の控除額

この申告により納付すべ
き道府県民税額　!6＋@0

@1のうち見込納付額

差　 引　　　@1－@2

この申告により納付すべき法人
税割額 !3－!4－!5

還付法人税額等の控除額０００

０００

０００

０００

０００

０００

００

０００

０００

資本金等の額総額

資本金等の額

資本金等の額

資
本
割

#5

#6

#7

#8

#4付加価値額総額

付 加 価 値 額

付
加
価
値
割

#3

#2

#1

#0

@9

@8

#9

%4

%7

%9 ^0

^1

q

w

e

r

t

y

u

i

o

!0

!1

!2

!3

!4

!5

!6

!7

!8

!9

@0

@1

@2

@3

@4

@5

@6

@7

こ　の　申　告　の　基　礎
年 日月

（
事

業

税
）

（
道
府
県
民
税
）

課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額
q＋w－e＋r

特別区分の課税標準
額

市町村分の課税標準
額

差引法人税割額
u－i＋o－!0－!1－!2

場
合
の
u
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

法 人 税 割 額
（t又はy×　）１００

@4×　１００
同上に対する税額

@6×　１００
同上に対する税額

の　　・　・　・　による。修申
正告

更
正

決
定
再
更
正

※

００
兆 十億 百万 千 円

００
兆 十億 百万 千 円

０００

０００

資本金等の額総額資
本
割

$3

$4

$5

$2付加価値額総額

付 加 価 値 額

付
加
価
値
割

００
兆 十億 百万 千 円

%6

%8差引事業税額
　%4－%5－%6

仮装経理に基づく
事業税額の控除額

事 業 税 の 特 定
寄附金税額控除額

こ の 申 告 に よ り 納 付
すべき事業税額%7－%8－%9

租税条約の実施に係る
事 業 税 額 の 控 除 額

※
処
理
事
項

発 信 年 月 日
通信日付印 確 認

兆 十億 百万 千 円

^2

法人税の当期の確定税額又は
連結法人税個別帰属支払額

決 算 確 定 の 日 ・・

・・

・・

・・
・・

青色・その他

要・否 有・無

事業税 法人税有・無 有・無

解 散 の 日

残余財産の最後の分配又は引渡しの日

申告期限の延長の処分（承認）の有無

法人税の申告書の種類

この申告が中間申告の場合の計算期間

翌期の中間申告の要否

還付を受けようとする
金融機関及び支払方法

国外関連者の有無

法人税の期末現在の資本金等の額
又は連結個別資本金等の額

^3

（ ）

兆 十億 百万 千 円

事 業 種 目

法人税の
令和

期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額
（解散日現在の資本金の額
又は出資金の額）

期末現在の資本金の額及び
資本準備金の額の合算額
期 末 現 在 の
資 本 金 等 の 額

同上が１億円以下の普通法人のうち中小法人等に該当しないもの 非中小法人等

法人税の所得金額（法人税の明細書（別表４）の（５２））又は個別
所得金額（法人税の明細書（別表４の２付表）の（５５））

既に納付の確定した
当期分の事業税額

法 第 15 条 の ４ の 徴 収 猶 予 を 受 け よ う と する税額

還 　 付 　 請 　 求 中 間 納 付 額

兆 十億 百万 千 円

銀行 支店
口座番号（普通・当座）

署

名

関
与
税
理
士

（
電
話
 

）

００

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円
所 得 金 額

所
得
割 ０００

$0

$1

００
兆 十億 百万 千 円

収入金額総額

収 入 金 額

収
入
割 ０００

$6

$7

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 事 業

収 入 金 額

００
兆 十億 百万 千 円

０００

０００

収入金額総額収
入
割

%1

%5

%2

%3

%0資本金等の額総額

資本金等の額

資
本
割

００
兆 十億 百万 千 円

００

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

付加価値額総額

付 加 価 値 額

付
加
価
値
割 ０００

$8

$9

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る 事 業

所得金額総額
別表５#6

所得金額総額
別表５#6

第
六
号
様
式
（
そ
の
３
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）[

一]

別
紙



兆 十億 百万 千 円
&7

&8

&9

*0

*1

*2

*3

*4

*5

*6

*7

*8

*9

(0

(1

(2

（
事

業

税
）

（
特
別
法
人
事
業
税
）

兆 十億 百万 千 円

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 事 業

法第 7 2 条の２第１項第１号又は第２号に掲げる事業

法
人
名

・ ・

・　   ・
事業年度

００

００００

００

^4

^6

^5

^7

所 得 割

資 本 割

付加価値割

収 入 割

の
内
訳

^0 兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る 事 業

００

００００

００

^8

&0

^9

&1

所 得 割

資 本 割

付加価値割

収 入 割

００

００

００&3

&2

&4資 本 割

付加価値割

収 入 割

&5 &6^0のうち見込納付額 差 引
^0－&5

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

法第72条の２第１項第１号に掲
げる事業の基準法人所得割額
同上に対する特別法人事業税額

（&7×　 　／ 100）
法第72条の２第１項第２号に掲
げる事業の基準法人収入割額
同上に対する特別法人事業税額

（&9×　 　／ 100）
法第72条の２第１項第３号に掲
げる事業の基準法人収入割額
同上に対する特別法人事業税額

（*1×　 　／ 100）
法第72条の２第１項第４号に掲
げる事業の基準法人収入割額

合計特別法人事業税額
（&8＋*0＋*2＋*4）

仮装経理に基づく特別
法人事業税の控除額
差引特別法人事業税額

*5－*6

既に納付の確定した当期分
の特別法人事業税額
租税条約の実施に係る特別
法人事業税額の控除額
この申告により納付すべき特別
法人事業税額 *7－*8－*9

(0のうち見込納付額

差　 引　　　(0－(1

同上に対する特別法人事業税額
（*3×　 　／ 100）

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

第
六
号
様
式
（
そ
の
３
）
次
葉
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）



第６号様式（その３）記載要領

１ この申告書は、法第72条の２第１項第４号に掲げる事業を行う法人（同項第１号、第

２号又は第３号に掲げる事業と同項第４号に掲げる事業とを併せて行う法人並びに同項

第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事業のうち２以

上の事業と同項第４号に掲げる事業とを併せて行う法人を含む。）が仮決算に基づく中

間申告、確定した決算に基づく確定申告又はこれらに係る修正申告をする場合に使用す

ること。なお、事業税及び特別法人事業税に係る仮決算に基づく中間申告は、その税額

が予定申告に係る税額を超えないときに限り行うことができること。

２ この申告書は、事務所又は事業所所在地の道府県知事に１通を提出すること。ただし

、２以上の道府県に事務所又は事業所を有する法人は、主たる事務所又は事業所（外国

法人にあっては、この法律の施行地において行う事業の経営の責任者が主として執務す

る恒久的施設）所在地の道府県知事に対しては、写し（提出用の写し）１通を添付する

こと。

３ ※印の欄は記載しないこと。

４ 「法人番号」欄には、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。

５ 金額の単位区分（けた）のある欄の記載に際しては、単位区分に従って、正確に金額

を記載すること。また、記載すべき金額が赤字額となるときは、その金額の直前の単位

（けた）に△印を付すること。

６ 法人課税信託の受託者が当該法人課税信託について、この申告書を提出する場合にあ

っては、「法人名」の欄には法人課税信託の名称を併記すること。

７ 「期末現在の資本金等の額」の欄は、法第23条第１項第４号の２イ若しくはハ（政令

第６条の24第１号に定める金額に限る。）又は地方税法等の一部を改正する法律（令和

２年法律第５号。以下この記載要領において「令和２年改正法」という。）附則第１条

第５号に掲げる規定による改正前の法（以下この記載要領において「令和２年旧法」と

いう。）第23条第１項第４号の５イ、ニ若しくはホ（地方税法施行令の一部を改正する

政令（令和２年政令第264号）による改正前の政令（以下この記載要領において「令和

２年旧政令」という。）第６条の25第１号に定める金額に限る。）に定める額を記載す

ること。

８ 通算法人（法人税法第２条第12号の７の２に規定する通算法人をいう。以下この記載

要領において同じ。）及び通算法人であった法人（法第53条第３項（令和２年改正法附

則第５条第４項又は第５項において準用する場合を含む。）、第８項、第13項、第19項

又は第26項（令和２年改正法附則第５条第６項において準用する場合を含む。）の規定

の適用を受けようとする通算法人であった法人に限る。）にあっては、「法人税法の規

定によって計算した法人税額①」から「退職年金等積立金に係る法人税額④」までの各

欄は記載しないこととし、「課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額⑤」の欄に

第６号様式別表１の「課税標準となる法人税額⑭」の欄の金額を記載すること。

９ 連結法人（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（

同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（以下こ

の記載要領において「令和２年旧法人税法」という。）第２条第12号の７の２に規定す

る連結法人をいう。以下この記載要領において同じ。）及び連結法人であった法人（令

和２年改正法附則第５条第４項若しくは第５項において準用する法第53条第３項若しく

は令和２年改正法附則第５条第６項において準用する法第53条第26項又は令和２年旧法



第53条第５項、第９項若しくは第15項の規定の適用を受けようとする連結法人であった

法人に限り、通算法人及び通算法人であった法人を除く。）にあっては、「法人税法の

規定によって計算した法人税額①」から「退職年金等積立金に係る法人税額④」までの

各欄は記載しないこととし、「課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額⑤」の欄

に第６号様式別表１の３の「課税標準となる個別帰属法人税額又は法人税額⑦」の欄の

金額を記載すること。

10 道府県内に恒久的施設を有する外国法人にあっては、「法人税法の規定によって計算

した法人税額①」から「仮装経理に基づく法人税割額の控除額⑫」までの各欄は記載し

ないこととし、「差引法人税割額⑬」の欄に第６号様式別表１の２の「計⑩」の欄の金

額を記載すること。

11 道府県民税の「法人税法の規定によって計算した法人税額①」の欄は、法人税の申告

書（別表１）の「法人税額計」の欄の金額（この欄の上段に使途秘匿金の支出の額の40

％相当額が記載されている場合には、当該額を加算した金額）（法人税の明細書（別表

６(2)付表６）の「７の計」欄に金額の記載がある場合の当該金額を除く。）を記載し

、括弧内には、土地譲渡利益金額に対する法人税額、法人税の申告書（別表１）の「税

額控除超過額相当額等の加算額」の欄の金額（法人税の明細書（別表６(2)付表６）の

「７の計」欄に金額の記載がある場合の当該金額を除く。）及び使途秘匿金の支出に対

する法人税額（使途秘匿金の支出の額の40％相当額）の合計額を記載すること。

12 道府県民税の「㉑のうち見込納付額㉒」の欄は、法人税法第75条の２第１項（同法第

144条の８において準用する場合を含む。）の規定により確定申告書の提出期限が延長

されている法人（同法第75条の２第11項第２号の規定により当該提出期限の延長がされ

たものとみなされた法人を含む。）が道府県民税につき申告書の提出前に納付した金額

又は令和２年旧法人税法第75条の２第１項（法人税法第144条の８において準用する場

合を含む。）の規定により確定申告書の提出期限が延長されている法人が道府県民税に

つき申告書の提出前に納付した金額若しくは令和２年旧法人税法第81条の24第１項の規

定により連結確定申告書（令和２年旧法人税法第２条第32号に規定する連結確定申告書

をいう。）の提出期限が延長されている法人（当該法人との間に連結完全支配関係（令

和２年旧法人税法第２条第12号の７の７に規定する連結完全支配関係をいう。）がある

連結子法人（令和２年旧法人税法第２条第12号の７に規定する連結子法人をいう。）（

令和２年旧法人税法第２条第16号に規定する連結申告法人に限る。）を含む。）が道府

県民税につき申告書の提出前に納付した金額を記載すること。

13 事業税の「所得金額総額㉘」の欄は、法第72条の２第１項第１号に掲げる事業を行う

法人が第６号様式別表５の「合計㊱」の欄の金額を記載し、「所得金額総額㊵」の欄は

、法第72条の２第１項第３号に掲げる事業を行う法人が第６号様式別表５の「合計㊱」

の欄の金額を記載すること。

14 事業税の「付加価値額総額㉞」又は「資本金等の額総額㊱」の各欄は、法第72条の２

第１項第１号イに掲げる法人が第６号様式別表５の２の「課税標準となる付加価値額⑪

」又は「課税標準となる資本金等の額㉕」の各欄の金額をそれぞれ記載し、「付加価値

額総額㊷」又は「資本金等の額総額㊹」の各欄は、法第72条の２第１項第３号イに掲げ

る法人が第６号様式別表５の２の「課税標準となる付加価値額⑪」又は「課税標準とな

る資本金等の額㉕」の各欄の金額をそれぞれ記載し、「付加価値額総額㊽」又は「資本

金等の額総額㊿」の各欄は、法第72条の２第１項第４号に掲げる事業に係る第６号様式

別表５の２の「課税標準となる付加価値額⑪」又は「課税標準となる資本金等の額㉕」



の各欄の金額をそれぞれ記載すること。

15 「法第15条の４の徴収猶予を受けようとする税額○62」の欄は、法第15条の４第１項又

は令和２年旧法第15条の４第１項の規定の適用を受けようとする場合において、第１号

様式による届出書に代えようとする法人が記載すること。

16 還付請求の「中間納付額○63」の欄は、法第53条第32項若しくは第72条の28第４項又は

令和２年旧法第53条第20項の規定により還付を受けようとする場合において、政令第９

条の２若しくは第25条又は令和２年旧政令第９条の２の規定による請求書に代わるもの

として記載することができること。

17 事業税の「○60のうち見込納付額○75」の欄は、法第72条の25第３項若しくは第５項（法

第72条の28第２項及び第72条の29第２項においてこれらの規定を準用する場合を含む。

）又は令和２年旧法第72条の25第５項（令和２年旧法第72条の28第２項及び第72条の29

第２項において準用する場合を含む。）の規定により確定申告書の提出期限が延長され

ている法人が事業税につき当該申告書の提出前に納付した金額を記載すること。

18 特別法人事業税の「法第72条の２第１項第１号に掲げる事業の基準法人所得割額○77」

の欄は、標準税率が適用される法人については「計㉜」又は「軽減税率不適用法人の金

額㉝」の「税額」の欄の金額を記載し、標準税率以外の税率が適用される法人について

は第６号様式別表14の「計⑤」又は「軽減税率不適用法人の金額⑥」の「基準法人所得

割額」の欄の金額を記載すること。

19 特別法人事業税の「法第72条の２第１項第２号に掲げる事業の基準法人収入割額○79」

の欄は、標準税率が適用される法人については「収入金額㊴」の「税額」の欄の金額を

記載し、標準税率以外の税率が適用される法人については第６号様式別表14の「収入金

額⑧」の「基準法人収入割額」の欄の金額を記載すること。

20 特別法人事業税の「法第72条の２第１項第３号に掲げる事業の基準法人収入割額○81」

の欄は、標準税率が適用される法人については「収入金額㊼」の「税額」の欄の金額を

記載し、標準税率以外の税率が適用される法人については第６号様式別表14の「収入金

額⑩」の「基準法人収入割額」の欄の金額を記載すること。

21 特別法人事業税の「法第72条の２第１項第４号に掲げる事業の基準法人収入割額○83」

の欄は、標準税率が適用される法人については「収入金額○53」の「税額」の欄の金額を

記載し、標準税率以外の税率が適用される法人については第６号様式別表14の「収入金

額⑫」の「基準法人収入割額」の欄の金額を記載すること。

22 特別法人事業税の「○90のうち見込納付額○91」の欄は、事業税の確定申告書の提出期限が延長

されている法人が特別法人事業税につき当該申告書の提出前に納付した金額を記載すること。

23 法第23条第１項第４号の２イ(1)又は令和２年旧法第23条第１項第４号の５イ(1)の規

定の適用を受ける法人にあっては、これらの規定に規定する剰余金又は利益準備金の全

部若しくは一部を資本金とした事実及び資本金とした金額を証する書類を添付すること

。

24 法第23条第１項第４号の２イ(2)又は令和２年旧法第23条第１項第４号の５イ(2)の規

定の適用を受ける法人にあっては、これらの規定に規定する資本の欠損の塡補を行った

事実及び資本の欠損の塡補に充てた金額を証する書類を添付すること。

25 法第23条第１項第４号の２イ(3)又は令和２年旧法第23条第１項第４号の５イ(3)の規

定の適用を受ける法人にあっては、これらの規定に規定する剰余金を損失の塡補に充て

た事実及び剰余金を損失の塡補に充てた金額を証する書類を添付すること。



※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法 人 名

所 得 金 額 に 関 す る 計 算 書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
所 得 金 額 の 計 算 非 課 税 所 得 の 区 分 計 算

加

算

減

算

非
課
税
等
所
得

林 業 に 係 る 所 得

鉱 物 の 掘 採 事 業 に 係 る 所 得

社会保険等に係る医療の所得

農事組合法人の農業に係る所得

小 計

小 計

小 計

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

㉑

㉒

㉓

㉔

㉕

㉖

㉗

㉘

㉙

㉚

㉛

























仮 計　　　　①＋⑧－⑮

再 仮 計 　 ⑯－⑰

外 国 の 事 業 に 帰 属 す る 所 得

所得金額差引計 　 ⑱－㉓
繰越欠損金額等又は災害損失金額の
当期控除額
債務免除等があった場合の欠損金額
等の当期控除額

新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費
の特別控除額
農業経営基盤強化準備金積立額の損
金算入額
農用地等を取得した場合の圧縮額の
損金算入額
関西国際空港用地整備準備金積立額
の損金算入額
中部国際空港整備準備金積立額の損
金算入額

所得金額再差引計 　㉔－㉕－㉖

再投資等準備金積立額の損金算入額

合計 ㉗－㉘－㉙－㉚－㉛－－＋－

外
国
の
事
業
に
帰
属
す
る
所
得

外国における事務所又は事業所の期
末の従業者数

鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ
て算定した所得

生産品の収入金額又は生産品の収入
金額から買鉱価格を差し引いた金額

鉱産税の課税標準であるべき鉱物の
価額

期 末 の 総 従 業 者 数

外 国 か ら 生 ず る 事 業 所 得
（⑯＋⑩）×／

鉱 物 の 掘 採 事 業 の 所 得
×／

鉱
物
の
掘
採
事
業
の
所
得

備

考

兆 十億 百万 千 円

損金の額又は個別帰属損金額に算入した
分配時調整外国税相当額

損金の額又は個別帰属損金額に算入した
所得税額及び復興特別所得税額

損金の額又は個別帰属損金額に算入した
海外投資等損失準備金勘定への繰入額
損金の額又は個別帰属損金額に算入した
外国法人税の額
益金の額又は個別帰属益金額に算入した中間申告又は連結中
間申告における繰戻しによる還付に係る災害損失欠損金額
非適格の合併等又は残余財産の全部分
配等による移転資産等の譲渡利益額

益金の額又は個別帰属益金額に算入した
海外投資等損失準備金勘定からの戻入額
外国の事業に帰属する所得以外の所得
に対して課された外国法人税の額
外国の事業に帰属する所得に対して課
された外国法人税の額
特定目的会社又は投資法人の支払配当
の損金算入額
特定目的信託及び特定投資信託に係る
利益又は収益の分配の額の損金算入額
非適格の合併等又は残余財産の全部分
配等による移転資産等の譲渡損失額

円

人所得金額（法人税の明細書（別表４）の（３４））又は個別所得
金額（法人税の明細書（別表４の２付表）の（４２））

第１号・第３号

特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として
出資をした場合の特別勘定取崩額の益金算入額
特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として
出資をした場合の特別勘定繰入額の損金算入額

法人番号

第
六
号
様
式
別
表
五
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

二]

別
紙



※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法 人 名

所 得 金 額 に 関 す る 計 算 書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
所 得 金 額 の 計 算 非 課 税 所 得 の 区 分 計 算

加

算

減

算

非
課
税
等
所
得

林 業 に 係 る 所 得

鉱 物 の 掘 採 事 業 に 係 る 所 得

社会保険等に係る医療の所得

農事組合法人の農業に係る所得

小 計

小 計

小 計

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

㉑

㉒

㉓

㉔

㉕

㉖

㉗

㉘

㉙

㉚

㉛

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

仮 計 ①＋⑧－⑮

再 仮 計 ⑯－⑰

外 国 の 事 業 に 帰 属 す る 所 得

所得金額差引計 ⑱－㉓
繰越欠損金額等又は災害損失金額の
当期控除額
債務免除等があった場合の欠損金額
等の当期控除額

新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費
の特別控除額
農業経営基盤強化準備金積立額の損
金算入額
農用地等を取得した場合の圧縮額の
損金算入額
関西国際空港用地整備準備金積立額
の損金算入額
中部国際空港整備準備金積立額の損
金算入額

所得金額再差引計 　㉔－㉕－㉖

再投資等準備金積立額の損金算入額

合計 ㉗－㉘－㉙－㉚－㉛－32－33＋34－35

外
国
の
事
業
に
帰
属
す
る
所
得

外国における事務所又は事業所の期
末の従業者数

鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ
て算定した所得

生産品の収入金額又は生産品の収入
金額から買鉱価格を差し引いた金額

鉱産税の課税標準であるべき鉱物の
価額

期 末 の 総 従 業 者 数

外 国 か ら 生 ず る 事 業 所 得
（⑯＋⑩）×37／38

鉱 物 の 掘 採 事 業 の 所 得
40×42／41

鉱
物
の
掘
採
事
業
の
所
得

備

考

兆 十億 百万 千 円

損金の額又は個別帰属損金額に算入した
分配時調整外国税相当額

損金の額又は個別帰属損金額に算入した
所得税額及び復興特別所得税額

損金の額又は個別帰属損金額に算入した
海外投資等損失準備金勘定への繰入額
損金の額又は個別帰属損金額に算入した
外国法人税の額
益金の額又は個別帰属益金額に算入した中間申告又は連結中
間申告における繰戻しによる還付に係る災害損失欠損金額
非適格の合併等又は残余財産の全部分
配等による移転資産等の譲渡利益額

益金の額又は個別帰属益金額に算入した
海外投資等損失準備金勘定からの戻入額
外国の事業に帰属する所得以外の所得
に対して課された外国法人税の額
外国の事業に帰属する所得に対して課
された外国法人税の額
特定目的会社又は投資法人の支払配当
の損金算入額
特定目的信託及び特定投資信託に係る
利益又は収益の分配の額の損金算入額
非適格の合併等又は残余財産の全部分
配等による移転資産等の譲渡損失額

円

人所得金額（法人税の明細書（別表４）の（３４））又は個別所得
金額（法人税の明細書（別表４の２付表）の（４２））

第１号・第３号・第４号

特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として
出資をした場合の特別勘定取崩額の益金算入額
特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として
出資をした場合の特別勘定繰入額の損金算入額

法人番号

第
六
号
様
式
別
表
五
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

三]

別
紙



第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

年 月 日から

年 月 日まで

事 業
年 度

法 人 名

付加価値額及び資本金等の額の計算書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）

付 加 価 値 額 の 計 算

１．付加価値額及び資本金等の額の計算

資 本 金 等 の 額 の 計 算

収
益
配
分
額
の
計
算

除
額
の
計
算

雇
用
安
定
控

q

w

e

r

t

y

u

i

o

!0

!1

!2

!3

!4

!5

!6

!7

!8

!9

@1

@2

@3

@4

@0

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

人

純支払利子
別表５の２の２#4又は別表５の４e

報酬給与額
別表５の２の２#3又は別表５の３!2

純支払賃借料
別表５の２の２#5又は別表５の５e

収益配分額
①＋②＋e

付加価値額
r＋t

収益配分額のうちに報酬給与額の占める割合
q／r

r×
  ７０

　　１００
雇用安定控除額

q－i

雇用者給与等支給増加額
別表５の６#4又は別表５の６の２@9

国内における所得等課税事業に係る
期末の従業者数
国内における収入金額等課税事業に係る
期末の従業者数
計

@1＋@2

課税標準となる資本金等の額
@0又は@0×@1／@3若しくは@0×@2／@3

課税標準となる付加価値額
y－o－!0

単年度損益
第６号様式^8又は別表５@4

差引
!4－!5

仮計
!7＋!8＋!9

!6のうち１,０００億円を超え
×  
５０

 ５,０００億円以下の金額 　  １００

控除額計

当該事業年度の月数

!6のうち１,０００億円以下の金額

資本金等の額

％

月

!2× 
!3

　　１２

!6のうち５,０００億円を超え
×  
２５

１兆円以下の金額 　  １００

２．資本金等の額の明細

兆 十億 百万 千 円兆 十億 百万 千 円兆 十億 百万 千 円兆 十億 百万 千 円

差引期末現在の金額　@8
（@5－@6＋@7）

当期中の増加額　@7当期中の減少額　@6期首現在の金額　@5

資 本 金 の 額
又 は 出 資 金 の 額
資本金の額及び資本準備金
の 額 の 合 算 額
法人税の資本金等の額又は
連 結 個 別 資 本 金 等 の 額

期 中 に 金 額 の 増 減 が
あ っ た 場 合 の 理 由 等

区　　分

１

２

３

下表２@8若しくは下表３@8又は別表５の２の３w、
別表５の２の３@3若しくは別表５の２の３@5

別表５の２の３!2、別表５の２の３#0若しくは
別表５の２の３#5又は別表５の２の４!0

法人番号

令和

令和

第１号・第３号

[

四]

別
紙



第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

年 月 日から

年 月 日まで

事 業
年 度

法 人 名

付加価値額及び資本金等の額の計算書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
付 加 価 値 額 の 計 算

１．付加価値額及び資本金等の額の計算

資 本 金 等 の 額 の 計 算

収
益
配
分
額
の
計
算

除
額
の
計
算

雇
用
安
定
控

q

w

e

r

t

y

u

i

o

!0

!1

!2

!3

!4

!5

!6

!7

!8

!9

@1

@2

@4

@3

@5

@0

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

人

純支払利子
別表５の２の２#4又は別表５の４e

報酬給与額
別表５の２の２#3又は別表５の３!2

純支払賃借料
別表５の２の２#5又は別表５の５e

収益配分額
①＋②＋e

付加価値額
r＋t

収益配分額のうちに報酬給与額の占める割合
q／r

r×
  ７０

　　１００
雇用安定控除額

q－i

雇用者給与等支給増加額
別表５の６#4、別表５の６の２@9又は別表５の６の３%0

国内における所得等課税事業に係る
期末の従業者数
国内における収入金額等課税事業に係る
期末の従業者数
国内における特定ガス供給業に係る
期末の従業者数
計

@1＋@2＋@3

課税標準となる資本金等の額
@0又は@0×@1／@4、@0×@2／@44若しくは@0×@3／@4

課税標準となる付加価値額
y－o－!0

単年度損益
第６号様式^8又は別表５@4

差引
!4－!5

仮計
!7＋!8＋!9

!6のうち１,０００億円を超え
×  
５０

 ５,０００億円以下の金額 　  １００

控除額計

当該事業年度の月数

!6のうち１,０００億円以下の金額

資本金等の額

％

月

!2× 
!3

　　１２

!6のうち５,０００億円を超え
×  
２５

１兆円以下の金額 　  １００

２．資本金等の額の明細

兆 十億 百万 千 円兆 十億 百万 千 円兆 十億 百万 千 円兆 十億 百万 千 円

差引期末現在の金額　@9
（@6－@7＋@8）

当期中の増加額　@8当期中の減少額　@7期首現在の金額　@6

資 本 金 の 額
又 は 出 資 金 の 額
資本金の額及び資本準備金
の 額 の 合 算 額
法人税の資本金等の額又は
連 結 個 別 資 本 金 等 の 額

期 中 に 金 額 の 増 減 が
あ っ た 場 合 の 理 由 等

区　　分

１

２

３

下表２@9若しくは下表３@9又は別表５の２の３w、
別表５の２の３!9、別表５の２の３@3若しくは別表５の２の３@5

別表５の２の３!2、別表５の２の３#0若しくは
別表５の２の３#5又は別表５の２の４!0

法人番号

令和

令和

第１号・第３号・第４号

]
[

別
紙
五



整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

申告年月日

差引期末現在の金額当期中の増加額当期中の減少額期首現在の金額

２５

２６

２７

事業年度

２４１

４９

３７

４４２５

４３３８

１２

５５５０

５６ ６９

予備

Ａ

B

１２
B

０１

０２

１２

０３

１３

０４

１４

０５

１５

０６

１６

０７

１７

０８

１８

０９

１９

２０

２１

２２

２３

２４

１０

１１

１５ ２９２８ ４３４２ ５７５６ ７０１３

法人番号

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

六]

別
紙



整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

申告年月日

差引期末現在の金額当期中の増加額当期中の減少額期首現在の金額

２６

２７

２８

事業年度

２４１

４９

３７

４４２５

４３３８

１２

５５５０

５６ ６９

予備

Ａ

B

１２
B

０１

０２

１２

０３

１３

０４

１４

０５

１５

０６

１６

０７

１７

０８

１８

０９

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

１０

１１

１５ ２９２８ ４３４２ ５７５６ ７０１３

法人番号

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

七]

別
紙



※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

付 加 価 値 額 に 関 す る 計 算 書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
１．付加価値額の総額の計算

q

w

e

兆 十億 百万 千 円報酬給与額
別表５の３!2

純支払利子
別表５の４e

純支払賃借料
別表５の５e

r

t

兆 十億 百万 千 円単年度損益
別表５⑯ 

付加価値額
q＋w＋e＋r

４．報酬給与額等の計算

#3

#4

兆 十億 百万 千 円報酬給与額
q－y－@2

純支払利子
w－u－@3

#5
兆 十億 百万 千 円純支払賃借料

e－i－@4

２．外国の事業に帰属する付加価値額の計算

３．非課税事業に係る報酬給与額等の計算

y

u

i

o

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

外国の事業に帰属する報酬給与額

外国の事業に帰属する純支払利子

外国の事業に帰属する純支払賃借料

外国の事業に帰属する単年度損益
別表５⑰

!0

!1

!2

兆 十億 百万 千 円

人

円

外国の事業に帰属する付加価値額
y＋u＋i＋o

外国の事業に帰属する付加価値額の計算方
法 区分計算・従業者数按分

外国における事務所又は事業所の期末の従
業者数

期末の総従業者数

林

　
　業

鉱
物
の
掘
採
事
業
農
事
組
合
法
人
の
行
う
農
業

非
課
税
事
業
計

!3

!4

!5

!6

!7

!8

!9

@0

@1

@2

@3

@4

報酬給与額

純支払利子

純支払賃借料

純支払利子

純支払賃借料
鉱物の掘採事業に係る報酬給与額

@5×@9／@8

報酬給与額

純支払利子

純支払賃借料

報酬給与額
!3＋!6＋!9

純支払利子
!4＋!7＋@0

純支払賃借料
!5＋!8＋@1

報酬給与額

鉱
物
の
掘
採
事
業
に
係
る
報
酬
給
与
額
等

@5

@6

@7

@8

@9

#0

#1

#2

鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ
て算定した報酬給与額
鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ
て算定した純支払利子
鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ
て算定した純支払賃借料

鉱産税の課税標準であるべき鉱物の
価額

鉱物の掘採事業に係る純支払利子
@6×@9／@8

鉱物の掘採事業に係る純支払賃借料
@7×@9／@8

生産品の収入金額又は生産品の収入
金額から買鉱価格を差し引いた金額

法 人 名

第１号・第３号

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

八]

別
紙



※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

付 加 価 値 額 に 関 す る 計 算 書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
１．付加価値額の総額の計算

q

w

e

兆 十億 百万 千 円報酬給与額
別表５の３!2

純支払利子
別表５の４e

純支払賃借料
別表５の５e

r

t

兆 十億 百万 千 円単年度損益
別表５⑯ 

付加価値額
q＋w＋e＋r

４．報酬給与額等の計算

#3

#4

兆 十億 百万 千 円報酬給与額
q－y－@2

純支払利子
w－u－@3

#5
兆 十億 百万 千 円純支払賃借料

e－i－@4

２．外国の事業に帰属する付加価値額の計算

３．非課税事業に係る報酬給与額等の計算

y

u

i

o

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

外国の事業に帰属する報酬給与額

外国の事業に帰属する純支払利子

外国の事業に帰属する純支払賃借料

外国の事業に帰属する単年度損益
別表５⑰

!0

!1

!2

兆 十億 百万 千 円

人

円

外国の事業に帰属する付加価値額
y＋u＋i＋o

外国の事業に帰属する付加価値額の計算方
法 区分計算・従業者数按分

外国における事務所又は事業所の期末の従
業者数

期末の総従業者数

林

　
　業

鉱
物
の
掘
採
事
業
農
事
組
合
法
人
の
行
う
農
業

非
課
税
事
業
計

!3

!4

!5

!6

!7

!8

!9

@0

@1

@2

@3

@4

報酬給与額

純支払利子

純支払賃借料

純支払利子

純支払賃借料
鉱物の掘採事業に係る報酬給与額

@5×@9／@8

報酬給与額

純支払利子

純支払賃借料

報酬給与額
!3＋!6＋!9

純支払利子
!4＋!7＋@0

純支払賃借料
!5＋!8＋@1

報酬給与額

鉱
物
の
掘
採
事
業
に
係
る
報
酬
給
与
額
等

@5

@6

@7

@8

@9

#0

#1

#2

鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ
て算定した報酬給与額
鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ
て算定した純支払利子
鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ
て算定した純支払賃借料

鉱産税の課税標準であるべき鉱物の
価額

鉱物の掘採事業に係る純支払利子
@6×@9／@8

鉱物の掘採事業に係る純支払賃借料
@7×@9／@8

生産品の収入金額又は生産品の収入
金額から買鉱価格を差し引いた金額

法 人 名

第１号・第３号・第４号

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
二
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

九]

別
紙



法附則第９条第１項関係

法 附 則 第 ９ 条 第 ４ 項 か ら 第 ７ 項 関 係

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

資 本 金 等 の 額 に 関 す る 計 算 書

収入金額課税事業（法第７２条の２第１項第２号に掲げる事業）を併せて行う法人

法第７２条の２１第１項第１号から第３号及び同条第２項関係

特 定 内 国 法 人 又 は 非 課 税 事 業 を 併 せ て 行 う 法 人

q

w

兆 十億 百万 千 円 人

収入金額課税事業以外の事業に係る資本金等の額
q×e／r

e

r

収入金額課税事業以外の事業に係る期末の
従業者数

期末の総従業者数

t

y

u

i

o

!0

!2

兆 十億 百万 千 円

％

月数按分後の資本金等の額
別表５の２!4

特定子会社の株式又は出資に係る控除額
別表５の２の４!0

差引
t－y

外国の事業に係る控除額
（u×別表５の２の２!0／同表t）

又は（u×別表５の２の２!1／同表!2）

再差引
u－i

非課税事業に係る控除額
o×!4／!5

!1
課税標準の特例に係る控除額

#0

控除額計
y＋i＋!0＋!1

!3
特定内国法人の付加価値額の総額に占める
国内の事業に帰属する付加価値額の割合
（別表５の２の２t－同表!0）／同表t

人
!4国内における非課税事業に係る期末の従業

者数

!5国内における事務所又は事業所の期末の従
業者数

特定内国法人

非課税事業を併せて行う法人

１．内国法人の資本金等の額に関する計算

!6

!7

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

資本金等の額
別表５の２下表３@8

法第７２条の２１第１項第１号に係る加算

!8

!9

@0

@1

@3

法第７２条の２１第１項第２号及び第３号に係る控除

仮計
!6＋!7－!8

資本金の額
別表５の２下表１@8

資本準備金の額

@2

!9と@2のいずれか大きい額

仮計
@0＋@1

@7課税標準の特例に係る控除割合

@8未収金の帳簿価額

@6

@5

@4

月数按分後の資本金等の額
別表５の２!4又は（o－!0）

資本金の額
別表５の２下表１@8

法附則第９条第１項に係る額
@4×２

@9

円

#0

総資産価額

課税標準の特例に係る控除額
（@6×@7）又は（@6×@8／@9）

２．特例適用対象法人等の資本金等の額に関する計算

#1

#2

#3

#4

#5

兆 十億 百万 千 円 人月数按分後の資本金等の額
別表５の２!4

外国の事業に係る控除額
#1×#6／#7

差引
#1－#2

非課税事業又は収入金額課税事業に係る控除額
#3×#8／#9

控除額計
#2＋#4

#7期末の総従業者数

#6外国における事務所又は事業所の期末の従
業者数

人
#8国内における非課税事業又は収入金額課税

事業に係る期末の従業者数

#9国内における事務所又は事業所の期末の従
業者数

非課税事業又は収入金額課税事業を併せて行う法人

３．外国法人の資本金等の額に関する計算

法 人 名

法人番号

資本金等の額
別表５の２下表３@8又は@3若しくは@5

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

十]

別
紙



法附則第９条第１項関係

法附則第９条第４項から第７項まで及び第１７項関係

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

資 本 金 等 の 額 に 関 す る 計 算 書

収入金額課税事業（法第７２条の２第１項第２号に掲げる事業）を併せて行う法人

法第７２条の２１第１項各号及び第２項関係

特 定 内 国 法 人 又 は 非 課 税 事 業 を 併 せ て 行 う 法 人

q

w

兆 十億 百万 千 円 人

収入金額課税事業以外の事業に係る資本金等の額
q×e／r

e

r

収入金額課税事業以外の事業に係る期末の
従業者数

期末の総従業者数

t

y

u

i

o

!0

!2

兆 十億 百万 千 円

％

月数按分後の資本金等の額
別表５の２!4

特定子会社の株式又は出資に係る控除額
別表５の２の４!0

差引
t－y

外国の事業に係る控除額
（u×別表５の２の２!0／同表t）

又は（u×別表５の２の２!1／同表!2）

再差引
u－i

非課税事業に係る控除額
o×!4／!5

!1
課税標準の特例に係る控除額

#0

控除額計
y＋i＋!0＋!1

!3
特定内国法人の付加価値額の総額に占める
国内の事業に帰属する付加価値額の割合
（別表５の２の２t－同表!0）／同表t

人
!4国内における非課税事業に係る期末の従業

者数

!5国内における事務所又は事業所の期末の従
業者数

特定内国法人

非課税事業を併せて行う法人

１．内国法人の資本金等の額に関する計算

!6

!7

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

資本金等の額
別表５の２下表３@9

法第７２条の２１第１項第１号に係る加算

!8

!9

@0

@1

@3

法第７２条の２１第１項第２号及び第３号に係る控除

仮計
!6＋!7－!8

資本金の額
別表５の２下表１@9

資本準備金の額

@2

!9と@2のいずれか大きい額

仮計
@0＋@1

@7課税標準の特例に係る控除割合

@8未収金の帳簿価額

@6

@5

@4

月数按分後の資本金等の額
別表５の２!4又は（o－!0）

資本金の額
別表５の２下表１@9

法附則第９条第１項に係る額
@4×２

@9

円

#0

総資産価額

課税標準の特例に係る控除額
（@6×@7）又は（@6×@8／@9）

２．特例適用対象法人等の資本金等の額に関する計算

#1

#2

#3

#4

#5

兆 十億 百万 千 円 人月数按分後の資本金等の額
別表５の２!4

外国の事業に係る控除額
#1×#6／#7

差引
#1－#2

非課税事業又は収入金額課税事業に係る控除額
#3×#8／#9

控除額計
#2＋#4

#7期末の総従業者数

#6外国における事務所又は事業所の期末の従
業者数

人
#8国内における非課税事業又は収入金額課税

事業に係る期末の従業者数

#9国内における事務所又は事業所の期末の従
業者数

非課税事業又は収入金額課税事業を併せて行う法人

３．外国法人の資本金等の額に関する計算

法 人 名

法人番号

資本金等の額
別表５の２下表３@9又は@3若しくは@5

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

十
一]

別
紙



※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

報 酬 給 与 額 に 関 す る 明 細 書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
役 員 又 は 使 用 人 に 対 す る 給 与

役 員 又 は 使 用 人 の た め に 支 出 す る 掛 金 等

労 働 者 派 遣 等 に 係 る 金 額 の 計 算

兆 十億 百万 千 円

１ 円
退職金共済制度に基づく掛金

円適格年金返還金額のうち厚生年金基金への
事業主払込相当額

２確定給付企業年金に係る規約に基づく掛金
又は保険料

１１
適格年金返還金額のうち確定給付企業年金
基金への事業主払込相当額

３企業型年金規約に基づく事業主掛金

個人型年金規約に基づく掛金

１２
適格年金返還金額のうち他の適格年金への
事業主払込相当額

４
勤労者財産形成給付金契約に基づく信託金
等

１３
適格年金返還金額のうち特定退職金共済へ
の事業主払込相当額

５

勤労者財産形成基金契約に基づく信託金等

１４
適格年金の要留保額移管の場合における資
産価額相当額

６
厚生年金基金の事業主負担の掛金及び徴収
金　　　　　　　　　　　　　　　８－９

９

１０適格退職年金契約に基づく掛金及び保険料

④小計　１＋２＋３＋４＋５＋６＋７＋１０ 計　（④－⑤）
兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

⑥

兆 十億 百万 千 円

⑫報酬給与額の計算
　　　　（③＋⑥＋⑧＋⑪）

１５
適格年金返還金額のうち企業型年金の個人
別管理資産への事業主払込相当額

７
事業主として負担する掛金及び負担金の
総額

１６

１７適格年金返還金額のうち企業型年金の過去
勤務債務等に充てる事業主払込相当額

８

代行相当部分

⑤小計　１１＋１２＋１３＋１４＋１５＋１６＋１７

⑦
兆 十億 百万 千 円派遣元に支払う金額の合計

別表５の３の２①

労働者派遣等を受けた法人 労働者派遣等をした法人

⑧⑦×７５　 １００

兆 十億 百万 千 円

円人

③

②

①

計
（①＋②）

加算又は減算

小　計

事務所又は事業所

名称 所在地

期 末 の
従 業 者 数 給与の額 備　考

⑨
兆 十億 百万 千 円派遣労働者等に支払う報酬給与額の合計

別表５の３の２②

⑩派遣先から支払を受ける金額の合計
別表５の３の２③

⑪⑨－ ⑩×７５　　 　 １００

第１号・第３号

法 人 名

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

十
二]

別
紙



※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

報 酬 給 与 額 に 関 す る 明 細 書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
役 員 又 は 使 用 人 に 対 す る 給 与

役 員 又 は 使 用 人 の た め に 支 出 す る 掛 金 等

労 働 者 派 遣 等 に 係 る 金 額 の 計 算

兆 十億 百万 千 円

１ 円
退職金共済制度に基づく掛金

円適格年金返還金額のうち厚生年金基金への
事業主払込相当額

２確定給付企業年金に係る規約に基づく掛金
又は保険料

１１
適格年金返還金額のうち確定給付企業年金
基金への事業主払込相当額

３企業型年金規約に基づく事業主掛金

個人型年金規約に基づく掛金

１２
適格年金返還金額のうち他の適格年金への
事業主払込相当額

４
勤労者財産形成給付金契約に基づく信託金
等

１３
適格年金返還金額のうち特定退職金共済へ
の事業主払込相当額

５

勤労者財産形成基金契約に基づく信託金等

１４
適格年金の要留保額移管の場合における資
産価額相当額

６
厚生年金基金の事業主負担の掛金及び徴収
金　　　　　　　　　　　　　　　８－９

９

１０適格退職年金契約に基づく掛金及び保険料

④小計　１＋２＋３＋４＋５＋６＋７＋１０ 計　（④－⑤）
兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

⑥

兆 十億 百万 千 円

⑫報酬給与額の計算
　　　　（③＋⑥＋⑧＋⑪）

１５
適格年金返還金額のうち企業型年金の個人
別管理資産への事業主払込相当額

７
事業主として負担する掛金及び負担金の
総額

１６

１７適格年金返還金額のうち企業型年金の過去
勤務債務等に充てる事業主払込相当額

８

代行相当部分

⑤小計　１１＋１２＋１３＋１４＋１５＋１６＋１７

⑦
兆 十億 百万 千 円派遣元に支払う金額の合計

別表５の３の２①

労働者派遣等を受けた法人 労働者派遣等をした法人

⑧⑦×７５　 １００

兆 十億 百万 千 円

円人

③

②

①

計
（①＋②）

加算又は減算

小　計

事務所又は事業所

名称 所在地

期 末 の
従 業 者 数 給与の額 備　考

⑨
兆 十億 百万 千 円派遣労働者等に支払う報酬給与額の合計

別表５の３の２②

⑩派遣先から支払を受ける金額の合計
別表５の３の２③

⑪⑨－ ⑩×７５　　 　 １００

第１号・第３号・第４号

法 人 名

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）[

別
紙

]

十
三



事業

年度

氏名又は名称 住所又は所在地 労働時間数

計

派遣元に支払う金額

労 働 者 派 遣 等 を 受 け た 法 人

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人

人

時間

備　　考

備　　考

派遣をした者（派遣元） 派遣人数

・ ・

・ ・

法
人
名

q

円

労働時間数

派遣人数

氏名又は名称 住所又は所在地
派 遣 先 か ら
支払を受ける金額

派遣労働者等に支払う
報　酬　給　与　額

派遣を受けた者（派遣先）

w e

円円

計

人

時間

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
の
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）
　

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号

労働者派遣等に関する明細書
[

十
四]

別
紙



事業

年度

氏名又は名称 住所又は所在地 労働時間数

計

派遣元に支払う金額

労 働 者 派 遣 等 を 受 け た 法 人

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人

人

時間

備　　考

備　　考

派遣をした者（派遣元） 派遣人数

・ ・

・ ・

法
人
名

q

円

労働時間数

派遣人数

氏名又は名称 住所又は所在地
派 遣 先 か ら
支払を受ける金額

派遣労働者等に支払う
報　酬　給　与　額

派遣を受けた者（派遣先）

w e

円円

計

人

時間

第
六
号
様
式
別
表
五
の
三
の
二
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）
　

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号・第４号

労働者派遣等に関する明細書
[

別
紙

]

十
五



氏名又は名称
区　分

住所又は所在地

計

借入金等の期末現在高

支 払 利 子

円円

①

備　　考期中の支払利子額借　　　入　　　先

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

法 人 名

純支払利子に関する明細書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）

兆 十億 百万 千 円

氏名又は名称
区　分

住所又は所在地

計

純支払利子の計算（①－②）

貸付金等の期末現在高

受 取 利 子

円円

②

③

備　　考期中の受取利子額貸　　　付　　　先

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

第
六
号
様
式
別
表
五
の
四
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第１号・第３号

[

十
六]

別
紙



氏名又は名称
区　分

住所又は所在地

計

借入金等の期末現在高

支 払 利 子

円円

①

備　　考期中の支払利子額借　　　入　　　先

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

法 人 名

純支払利子に関する明細書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）

兆 十億 百万 千 円

氏名又は名称
区　分

住所又は所在地

計

純支払利子の計算（①－②）

貸付金等の期末現在高

受 取 利 子

円円

②

③

備　　考期中の受取利子額貸　　　付　　　先

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

第
六
号
様
式
別
表
五
の
四
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第１号・第３号・第４号

[

別
紙

]

十
七



所　　在　　地 住所又は所在地

計

支 払 賃 借 料

円

①

備　　考契　約　期　間 期中の支払賃借料
貸主の氏名又は名称土 地 の 用 途 又 は

家屋の用途若しくは名称

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

純支払賃借料に関する明細書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）

兆 十億 百万 千 円

純支払賃借料の計算（①－②）

受 取 賃 借 料

③

兆 十億 百万 千 円

所　　在　　地 住所又は所在地

計

円

②

備　　考契　約　期　間 期中の受取賃借料
借主の氏名又は名称土 地 の 用 途 又 は

家屋の用途若しくは名称

兆 十億 百万 千 円

法 人 名

・ ・
・ ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・

・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・
・　　  ・

第
六
号
様
式
別
表
五
の
五
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第１号・第３号

[

十
八]

別
紙



所　　在　　地 住所又は所在地

計

支 払 賃 借 料

円

①

備　　考契　約　期　間 期中の支払賃借料
貸主の氏名又は名称土 地 の 用 途 又 は

家屋の用途若しくは名称

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

純支払賃借料に関する明細書（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）

兆 十億 百万 千 円

純支払賃借料の計算（①－②）

受 取 賃 借 料

③

兆 十億 百万 千 円

所　　在　　地 住所又は所在地

計

円

②

備　　考契　約　期　間 期中の受取賃借料
借主の氏名又は名称土 地 の 用 途 又 は

家屋の用途若しくは名称

兆 十億 百万 千 円

法 人 名

・ ・
・ ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・

・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・
・　　 ・

第
六
号
様
式
別
表
五
の
五
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
ロ
ー
ズ
色
）
（
第
五
条
関
係
）

第１号・第３号・第４号

[

別
紙

]

十
九



新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合 の 計 算

控 除 対 象 新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人 の 計 算

付 加 価 値 額 か ら 控 除 す る 額 の 計 算

国内新規雇用者に対する給与等の支給額、調整雇用者給与等支給額及び新規雇用者給与等支給額の明細

事業税を課されない事業等、所得等課税事業又は収入金額等課税事業のうち複数の事業を併せて行う法人の計算

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

第
六
号
様
式
別
表
五
の
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
）
（
第
五
条
関
係
）

事業

年度

法
人
名

給 与 等 の 支 給 額 が 増 加 し た 場 合 の
付 加 価 値 額 の 控 除 に 関 す る 明 細 書

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号

・ ・

・ ・

報 酬 給 与 額
別表５の３⑫

報 酬 給 与 額
別表５の２①

雇 用 安 定 控 除 額
別表５の２⑨

派遣労働者等に支払う報酬給与額
の 合 計 　　　　　　別表５の３⑨

派 遣 先 か ら 支 払 を 受 け る 金 額
の 合 計 　　　　　　別表５の３⑩

⑥のうち所得等課税事業に係る額
又は⑥×㉘／㉚

⑥のうち収入金額等課税事業に
係る額又は⑥×㉙／㉚

控 除 対 象 額 　 ⑨×㉕／⑥、
㉔×㉕／⑥、⑨×㉖／⑥又は㉔×㉖／⑥

新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（⑫の１）－（⑫の２）＋（⑫の３）

国内新規雇用者に対する給与等の支給額
（⑪の１）－（⑪の２）
（マイナスの場合は０）

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（⑩の１）－（⑩の２）
（マイナスの場合は０）

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（（⑮の１）－（⑮の２））× ⑭

（マイナスの場合は０）

新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額
⑲

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
⑱

国内雇用者に対する給与等の支給額

同上のうち国内新規雇用者に係る金額

同上のうち一般被保険者に係る金額

国内雇用者に対する給与等の支給額

同上のうち国内新規雇用者に係る金額

同上のうち一般被保険者に係る金額

前事業年度又は前連結事業年度
・ ・
・ ・

新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
① － ②

（マイナスの場合は０）
新規雇用者給与等支給増加割合

③ ／ ②
（②＝０の場合は０）

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
⑥ － ⑦

（マイナスの場合は０）

控除対象新規雇用者給与等支給額
⑤と⑧のうち少ない金額

新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額
（（⑰の１）－（⑰の２）＋（⑰の３））× ⑭

（マイナスの場合は０）

㉑又は（㉒×75％）のうち小さい額

控 除 対 象 額
⑨ × ⑳ ／（⑳ ＋ ㉓）

適 用 年 度 の 月 数

⑬の前事業年度又は前連結事業年度の月数

給 与 等 の 支 給 額 １ の 給 与 等 に 充 て る た め 他
の 者 か ら 支 払 を 受 け る 金 額 ２のうち雇用安定助成金額

１ ２ ３

給 与 等 の 支 給 額 １ の 給 与 等 に 充 て る た め 他
の 者 か ら 支 払 を 受 け る 金 額 ２のうち雇用安定助成金額

１ ２ ３

国 内 に お け る 所 得 等 課 税
事 業 に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

国 内 に お け る 収 入 金 額 等 課 税
事 業 に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

国 内 に お け る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 期 末 の 従 業 者 数

雇 用 安 定 控 除 調 整 率
（㉛ － 32）／ ㉛

付 加 価 値 額 か ら の 控 除 額
⑨ × 33 、 ㉔ × 33 又は ㉗ × 33

①

②

⑤

⑥

③

④

⑧

⑨

⑦

⑩

⑪

⑫

⑮

⑯

⑰

⑱

⑳

㉑

⑲

㉓

㉔

㉒

㉕

㉖

㉗

㉛

32

㉘

㉙

㉚

33

34

⑬ ⑭

円

円

円

円

円 円

円

円 円

円

円

人

円

円

円

円

円

[
]

別
紙



新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合 の 計 算

控 除 対 象 新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人 の 計 算

付 加 価 値 額 か ら 控 除 す る 額 の 計 算

国内新規雇用者に対する給与等の支給額、調整雇用者給与等支給額及び新規雇用者給与等支給額の明細

事業税を課されない事業等、所得等課税事業又は収入金額等課税事業のうち複数の事業を併せて行う法人の計算

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

第
六
号
様
式
別
表
五
の
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
）
（
第
五
条
関
係
）

事業

年度

法
人
名

国内新規雇用者に対する給与等の支給額が
増加した場合の付加価値額の控除に関する明細書

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号

・ ・

・ ・

報 酬 給 与 額
別表５の３⑫

報 酬 給 与 額
別表５の２①

雇 用 安 定 控 除 額
別表５の２⑨

派遣労働者等に支払う報酬給与額
の 合 計 　　　　　　別表５の３⑨

派 遣 先 か ら 支 払 を 受 け る 金 額
の 合 計 　　　　　　別表５の３⑩

⑥のうち所得等課税事業に係る額
又は⑥×㉘／㉚

⑥のうち収入金額等課税事業に
係る額又は⑥×㉙／㉚

控 除 対 象 額 　 ⑨×㉕／⑥、
㉔×㉕／⑥、⑨×㉖／⑥又は㉔×㉖／⑥

新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（⑫の１）－（⑫の２）＋（⑫の３）

国内新規雇用者に対する給与等の支給額
（⑪の１）－（⑪の２）
（マイナスの場合は０）

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（⑩の１）－（⑩の２）
（マイナスの場合は０）

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（（⑮の１）－（⑮の２））× ⑭

（マイナスの場合は０）

新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額
⑲

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
⑱

国内雇用者に対する給与等の支給額

同上のうち国内新規雇用者に係る金額

同上のうち一般被保険者に係る金額

国内雇用者に対する給与等の支給額

同上のうち国内新規雇用者に係る金額

同上のうち一般被保険者に係る金額

前事業年度又は前連結事業年度
・ ・
・ ・

新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
① － ②

（マイナスの場合は０）
新規雇用者給与等支給増加割合

③ ／ ②
（②＝０の場合は０）

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
⑥ － ⑦

（マイナスの場合は０）

控除対象新規雇用者給与等支給額
⑤と⑧のうち少ない金額

新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額
（（⑰の１）－（⑰の２）＋（⑰の３））× ⑭

（マイナスの場合は０）

㉑ と（㉒×75％）のうち少ない金額

控 除 対 象 額
⑨ × ⑳ ／（⑳ ＋ ㉓）

適 用 年 度 の 月 数

⑬の前事業年度又は前連結事業年度の月数

給 与 等 の 支 給 額 １ の 給 与 等 に 充 て る た め 他
の 者 か ら 支 払 を 受 け る 金 額 ２のうち雇用安定助成金額

１ ２ ３

給 与 等 の 支 給 額 １ の 給 与 等 に 充 て る た め 他
の 者 か ら 支 払 を 受 け る 金 額 ２のうち雇用安定助成金額

１ ２ ３

国 内 に お け る 所 得 等 課 税
事 業 に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

国 内 に お け る 収 入 金 額 等 課 税
事 業 に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

国 内 に お け る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 期 末 の 従 業 者 数

雇 用 安 定 控 除 調 整 率
（㉛ － 32）／ ㉛

付 加 価 値 額 か ら の 控 除 額
⑨ × 33 、 ㉔ × 33 又は ㉗ × 33

①

②

⑤

⑥

③

④

⑧

⑨

⑦

⑩

⑪

⑫

⑮

⑯

⑰

⑱

⑳

㉑

⑲

㉓

㉔

㉒

㉕

㉖

㉗

㉛

32

㉘

㉙

㉚

33

34

⑬ ⑭

円

円

円

円

円 円

円

円 円

円

円

人

円

円

円

円

円

[

二

]
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紙



第
六
号
様
式
別
表
五
の
六
の
三
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
）
（
第
五
条
関
係
）

事業

年度

法
人
名

給 与 等 の 支 給 額 が 増 加 し た 場 合 の
付 加 価 値 額 の 控 除 に 関 す る 明 細 書

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号・第４号

・ ・

・ ・

期末現在の資本金の額又は出資金の額

期末現在の常時使用する従業員の数

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（33の１）

継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額
（33の２）又は（33の３）

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
④ － ⑤（マイナスの場合は０）

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合
⑥ ／ ⑤（⑤＝０の場合は０）

円

円

円

報　酬　給　与　額
別表５の２①

雇 用 安 定 控 除 額
別表５の２⑨

雇 用 安 定 控 除 調 整 率
（47 － 48）／ 47

付 加 価 値 額 か ら の 控 除 額
⑭ × 49 、 38 × 49 又は 42 × 49

円

円

雇 用 者 給 与 等 支 給 額
⑱

事 業 年 度 等 又 は 連 結 事 業 年 度 等

継続雇用者に対する給与等の支給額

同 上 の 給 与 等 に 充 て る た め
他 の 者 か ら 支 払 を 受 け る 金 額

継続雇用者給与等支給額及び継続雇用者
比較給与等支給額　㉛又は（㉛×32）

差 引
㉘ － ㉙ ＋ ㉚

適 用 年 度 の 月 数
（ ㉗ の ３ ） の 月 数

同 上 の う ち 雇 用 安 定 助 成 金 額

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
㉕

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
⑲

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
㉖

雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
⑧ － ⑨（マイナスの場合は０）

報　酬　給　与　額
別表５の３⑫

派遣労働者等に支払う報酬給与額
の 合 計  別表５の３⑨

派 遣 先 か ら 支 払 を 受 け る 金 額
の 合 計  別表５の３⑩

⑪のうち所得等課税事業に係る額
又は ⑪ × 43 ／ 46

⑪ の う ち 収 入 金 額 等 課 税 事 業 に
係る額又は ⑪ × 44 ／ 46

⑪のうち特定ガス供給業に係る額
又は ⑪ × 45 ／ 46

控除対象額　⑭×39／⑪、38×39／⑪、⑭×40／⑪、
38×40／⑪ 、⑭×41／⑪又は 38×41／⑪

国 内 雇 用 者 に 対 す る
給 与 等 の 支 給 額

：　　：

：　　： ：　　：

⑮の給与等に充てるため他の
者から支払を受ける金額 ⑯のうち雇用安定助成金額 雇 用 者 給 与 等 支 給 額

⑮－⑯＋⑰（マイナスの場合は０）
調整雇用者給与等支給額
⑮－⑯（マイナスの場合は０）

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
⑪ － ⑫（マイナスの場合は０）

控除対象雇用者給与等支給増加額
（⑩と⑬のうち少ない金額）

円

円

円

円

円円

円円円円円

円

35と（36×7 5％）のうち少ない金額

控　除　対　象　額
⑭ × 34／（34 ＋ 37）

円円

国 内 に お け る 所 得 等 課 税
事 業 に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

国 内 に お け る 収 入 金 額 等 課 税
事 業 に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

国 内 に お け る 特 定 ガ ス 供 給
業 に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

国 内 に お け る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 期 末 の 従 業 者 数

人円

人

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合 の 計 算

控 除 対 象 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額 の 計 算

雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人 の 計 算

付 加 価 値 額 か ら 控 除 す る 額 の 計 算

事業税を課されない事業等、所得等課税事業、収入金額等課税事業及び特定ガス供給業のうち２以上の事業を併せて行う法人の計算

前 事 業 年 度 又 は
前 連 結 事 業 年 度

国 内 雇 用 者 に 対 す る
給 与 等 の 支 給 額

適 用 年 度
1

継続雇用者給与等支給額の計算 継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算
前 事 業 年 度 等

2
前一年事業年度特定期間等

3

㉑の給与等に充てるため他の
者から支払を受ける金額 ㉒のうち雇用安定助成金額

円円円

適 用 年 度 の 月 数
⑳の前事業年度又は前連結事業年度の月数

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（㉑ － ㉒ ＋ ㉓）× ㉔（マイナスの場合は０）

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
（㉑ － ㉒ ）× ㉔（マイナスの場合は０）

適 用 可 否
①

②

④

⑤

③

⑥

⑦

47

48

49

50

⑧

㉗

㉘

㉙

㉚

㉛

32

33

⑨

⑪

㉕

㉖

⑫

⑩

34

35

36

39

40

41

42

44

45

46

⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲

⑬

37

43

38

⑭

⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔

[
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第６号様式別表５の６の３記載要領

１ この明細書は、法第72条の２第１項第１号イ若しくは第３号イに掲げる法人又は同項

第４号に掲げる事業を行う法人が、法附則第９条第13項（同条第14項及び第15項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。以下この記載要領において同じ。）又は地方税

法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）附則第１条第５号に掲げる規定によ

る改正前の法附則第９条第13項（同条第15項及び第16項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。以下この記載要領において同じ。）の規定による控除を受ける場合（令

和４年４月１日から令和６年３月31日までの間に開始する各事業年度においてこれらの

規定の適用を受ける場合に限る。）に記載し、事務所又は事業所所在地の道府県知事に

、第６号様式別表５の２に併せて提出すること。

「 第１号
・

２ 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業 となっている箇所については、事業
・

第４号 」

の区分に応じ、「第１号」、「第３号」又は「第４号」のいずれかを○印で囲んで表示

すること。

３ 法第72条の２第１項第１号に掲げる事業、同項第３号に掲げる事業及び同項第４号に

掲げる事業のうち２以上の事業を併せて行う法人にあっては、それぞれの事業に係る「

報酬給与額㉞」から「付加価値額からの控除額㊿」までの各欄の金額等について、計算

の別を明らかにして記載し、それぞれの事業ごとに提出すること。

４ 「適用可否③」の欄は、次に掲げる場合のいずれかに該当する場合に「可」と記載す

ること。

(1) 「期末現在の資本金の額又は出資金の額①」の欄の金額が10億円以上であり、かつ

、「期末現在の常時使用する従業員の数②」の数が1,000人以上である場合で、政令

附則第６条の２第４項に規定する事項を公表している場合（同条第５項に規定する書

類の写しの添付がある場合に該当する場合に限る。）

(2) 「期末現在の資本金の額又は出資金の額①」の欄の金額が10億円未満であり、又は

「期末現在の常時使用する従業員の数②」の数が1,000人未満である場合

５ 「前事業年度又は前連結事業年度⑳」の月数が６月に満たない場合であって、当該月

数が適用年度（租税特別措置法第42条の12の５第３項第４号に規定する適用年度をいう

。以下この記載要領において同じ。）の月数に満たないときは、次に掲げる各欄の記載

に当たっては、それぞれ次に定めるところによること。

(1) 「国内雇用者に対する給与等の支給額㉑」から「㉒のうち雇用安定助成金額㉓」ま

での各欄 租税特別措置法施行令第27条の12の５第18項第２号イに規定する前一年事

業年度（同号イの前事業年度を除く。）又は法人税法施行令等の一部を改正する政令

（令和２年政令第207号）附則第45条の２第３項第２号イに規定する連結事業年度等

（同号イの連結事業年度を除く。）の損金の額に算入される給与等（租税特別措置法

第42条の12の５第３項第３号に規定する給与等をいう。以下この記載要領において同

じ。）の支給額、その給与等に充てるため租税特別措置法第42条の12の５第１項第２

号に規定する他の者から支払を受ける金額又は同条第３項第６号イに規定する雇用安

定助成金額を、各欄の上段にそれぞれ外書として記載すること。

「 適用年度の月数
(2) ㉔ の欄 欄中「⑳の前事業年度又

⑳の前事業年度又は前連結事業年度の月数 」

は前連結事業年度の月数」とあるのは、「前一年事業年度等の月数の合計数又は連結



事業年度等の月数の合計数」として計算すること。

(3) 「比較雇用者給与等支給額㉕」の欄 欄中「㉑－㉒＋㉓」とあるのは、「（㉑＋（

㉑の外書））－（㉒＋（㉒の外書））＋（㉓＋（㉓の外書））」として計算すること

。

(4) 「調整比較雇用者給与等支給額㉖」の欄 欄中「㉑－㉒」とあるのは、「（㉑＋（

㉑の外書））－（㉒＋（㉒の外書））」として計算すること。

６ 租税特別措置法施行令第27条の12の５第19項又は第20項の規定によりみなされた同条

第12項又は第14項の規定の適用を受ける場合における「比較雇用者給与等支給額及び調

整比較雇用者給与等支給額の計算」の各欄の記載に当たっては、次によること。

(1) 「比較雇用者給与等支給額㉕」の欄 租税特別措置法第42条の12の５第３項第10号

に規定する比較雇用者給与等支給額を記載すること。

(2) 「調整比較雇用者給与等支給額㉖」の欄 租税特別措置法施行令第27条の12の５第

21項（第２号に係る部分に限る。）の規定により計算した租税特別措置法第42条の12

の５第３項第６号ロに掲げる金額を記載すること。

７ 「継続雇用者給与等支給額及び継続雇用者比較給与等支給額の計算」の各欄の記載に

当たっては、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるところによること。

(1) 当該適用年度の月数と、「事業年度等又は連結事業年度等㉗」の「前事業年度等２

」の月数とが同じ場合 「事業年度等又は連結事業年度等㉗」から「継続雇用者給与

等支給額及び継続雇用者比較給与等支給額㉝」までの「前一年事業年度特定期間等３

」の各欄は、記載しないこと。

(2) 「事業年度等又は連結事業年度等㉗」の「前事業年度等２」の月数が当該適用年度

の月数に満たない場合 「継続雇用者に対する給与等の支給額㉘」から「継続雇用者

給与等支給額及び継続雇用者比較給与等支給額㉝」までの「前事業年度等２」の各欄

は、記載しないこと。

(3) 「事業年度等又は連結事業年度等㉗」の「前事業年度等２」の月数が当該適用年度

の月数を超える場合 「事業年度等又は連結事業年度等㉗」から「継続雇用者給与等

支給額及び継続雇用者比較給与等支給額㉝」までの「前一年事業年度特定期間等３」

の各欄は記載せず、「継続雇用者給与等支給額及び継続雇用者比較給与等支給額㉝」

の「前事業年度等２」の欄には「差引㉛」の「前事業年度等２」の欄の金額のうち租

税特別措置法施行令第27条の12の５第７項第２号ロに規定する前事業年度特定期間に

対応する金額を記載すること。

８ 「継続雇用者に対する給与等の支給額㉘」の欄は、損金の額に算入される租税特別措

置法第42条の12の５第３項第４号に規定する継続雇用者に対する給与等の支給額を記載

すること。

９ 「⑪のうち所得等課税事業に係る額又は⑪×㊸／㊻ ㊴」の欄は、「調整雇用者給与

等支給額⑪」のうち法第72条の２第１項第１号に掲げる事業（事業税を課されない事業

を除く。以下この記載要領において「所得等課税事業」という。）に係る額を記載する

こと。

10 「⑪のうち収入金額等課税事業に係る額又は⑪×㊹／㊻ ㊵」の欄は、「調整雇用者

給与等支給額⑪」のうち法第72条の２第１項第３号に掲げる事業（以下この記載要領に

おいて「収入金額等課税事業」という。）に係る額を記載すること。

11 「⑪のうち特定ガス供給業に係る額又は⑪×㊺／㊻ ㊶」の欄は、「調整雇用者給与

等支給額⑪」のうち法第72条の２第１項第４号に掲げる事業（以下この記載要領におい



て「特定ガス供給業」という。）に係る額を記載すること。

12 次に掲げる場合に該当するときは、「国内における所得等課税事業に係る期末の従業

者数㊸」の欄には、当該事業年度に属する各月の末日現在における法の施行地内に有す

る事務所又は事業所の従業者のうち所得等課税事業に係る者の数を合計した数を当該事

業年度の月数で除して得た数（その数に１人に満たない端数を生じたときは、これを１

人とする。以下この記載要領において同じ。）を記載し、「国内における収入金額等課

税事業に係る期末の従業者数㊹」の欄には、当該事業年度に属する各月の末日現在にお

ける法の施行地内に有する事務所又は事業所の従業者のうち収入金額等課税事業に係る

者の数を合計した数を当該事業年度の月数で除して得た数（その数に１人に満たない端

数を生じたときは、これを１人とする。以下この記載要領において同じ。）を記載し、

「国内における特定ガス供給業に係る期末の従業者数㊺」の欄には、当該事業年度に属

する各月の末日現在における法の施行地内に有する事務所又は事業所の従業者のうち特

定ガス供給業に係る者の数を合計した数を当該事業年度の月数で除して得た数（その数

に１人に満たない端数を生じたときは、これを１人とする。以下この記載要領において

同じ。）を記載し、「国内における事務所又は事業所の期末の従業者数㊻」の欄には、

当該事業年度に属する各月の末日現在における法の施行地内に有する事務所又は事業所

の従業者のうち所得等課税事業に係る者の数を合計した数を当該事業年度の月数で除し

て得た数、当該事業年度に属する各月の末日現在における法の施行地内に有する事務所

又は事業所の従業者のうち収入金額等課税事業に係る者の数を合計した数を当該事業年

度の月数で除して得た数、当該事業年度に属する各月の末日現在における法の施行地内

に有する事務所又は事業所の従業者のうち特定ガス供給業に係る者の数を合計した数を

当該事業年度の月数で除して得た数及び当該事業年度に属する各月の末日現在における

法の施行地内に有する事務所又は事業所の従業者のうち事業税を課されない事業又は法

第72条の２第１項第２号に掲げる事業（以下この記載要領において「事業税を課されな

い事業等」という。）に係る者の数を合計した数を当該事業年度の月数で除して得た数

（その数に１人に満たない端数を生じたときは、これを１人とする。）を合計した数を

記載すること。

(1) 所得等課税事業、収入金額等課税事業又は特定ガス供給業（以下この記載要領にお

いて「所得等課税事業等」という。）を行う法人が事業年度の中途において事業税を

課されない事業等を開始した場合

(2) 事業税を課されない事業等を行う法人が事業年度の中途において所得等課税事業等

を開始した場合

(3) 所得等課税事業等と事業税を課されない事業等とを併せて行う法人が事業年度の中

途において所得等課税事業等又は事業税を課されない事業等を廃止した場合



収入金額に関する計算書 事業

年度

法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
収
入
金
額

金 額

円

摘 要

収

入

金

額

の

総

額

控

除

さ

れ

る

金

額
w

e

r

y

⑪

⑩

差 引 計 　q－w

法 附 則 第 ９ 条 第 ８ 項 の 規 定 に よ る 控 除 額

t法 附 則 第 ９ 条 第 １０ 項 の 規 定 に よ る 控 除 額

法附則第９条第１８項又は令和２年旧法附則第９条第１９項の規定による控除額

u法附則第９条第１９項又は令和２年旧法附則第９条第２０項の規定による控除額

i法附則第９条第２０項又は令和２年旧法附則第９条第２１項の規定による控除額

o法附則第９条第２１項又は令和２年旧法附則第９条第２２項の規定による控除額

法附則第９条第２２項又は令和２年旧法附則第９条第２３項の規定による控除額

計 ③－④－⑤－⑥－⑦－⑧－⑨－⑩

q
計

計

・ ・

・ ・

第
六
号
様
式
別
表
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第２号・第３号

法
人
名

[

二
十
三]

別
紙



収入金額に関する計算書 事業

年度

法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
収
入
金
額

金 額

円

摘 要

収

入

金

額

の

総

額

控

除

さ

れ

る

金

額
w

e

r

y

⑪

⑩

差 引 計 　q－w

法 附 則 第 ９ 条 第 ８ 項 の 規 定 に よ る 控 除 額

t法 附 則 第 ９ 条 第 １０ 項 の 規 定 に よ る 控 除 額

法附則第９条第１８項又は令和２年旧法附則第９条第１９項の規定による控除額

u法附則第９条第１９項又は令和２年旧法附則第９条第２０項の規定による控除額

i法附則第９条第２０項又は令和２年旧法附則第９条第２１項の規定による控除額

o法附則第９条第２１項又は令和２年旧法附則第９条第２２項の規定による控除額

法附則第９条第２２項又は令和２年旧法附則第９条第２３項の規定による控除額

計 ③－④－⑤－⑥－⑦－⑧－⑨－⑩

q
計

計

・ ・

・ ・

第
六
号
様
式
別
表
六
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第２号・第３号・第４号

法
人
名

[

二
十
四]

別
紙



第
六
号
様
式
別
表
十
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

更生欠損金額等及び民事再生等評価換えが行われる場合の
再生等欠損金額等の控除明細書

事
業
年
度

債務の免除を受けた金額
円

円

円 円 円

円

円

私財提供を受けた金銭の額

資産の評価益の総額

純評価益の額（r－t）
（マイナスの場合は０）

資産の評価損の総額

計（q＋w＋e＋y）

計（!3＋!4＋!5＋!6－!7）

私財提供を受けた金銭以外の資産
の価額

適用年度終了の時における前期以前の
事業年度から繰り越された欠損金額等

当期控除額（uとiのうち少ない金額）

欠損金額等（@5の計）

差引欠損金額等（i－!0）

欠損金額等からないものとする金額（o－
!1）（マイナスの場合は０）

欠損金額等からないものとする金額（@1
－@3）（マイナスの場合は０）

債
務
免
除
等
に
よ
る
利
益
の
内
訳

債
務
免
除
等
に
よ
る
利
益
の
内
訳

法
人
名

q

w

e

r

t

y

u

債務の免除を受けた金額

調整前の控除未済欠損金額等発生事業年度

計

@5 @6 @7

欠損金額等からないものとする金額
（当該発生事業年度の@5と（（!2又は@4）－当
該発生事業年度前の@6の合計額）のうち少
ない金額）

差引控除未済欠損金額等（@5－@6）

私財提供を受けた金銭の額

資産の評価益の総額

資産の評価損の総額

私財提供を受けた金銭以外の資産
の価額

!3

!4

!5

!6

!7

!8

i

o

!0

!1

!2

適用年度終了の時における前期以前の
事業年度から繰り越された欠損金額等

!9の金額を控除する前の所得

当期控除額（!8、!9と@0のうち少ない金
額）

欠損金額等（@5の計）

差引欠損金額等（!9－@2）

!9

@0

@1

@2

@3

@4

更 生 欠 損 金 額 等 の 控 除 明 細 書

民事再生等評価換えが行われる場合の再生等欠損金額等の控除明細書

控 除 未 済 欠 損 金 額 等 の 調 整

・ ・
・ ・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号

[

二
十
五]

別
紙



第
六
号
様
式
別
表
十
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

更生欠損金額等及び民事再生等評価換えが行われる場合の
再生等欠損金額等の控除明細書

事
業
年
度

債務の免除を受けた金額
円

円

円 円 円

円

円

私財提供を受けた金銭の額

資産の評価益の総額

純評価益の額（r－t）
（マイナスの場合は０）

資産の評価損の総額

計（q＋w＋e＋y）

計（!3＋!4＋!5＋!6－!7）

私財提供を受けた金銭以外の資産
の価額

適用年度終了の時における前期以前の
事業年度から繰り越された欠損金額等

当期控除額（uとiのうち少ない金額）

欠損金額等（@5の計）

差引欠損金額等（i－!0）

欠損金額等からないものとする金額（o－
!1）（マイナスの場合は０）

欠損金額等からないものとする金額（@1
－@3）（マイナスの場合は０）

債
務
免
除
等
に
よ
る
利
益
の
内
訳

債
務
免
除
等
に
よ
る
利
益
の
内
訳

法
人
名

q

w

e

r

t

y

u

債務の免除を受けた金額

調整前の控除未済欠損金額等発生事業年度

計

@5 @6 @7

欠損金額等からないものとする金額
（当該発生事業年度の@5と（（!2又は@4）－当
該発生事業年度前の@6の合計額）のうち少
ない金額）

差引控除未済欠損金額等（@5－@6）

私財提供を受けた金銭の額

資産の評価益の総額

資産の評価損の総額

私財提供を受けた金銭以外の資産
の価額

!3

!4

!5

!6

!7

!8

i

o

!0

!1

!2

適用年度終了の時における前期以前の
事業年度から繰り越された欠損金額等

!9の金額を控除する前の所得

当期控除額（!8、!9と@0のうち少ない金
額）

欠損金額等（@5の計）

差引欠損金額等（!9－@2）

!9

@0

@1

@2

@3

@4

更 生 欠 損 金 額 等 の 控 除 明 細 書

民事再生等評価換えが行われる場合の再生等欠損金額等の控除明細書

控 除 未 済 欠 損 金 額 等 の 調 整

・ ・
・ ・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

・　　　・
・　　　・

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号・第４号

[

二
十
六]

別
紙



事
業
年
度

債務の免除を受けた金額

円

円 円 円

円

私財提供を受けた金銭の額

私財提供を受けた金銭以外
の資産の価額

当期控除を受ける欠損金額等又は
災害損失金額（別表９rの計）

適用年度終了の時における資本金
等の額
（プラスの場合は０）

適用年度終了の時における前期以前
の事業年度から繰り越された欠損金
額等

計（q＋w＋e）

uの金額等を控除した後の所得
（第６号様式^8又は別表５㉔）－u

uの金額を控除する前の所得
（第６号様式^8又は別表５㉔）

r、t－y又は!0のうち最も少ない
金額

調整前の欠損金額等の翌期繰越額
（!5の計）

欠損金額等からないものとする金額
（!1と!3のうち少ない金額）

r、i又はoのうち最も少ない金額

差引欠損金額等（t－y－u）

債
務
免
除
等
に
よ
る
利
益
の
内
訳

欠
損
金
額
等
の
計
算

所
得
金
額

当
期
控
除
額

法
人
名

欠 損 金 額 等 の 翌 期 繰 越 額 の 調 整

q

w

e

r

t

y

u

i

o

!0

!1

!2

!3

!4△

発 生 事 業 年 度

計

調整前の欠損金額等の翌期繰越額
（第６号様式別表９e－r）

!5 !6 !7

欠損金額等からないものとする金額
（当該発生事業年度の!5と（!4－当該発生事業
年度前の!6の合計額）のうち少ない金額）

差引欠損金額等の翌期繰越額
（!5－!6）

・ ・
・ ・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

第
六
号
様
式
別
表
十
一
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号

民事再生等評価換えが行われる場合以外の再生等欠損金額等及び解散
の場合の欠損金額等の控除明細書

[

二
十
七]

別
紙



事
業
年
度

債務の免除を受けた金額

円

円 円 円

円

私財提供を受けた金銭の額

私財提供を受けた金銭以外
の資産の価額

当期控除を受ける欠損金額等又は
災害損失金額（別表９rの計）

適用年度終了の時における資本金
等の額
（プラスの場合は０）

適用年度終了の時における前期以前
の事業年度から繰り越された欠損金
額等

計（q＋w＋e）

uの金額等を控除した後の所得
（第６号様式^8又は別表５㉔）－u

uの金額を控除する前の所得
（第６号様式^8又は別表５㉔）

r、t－y又は!0のうち最も少ない
金額

調整前の欠損金額等の翌期繰越額
（!5の計）

欠損金額等からないものとする金額
（!1と!3のうち少ない金額）

r、i又はoのうち最も少ない金額

差引欠損金額等（t－y－u）

債
務
免
除
等
に
よ
る
利
益
の
内
訳

欠
損
金
額
等
の
計
算

所
得
金
額

当
期
控
除
額

法
人
名

欠 損 金 額 等 の 翌 期 繰 越 額 の 調 整

q

w

e

r

t

y

u

i

o

!0

!1

!2

!3

!4△

発 生 事 業 年 度

計

調整前の欠損金額等の翌期繰越額
（第６号様式別表９e－r）

!5 !6 !7

欠損金額等からないものとする金額
（当該発生事業年度の!5と（!4－当該発生事業
年度前の!6の合計額）のうち少ない金額）

差引欠損金額等の翌期繰越額
（!5－!6）

・ ・
・ ・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

・ 　　・

第
六
号
様
式
別
表
十
一
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
五
条
関
係
）

（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）第１号・第３号・第４号

民事再生等評価換えが行われる場合以外の再生等欠損金額等及び解散
の場合の欠損金額等の控除明細書

[

二
十
八]

別
紙



管 理 番 号

第
六
号
様
式
別
表
十
四
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

法 人 名

基準法人所得割額及び基準法人収入割額に関する計算書

q

w

e

r

t

y

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

摘 要

１.基準法人所得割額の計算

所得割の課税標準 基準法人所得割額

基準法人収入割額

所　　　得　　　金　　　額　　　総　　　額

年 ８００ 万　円　を　超　え　る　金　額

軽 減 税 率 不 適 用 法 人 の 金 額

計　　　w＋e＋r

年 ４００ 万 　 円 　 以 　 下 　 の 　 金 　 額

年４００万円を超え年８００万円以下の金額

一
号
に
掲
げ
る
事
業
の
所
得
割

法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第

u

i
兆 十億 百万 千 円

摘 要

２.基準法人収入割額の計算

収入割の課税標準

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額 　 　 総 　 　 額

収 入 金 額

０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

税　率
（　　）１００

税　率
（　　）１００

事
業
の
収
入
割

二
号
に
掲
げ
る

の
二
第
一
項
第

法
第
七
十
二
条

o

!0
兆 十億 百万 千 円

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額 　 　 総 　 　 額

収 入 金 額 ０００ ００

事
業
の
収
入
割

三
号
に
掲
げ
る

の
二
第
一
項
第

法
第
七
十
二
条

[

二
十
九]

別
紙



管 理 番 号

第
六
号
様
式
別
表
十
四
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

※
処理
事項

整 理 番 号 事務所 申告区分区
分

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

事 業
年 度

法人番号

法 人 名

基準法人所得割額及び基準法人収入割額に関する計算書

q

w

e

r

t

y

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

摘 要

１.基準法人所得割額の計算

所得割の課税標準 基準法人所得割額

基準法人収入割額

所　　　得　　　金　　　額　　　総　　　額

年 ８００ 万　円　を　超　え　る　金　額

軽 減 税 率 不 適 用 法 人 の 金 額

計　　　w＋e＋r

年 ４００ 万 　 円 　 以 　 下 　 の 　 金 　 額

年４００万円を超え年８００万円以下の金額

一
号
に
掲
げ
る
事
業
の
所
得
割

法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第

u

i
兆 十億 百万 千 円

摘 要

２.基準法人収入割額の計算

収入割の課税標準

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額 　 　 総 　 　 額

収 入 金 額

０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

税　率
（　　）１００

税　率
（　　）１００

事
業
の
収
入
割

二
号
に
掲
げ
る

の
二
第
一
項
第

法
第
七
十
二
条

o

!0
兆 十億 百万 千 円

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額 　 　 総 　 　 額

収 入 金 額 ０００ ００

事
業
の
収
入
割

三
号
に
掲
げ
る

の
二
第
一
項
第

法
第
七
十
二
条

!1

!2
兆 十億 百万 千 円

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額 　 　 総 　 　 額

収 入 金 額 ０００ ００

事
業
の
収
入
割

四
号
に
掲
げ
る

の
二
第
一
項
第

法
第
七
十
二
条

[

三
十]

別
紙



管 理 番 号

第
六
号
様
式
別
表
十
四
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

整 理 番 号 事務所 申告区分区
分

申告年月日
事業年度

２４１

４９

３７

４４

４３３８

２５

１２

５５５０

５６ ６９

予備

Ａ

Ｂ
０１

０２ １１

０３ １２

０４ １３

０５ １４

０６ １５０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

１２

Ｂ
０７

０８ １６０００

０９

１０ ０００

００

法人番号

１７ ００

[

三
十
一]

別
紙



管 理 番 号

第
六
号
様
式
別
表
十
四
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
セ
ピ
ア
色
）
（
第
五
条
関
係
）

整 理 番 号 事務所 申告区分区
分

申告年月日
事業年度

２４１

４９

３７

４４

４３３８

２５

１２

５５５０

５６ ６９

予備

Ａ

Ｂ
０１

０２ １３

０３ １４

０４ １５

０５ １６

０６ １７０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

０００ ００

１２

Ｂ
０７

０８ １８０００

０９

１０ ０００

００

法人番号

１９ ００

２０ ００

１１

１２ ０００

[

三
十
二]

別
紙



整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

受付印
令和　　　年　　　月　　　日

殿

※
処
理
事
項

発 信 年 月 日

通信日付印 確　認

年 月 日
申告年月日法 人 番 号

所 在 地
本県が支店等
の場合は本店
所在地と併記 （電話 ）

事 業 種 目

前期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額

（ ）

兆 十億 百万 千 円

（ふりがな）

（ふりがな）

法 人 名

代 表 者
氏 　 名

（ふりがな）

経理責任者
氏 　 　 名

前期末現在の資本金の額及び
資本準備金の額の合算額

前 期 末 現 在 の
資 本 金 等 の 額

　　

※

事 業 税 道 府 県 民 税

前 事 業 年 度 の 事 業 税 額（^3の金額）

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る 事 業

前事業年度の特別法人事業税額（*6の金額）

予 定 申 告 税 額
（⑨＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭＋⑮＋⑯＋⑰＋⑱＋⑲＋@1）

法第15条の４の徴収猶予を受けようとする税額

関与税理士
署　　　名

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

⑧

!1

⑨

!8

!9

@0

@1

@2

@3

@4

!6

!2

!7

⑩

①

②

③

④

⑤

⑤
⑥

⑦

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

前事業年度又は前連結事業
年度の法人税割額

予 定 申 告 税 額

（ （①×前 事 業 年 度 又 は
前連結事業年度の月数

６

この申告が修正申告である場合は
既に納付の確定した当期分の法
人税割額

この申告により納付
すべき法人税割額

月

円×１２

均
　
等
　
割
　
額

この申告により納付
すべき道府県民税額

④＋⑥

（電話 ）

こ の 申 告 の 期 間

前事業年度又は前連結事業
年度の期間

通算親法人の事業年度
の期間

備考

・・
・・

・・
・・

・・
・・

@5

②－③

（#6の金額）

算 定 期 間 中 に お い て
事務所等を有していた月数

所 　 得 　 割 額（ （前事業年度の月数
６^4×

^5×

^6×

特別法人事業税額（ （前事業年度の月数
６

@0×

付 加 価 値 割 額（ （前事業年度の月数
６

資 　 本 　 割 額（ （前事業年度の月数
６

収 　 入 　 割 額（ （前事業年度の月数
６

&1×

００!5資 　 本 　 割 額（ （前事業年度の月数
６

&0×

００!4付 加 価 値 割 額（ （前事業年度の月数
６

^9×

!3所 　 得 　 割 額（ （前事業年度の月数
６

^8×

収 　 入 　 割 額（ （前事業年度の月数
６

^7×

この申告が修正申告である場合は既に納付の確定した
当 期 分 の 事 業 税 額 及 び 特 別 法 人 事 業 税 額

令和 年 月 年 月 日までの　　　　　　　の　 　 　の予定申告書日から令和
事業年度分又は
連結事業年度分

道 府 県 民 税
事　　業　　税
特別法人事業税

事

業

税

特
別
法
人

第
六
号
の
三
様
式
（
そ
の
３
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

００
兆 十億 百万 千 円

００
兆 十億 百万 千 円

付 加 価 値 割 額（ （前事業年度の月数
６

&2× ００
兆 十億 百万 千 円

資 　 本 　 割 額（ （前事業年度の月数
６

&3× ００

収 　 入 　 割 額（ （前事業年度の月数
６

&4× ００

この申告により納付すべき事業税額及び
特別法人事業税額 @2－@3

[

三
十
三]

別
紙



法
人
名

（ ）

兆 十億 百万 千 円

#7

#8

#9

$0

$1

$2

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

摘 要 税 額課 税 標 準

前事業年度の事業税額の明細

%9

^0

^1

^2

^3

合計事業税額 #8＋$0＋$2＋$4＋$6＋$8＋%0＋%2＋%4＋%6＋%8

仮装経理に基づく事業税額の控除額

事 業 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額

租税条約の実施に係る事業税額の控除額

納付すべき事業税額 　 %9－^0－^1－^2

税率
（　）１００

所
得
割

所得金額総額

付加価値額総額

付 加 価 値 額

資本金等の額総額

資本金等の額

収入金額総額

収 入 金 額

所 得 金 額
付
加
価
値
割

資
本
割

収
入
割

前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額の明細

法 人 税 割 額

外 国 の 法 人 税 等
の 額 の 控 除 額

道府県民税の特定
寄附金税額控除額
税 額 控 除 超 過 額
相 当 額 の 加 算 額
外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額
又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

仮装経理に基づく法人
税 割 額 の 控 除 額
租税条約の実施に係る
法人税割額の控除額
納付すべき法人税割額
@7－@8＋@9－#0－#1－#2－#3

差 引 法 人 税 割 額
#4－@9－#5

$5

$6

$7

$8

$9

%0

%1

%2

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

円

円

円

兆 十億 百万 千 円

所
得
割

所得金額総額

付加価値額総額

付 加 価 値 額

資本金等の額総額

資本金等の額

収入金額総額

収 入 金 額

所 得 金 額
付
加
価
値
割

資
本
割

収
入
割

課税標準となる法人税額又は個別
帰属法人税額

（特別控除取戻税額等又は個別
帰属特別控除取戻税額等）

#4のうち特別控除取戻税額等又
は個別帰属特別控除取戻税額等
に係る法人税割額

第
六
号
の
三
様
式
（
そ
の
３
）
次
葉
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
・
草
色
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

・ ・

・　   ・

^4

^6

^3
の
内
訳

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円兆 十億 百万 千 円

付加価値割

収 入 割

所 得 割

資 本 割

^5

^7

^8

&0

付加価値割

収 入 割

所 得 割

資 本 割

^9

&1

$3

$4

事業年度又は
連結事業年度

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 事 業

法第 7 2 条の２第１項第１号又は第２号に掲げる事業

@7

@8

@9

#0

#1

#2

#3

#4

#5

#6

@6

兆 十億 百万 千 円

前事業年度の特別法人事業税額の明細

&5

&6

&7

&8

&9

*0

*1

*2

*3

*4

*5

*6

%3

%4

%5

%6

%7

%8

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千

兆 十億 百万 千

兆 十億 百万 千

付
加
価
値
割

付加価値額総額

資本金等の額総額

資本金等の額

収入金額総額

収 入 金 額

付 加 価 値 額

資
本
割

収
入
割

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る 事 業

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

付加価値割

収 入 割資 本 割

&2

&4

法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る 事 業

&3

納付すべき特別法人事業税額
*3－*4－*5

租税条約の実施に係る
特別法人事業税額の控除額

仮装経理に基づく
特別法人事業税額の控除額

合計特別法人事業税額
（&6＋&8＋*0＋*2）

法第72条の２第１項第４号に掲
げる事業の基準法人収入割額

法第72条の２第１項第１号に掲
げる事業の基準法人所得割額

同上に対する特別法人事業税額
（*1×　 　／ 100）

同上に対する特別法人事業税額
（&9×　 　／ 100）

同上に対する特別法人事業税額
（&5×　 　／ 100）

法第72条の２第１項第２号に掲
げる事業の基準法人収入割額

法第72条の２第１項第３号に掲
げる事業の基準法人収入割額

同上に対する特別法人事業税額
（&7×　 　／ 100）

00

00

00

00



第６号の３様式（その３）記載要領

１ この申告書は、法第72条の２第１項第４号に掲げる事業を行う法人（同項第１号、第

２号又は第３号に掲げる事業と同項第４号に掲げる事業とを併せて行う法人並びに同項

第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事業のうち２以

上の事業と同項第４号に掲げる事業とを併せて行う法人を含む。）が前事業年度又は前

連結事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定

（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法第15条

の２第１項に規定する連結事業年度をいう。）の法人税割額並びに前事業年度の事業税

額及び特別法人事業税額を基礎にして中間申告をする場合に使用すること。

２ この申告書は、事務所又は事業所所在地の道府県知事に１通を提出すること。ただし

、２以上の道府県に事務所又は事業所を有する法人は、主たる事務所又は事業所（外国

法人にあっては、この法律の施行地において行う事業の経営の責任者が主として執務す

る事務所又は事業所）所在地の道府県知事に対しては、写し（提出用の写し）１通を添

付すること。

３ ※印の欄は記載しないこと。

４ 「法人番号」欄には、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。

５ 金額の単位区分（けた）のある欄の記載に際しては、単位区分に従って正確に金額を

記載すること。

６ 法人課税信託の受託者が当該法人課税信託について、この申告書を提出する場合にあ

っては、「法人名」の欄には法人課税信託の名称を併記すること。

７ 「前期末現在の資本金等の額」の欄は、法第23条第１項第４号の２ロ若しくはハ（政

令第６条の24第２号又は第３号に定める金額に限る。）又は地方税法等の一部を改正す

る法律（令和２年法律第５号）附則第１条第５号に掲げる規定による改正前の法（以下

この記載要領において「令和２年旧法」という。）第23条第１項第４号の５ロ、ハ若し

くはホ（地方税法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第264号）による改正前

の政令第６条の25第２号又は第３号に定める金額に限る。）に定める額を記載すること

。

「 ６
８ 予定申告税額 ①×前事業年度又は前連結事業年度の月数 ②

」
の欄は、当該事業

年度開始の日から法第53条第１項又は第２項に規定する６月経過日の前日までの期間の

月数（暦に従い計算し、１月に満たない端数を生じたときは、１月とする。）が６以外

である場合には、分子の「６」を当該月数に読み替えて計算した金額を記載すること。

「 ６ 「 ６
９ 所得割額 ○64×前事業年度の月数 ⑨

」
から 収入割額 ○74×前事業年度の月数

「 ６
⑲
」
まで及び 特別法人事業税額 ⑳×前事業年度の月数 ㉑

」
の各欄は、当該事業年

度開始の日から法第72条の26第１項に規定する６月経過日の前日までの期間の月数（暦

に従い計算し、１月に満たない端数を生じたときは、１月とする。）が６以外である場

合には、分子の「６」を当該月数に読み替えて計算した金額を記載すること。

10 法第72条の48第２項ただし書又は令和２年旧法第72条の48第２項ただし書の規定によ

り事業税の申告をする法人にあっては、前事業年度の課税標準の総額の月数換算額を当

該期間の分割基準によって算出した第10号様式を添付すること。



11 「法第15条の４の徴収猶予を受けようとする税額㉕」の欄は、法第15条の４第１項又

は令和２年旧法第15条の４第１項の規定の適用を受けようとする場合において、第１号

様式による届出書に代えようとする法人が記載すること。

12 「通算親法人の事業年度の期間」の欄は、法人税法第２条第12号の７に規定する通算

子法人が、当該事業年度開始の日の属する当該法人に係る通算親法人（同条第12号の６

の７に規定する通算親法人をいう。）の事業年度の期間を記載すること。



当期において控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の計算

外国の法人税等の額の控除

に関する明細書（その１）
法
人
名

第
七
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

前３年以内の控除未済外国税額及び控除未済税額控除不足額相当額の明細

各道府県ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

事業年度又は
連結事業年度

当 期 分

計

控
除
対
象
外
国
税
額

当
期
分
の
控
除
外
国
税
額

計 ①＋② 　③

計 ⑥＋⑦ 　⑧

円

人 円 円 円

円

円

円

円円当期の控除対象外国税額

（別表１の⑥）
①

当 期 分 の 控 除 外 国 税 額
（⑤又は⑧のうち少ない額）

⑨

当期分として算定した法人税割額
（㉑又は第６号様式の⑦－⑧＋⑨－⑩若しくは
第６号様式（その２）の⑦－⑧＋⑨－⑩）

⑬

法第５３条第４１項により控除できる
金額（別表７（その１）の⑧）

⑫

当期において控除する外国税額及び
税額控除不足額相当額（⑬若しくは
（⑩＋⑪＋⑫）のうち少ない額又は㉒）

⑭

国 税 の 控 除 限 度 額
（別表１の①、同表の⑥又は（同表の
①＋同表の②））

④

道府県民税の控除限度額
（別表１の③）

⑥

外国税額のうち④の額を超える額
⑤

前３年以内の控除限度額を超える

外国税額（別表１の⑱）
②

前３年以内の控除未済外国税額及び
控除未済税額控除不足額相当額

⑪

⑨ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額 ⑩

前３年以内の控除余裕額のうち
当期加算額（別表１の㉑） ⑦

⑪

当期控除額

事 務 所 又 は 事 業 所 控 除 す べ き
外 国 税 額 等

各道府県ごとに控
除する外国税額等
（⑱又は⑲のうち
少ない額）

各道府県ごとに
算定した法人税
割額名 称 所 在 地

翌期繰越額
⑮－⑯

控除未済
外国税額等 ⑮ ⑯ ⑰

政令第９条の７第６項ただし書又は令和２年旧政令
第９条の７第７項ただし書の規定の適用の有無 有 ・ 無

従業者
数又は
補正後
の従業
者数 ⑲⑱

㉑ ㉒

⑳

合 計

③－④

事業年度又は

連結事業年度

・ ・

・ ・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 ・

[

三
十
四]

別
紙



当期において控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の計算

外国の法人税等の額の控除

に関する明細書（その１）
法
人
名

第
七
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

前３年以内の控除未済外国税額及び控除未済税額控除不足額相当額の明細

各道府県ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

事業年度又は
連結事業年度

当 期 分

計

控
除
対
象
外
国
税
額

当
期
分
の
控
除
外
国
税
額

計 ①＋② 　③

計 ⑥＋⑦ 　⑧

円

人 円 円 円

円

円

円

円円当期の控除対象外国税額

（別表１の⑥）
①

当 期 分 の 控 除 外 国 税 額
（⑤又は⑧のうち少ない額）

⑨

当期分として算定した法人税割額（㉑又は
第６号様式の⑦－⑧＋⑨－⑩、第６号様式（その２）の⑦－⑧
＋⑨－⑩若しくは第６号様式（その３）の⑦－⑧＋⑨－⑩）

⑬

法第５３条第４２項により控除できる
金額（別表７（その１）の⑧）

⑫

当期において控除する外国税額及び
税額控除不足額相当額（⑬若しくは
（⑩＋⑪＋⑫）のうち少ない額又は㉒）

⑭

国 税 の 控 除 限 度 額
（別表１の①、同表の⑥又は（同表の
①＋同表の②））

④

道府県民税の控除限度額
（別表１の③）

⑥

外国税額のうち④の額を超える額
⑤

前３年以内の控除限度額を超える

外国税額（別表１の⑱）
②

前３年以内の控除未済外国税額及び
控除未済税額控除不足額相当額

⑪

⑨ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額 ⑩

前３年以内の控除余裕額のうち
当期加算額（別表１の㉑） ⑦

⑪

当期控除額

事 務 所 又 は 事 業 所 控 除 す べ き
外 国 税 額 等

各道府県ごとに控
除する外国税額等
（⑱又は⑲のうち
少ない額）

各道府県ごとに
算定した法人税
割額名 称 所 在 地

翌期繰越額
⑮－⑯

控除未済
外国税額等 ⑮ ⑯ ⑰

政令第９条の７第６項ただし書又は令和２年旧政令
第９条の７第７項ただし書の規定の適用の有無 有 ・ 無

従業者
数又は
補正後
の従業
者数 ⑲⑱

㉑ ㉒

⑳

合 計

③－④

事業年度又は

連結事業年度

・ ・

・ ・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 　・

・　　 ・

[

三
十
五]

別
紙



外国の法人税等の額の控除

に関する明細書（その２）
事業年度又は

連結事業年度

法
人
名

政令第９条の７第６項ただし書又は令和２年旧政令
第９条の７第７項ただし書の規定の適用の有無 前３年以内の控除未済外国税額及び控除未済税額控除不足額相当額の明細有・無

政令第４８条の１３第７項ただし書又は令和２年旧政令
第４８条の１３第８項ただし書の規定の適用の有無

当期において控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の計算

控
除
対
象
外
国
税
額

当

期

分

の

控

除

外

国

税

額

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額
（別表１の⑥）

国　税　の　控　除　限　度　額
（別表１の①、同表の⑥又は（同表の①＋同表の②））

道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額
（別表１の③）

市 町 村 民 税 の 控 除 限 度 額
（別表１の④）

前３年以内の控除限度額を超える
外国税額（別表１の⑱）

外国税額のうち④の額を超える額
は上段に、④と⑥の合計額を超え
る額は下段に

前３年以内の控除余裕額のうち当期加算額
（別表１の㉑は上段に、㉒は下段に）

当 期 分 の 控 除 外 国 税 額
（⑤又は⑨の各段のうち少ない額）

前３年以内の控除未済外国税額及び
控 除 未 済 税 額 控 除 不 足 額 相 当 額

法第５３条第４１項及び第３２１条の８第４１項に
より控除できる金額（別表７（その２）の⑧）

⑩ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額

当期分として算定した法人税割額
（㉚若しくは33又は第６号様式の⑦－⑧＋⑨－⑩
若しくは第６号様式（その２）の⑦－⑧＋⑨－⑩）
当期において控除する外国税額及び税額控除
不足額相当額（⑭若しくは（⑪＋⑫＋⑬）
のうち少ない額又は㉛及び34）

計
（⑥＋⑧（イ）は上段に、⑦＋⑧（ロ）は下段に）

計　①＋②

①

⑯

②

③

④

⑤

⑥

⑦
（イ）

（ロ）

事業年度又は
連結事業年度

控除未済
外国税額等

円

円 円人

円
⑰ ⑱
円

円

計

当　期　分

翌期繰越額計

事 務 所 又 は 事 業 所

各都道府県・市町村ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

所　　在　　地

小 計

合 計

特
　
　
別
　
　
区
　
　
以
　
　
外

特
別
区

控除未済繰
越額
　㉙－㉛

（イ）

（ロ）

（イ）

（ロ）

（イ）

（ロ）

（イ）

（ロ）

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑳
円

㉑⑲

㉕

㉙ ㉚

35

㉛

当期控除額 翌期繰越額
⑯－⑰有・無

名　称

各都道府県ご
とに控除する
外国税額等（⑲
又は⑳のうち
少ない額）

各都道府県ご
とに算定した
法人税割額

各都道府県ご
とに控除すべ
き外国税額等

従業者数
又は補正
後の従業
者数

円 円人

㉓
円

㉔㉒

各市町村ごと
に控除する外
国税額等（㉒
又は㉓のうち
少ない額）

各市町村ごと
に算定した法
人税割額

各市町村ごと
に控除すべき
外国税額等

従業者数
又は補正
後の従業
者数

控除未済繰
越額
　32－34

㉖

32 33

36

34

㉗（（⑪（イ）＋⑫（イ）＋
⑬（イ））－㉕）

㉘（（⑪（ロ）＋⑫（ロ）＋
⑬（ロ））－㉖）

・ ・

・ ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

⑫
（イ）

（ロ）

第
七
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）[

三
十
六]

別
紙



外国の法人税等の額の控除

に関する明細書（その２）
事業年度又は

連結事業年度

法
人
名

政令第９条の７第６項ただし書又は令和２年旧政令
第９条の７第７項ただし書の規定の適用の有無 前３年以内の控除未済外国税額及び控除未済税額控除不足額相当額の明細有・無

政令第４８条の１３第７項ただし書又は令和２年旧政令
第４８条の１３第８項ただし書の規定の適用の有無

当期において控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の計算

控
除
対
象
外
国
税
額

当

期

分

の

控

除

外

国

税

額

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額
（別表１の⑥）

国　税　の　控　除　限　度　額
（別表１の①、同表の⑥又は（同表の①＋同表の②））

道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額
（別表１の③）

市 町 村 民 税 の 控 除 限 度 額
（別表１の④）

前３年以内の控除限度額を超える
外国税額（別表１の⑱）

外国税額のうち④の額を超える額
は上段に、④と⑥の合計額を超え
る額は下段に

前３年以内の控除余裕額のうち当期加算額
（別表１の㉑は上段に、㉒は下段に）

当 期 分 の 控 除 外 国 税 額
（⑤又は⑨の各段のうち少ない額）

前３年以内の控除未済外国税額及び
控 除 未 済 税 額 控 除 不 足 額 相 当 額

法第５３条第４２項及び第３２１条の８第４２項に
より控除できる金額（別表７（その２）の⑧）

⑩ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額

当期において控除する外国税額及び税額控除
不足額相当額（⑭若しくは（⑪＋⑫＋⑬）
のうち少ない額又は㉛及び34）

計
（⑥＋⑧（イ）は上段に、⑦＋⑧（ロ）は下段に）

計　①＋②

①

⑯

②

③

④

⑤

⑥

⑦
（イ）

（ロ）

事業年度又は
連結事業年度

控除未済
外国税額等

円

円 円人

円
⑰ ⑱
円

円

計

当　期　分

翌期繰越額計

事 務 所 又 は 事 業 所

各都道府県・市町村ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

所　　在　　地

小 計

合 計

特
　
　
別
　
　
区
　
　
以
　
　
外

特
別
区

控除未済繰
越額
　㉙－㉛

（イ）

（ロ）

（イ）

（ロ）

（イ）

（ロ）

（イ）

（ロ）

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑳
円

㉑⑲

㉕

㉙ ㉚

35

㉛

当期控除額 翌期繰越額
⑯－⑰有・無

名　称

各都道府県ご
とに控除する
外国税額等（⑲
又は⑳のうち
少ない額）

各都道府県ご
とに算定した
法人税割額

各都道府県ご
とに控除すべ
き外国税額等

従業者数
又は補正
後の従業
者数

円 円人

㉓
円

㉔㉒

各市町村ごと
に控除する外
国税額等（㉒
又は㉓のうち
少ない額）

各市町村ごと
に算定した法
人税割額

各市町村ごと
に控除すべき
外国税額等

従業者数
又は補正
後の従業
者数

控除未済繰
越額
　32－34

㉖

32 33

36

34

㉗（（⑪（イ）＋⑫（イ）＋
⑬（イ））－㉕）

㉘（（⑪（ロ）＋⑫（ロ）＋
⑬（ロ））－㉖）

・ ・

・ ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

・　　 ・

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

民
　
税

道
府
県
民
　
税

市
町
村

⑫
（イ）

（ロ）

当期分として算定した法人税割額（㉚若しくは
33又は第６号様式の⑦－⑧＋⑨－⑩、第６号様式（その２）の⑦
－⑧＋⑨－⑩若しくは第６号様式（その３）の⑦－⑧＋⑨－⑩）

第
七
号
の
二
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）[

三
十
七]

別
紙



税額控除不足額相当額及び税額控除超過額相当額
の計算に関する明細書（その１）

第
七
号
の
二
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

・ ・

・ ・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

事業

年度

・ ・

・ ・

法
人
名

過去適用事業年度

各道府県ごとに加算する税額控除超過額相当額の明細

政令第９条の７第６項ただし書の規定の適用の有無

従業者数又は補

正後の従業者数

各道府県ごとに

加算する税額控

除超過額相当額

事 務 所 又 は 事 業 所

合 計

所 　 在 　 地名 　 称

有　・　無

計

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑧

⑩

⑨

過去当初申告税額
控除額
（過去適用事業年
度の第７号の２様式
（その１）の⑩）

税額控除額
（過去適用事業
年度の第７号の２
様式（その１）の
⑨）

②につき法第５３
条第４２項により
対象前各事業年
度の法人税割額
に加算した金額

②につき法第５３条
第４１項により対象
前各事業年度の法
人税割額から控除
した金額

調整後過去税額
控除額
②＋③－④

税額控除不足額相
当額
（⑤－①）又は当
初申告税額控除不
足額相当額

税額控除超過額
相当額
（①－⑤）又は
当初申告税額控
除超過額相当額

⑤＞①の場合 ①＞⑤の場合

円

円人

円円円円円円

[

三
十
八]

別
紙



税額控除不足額相当額及び税額控除超過額相当額
の計算に関する明細書（その１）

第
七
号
の
二
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

・ ・

・ ・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

事業

年度

・ ・

・ ・

法
人
名

過去適用事業年度

各道府県ごとに加算する税額控除超過額相当額の明細

政令第９条の７第６項ただし書の規定の適用の有無

従業者数又は補

正後の従業者数

各道府県ごとに

加算する税額控

除超過額相当額

事 務 所 又 は 事 業 所

合 計

所 　 在 　 地名 　 称

有　・　無

計

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑧

⑩

⑨

過去当初申告税額
控除額
（過去適用事業年
度の第７号の２様式
（その１）の⑩）

税額控除額
（過去適用事業
年度の第７号の２
様式（その１）の
⑨）

②につき法第５３
条第４３項により
対象前各事業年
度の法人税割額
に加算した金額

②につき法第５３条
第４２項により対象
前各事業年度の法
人税割額から控除
した金額

調整後過去税額
控除額
②＋③－④

税額控除不足額相
当額
（⑤－①）又は当
初申告税額控除不
足額相当額

税額控除超過額
相当額
（①－⑤）又は
当初申告税額控
除超過額相当額

⑤＞①の場合 ①＞⑤の場合

円

円人

円円円円円円

[

三
十
九]

別
紙



税額控除不足額相当額及び税額控除超過額相当額
の計算に関する明細書（その２）

第
七
号
の
二
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

・ ・

・ ・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

事業

年度

・ ・

・ ・

法
人
名

過去適用事業年度

各都道府県・市町村ごとに加算する税額控除超過額相当額の明細

政令第９条の７第６項ただし書の規定の適用の有無 政令第４８条の１３第７項ただし書の規定の適用の有無

各都道府県ごとに加算

する税額控除超過額相

当額

従業者数又は

補正後の従業

者数

従業者数又は補

正後の従業者数

各市町村ごとに加算する税額

控除超過額相当額

事 務 所 又 は 事 業 所

合 計

小 計

所 　 在 　 地名 　 称

有 ・ 無 有 ・ 無

計

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑧
（イ） （イ）
（ロ） （ロ）

⑩

⑫ ⑬

⑨（イ）－⑫ ⑨（ロ）－⑬

⑪

⑨

過去当初申告税額
控除額
（過去適用事業年
度の第７号の２様式
（その２）の⑪）

税額控除額
（過去適用事業
年度の第７号の
２様式（その２）
の⑩）

②につき法第５３条
第４２項及び第３２１
条の８第４２項によ
り対象前各事業年
度の法人税割額に
加算した金額

②につき法第５３条
第４１項及び第３２１条
の８第４１項により
対象前各事業年度の
法人税割額から控除
した金額

調整後過去税額
控除額
②＋③－④

税額控除不足額相
当額
（⑤－①）又は当
初申告税額控除不
足額相当額

税額控除超過額
相当額
（①－⑤）又は
当初申告税額控
除超過額相当額

⑤＞①の場合 ①＞⑤の場合

円

円人円人

円円円円円円

特

別

区

以

外

特
別
区

[

四
十]

別
紙



税額控除不足額相当額及び税額控除超過額相当額
の計算に関する明細書（その２）

第
七
号
の
二
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

・ ・

・ ・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

事業

年度

・ ・

・ ・

法
人
名

過去適用事業年度

各都道府県・市町村ごとに加算する税額控除超過額相当額の明細

政令第９条の７第６項ただし書の規定の適用の有無 政令第４８条の１３第７項ただし書の規定の適用の有無

各都道府県ごとに加算

する税額控除超過額相

当額

従業者数又は

補正後の従業

者数

従業者数又は補

正後の従業者数

各市町村ごとに加算する税額

控除超過額相当額

事 務 所 又 は 事 業 所

合 計

小 計

所 　 在 　 地名 　 称

有 ・ 無 有 ・ 無

計

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑧
（イ） （イ）
（ロ） （ロ）

⑩

⑫ ⑬

⑨（イ）－⑫ ⑨（ロ）－⑬

⑪

⑨

過去当初申告税額
控除額
（過去適用事業年
度の第７号の２様式
（その２）の⑪）

税額控除額
（過去適用事業
年度の第７号の
２様式（その２）
の⑩）

②につき法第５３条
第４３項及び第３２１
条の８第４３項によ
り対象前各事業年
度の法人税割額に
加算した金額

②につき法第５３条
第４２項及び第３２１条
の８第４２項により
対象前各事業年度の
法人税割額から控除
した金額

調整後過去税額
控除額
②＋③－④

税額控除不足額相
当額
（⑤－①）又は当
初申告税額控除不
足額相当額

税額控除超過額
相当額
（①－⑤）又は
当初申告税額控
除超過額相当額

⑤＞①の場合 ①＞⑤の場合

円

円人円人

円円円円円円

特

別

区

以

外

特
別
区

[

四
十
一]

別
紙



事業年度又は
連結事業年度

1. 特定寄附金に関する明細

特定寄附金を支出した場合の税額
控除の計算に関する明細書

法人名

円

②

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

寄附した年月日

計

寄附先 特定寄附金の額支
出
し
た
特
定
寄
附
金

　
　①

2. 特定寄附金額の按分の計算

控除対象事業税額
 第6号様式$0又は第6号様式（その２）$8

00

税額控除上限額
⑨×20／100

控除額
⑧と⑩のうち少ない額

控除額
⑦×20／100

 

特定寄附金の額
②又は③の（ロ）

特定寄附金の額
②、③の（ニ）又は④の（ニ）
控除額

⑭×40／100
特定寄附金の額
②、③の（ニ）又は⑤の（ニ）

控除額
⑫×5.7／100又は⑮＋⑰

控除対象法人税割額
（ 第6号様式⑦又は第6号様式（その２）⑦）－第6号の2様式③
税額控除上限額

⑱×20／100
控除額

⑬と⑲のうち少ない額

控除額
⑯×5.7／100

特定寄附金の額
②又は③の（ニ）

事 業 税 道　府　県　民　税　・　都　民　税

1．従業者数
2．固定資産の価額

3．事務所又は事業所数
4．軌道の延長キロメートル数

5．電線路の電力の容量

3. 特定寄附金税額控除額の計算

円 円

本都道府県分

③のうち東京都特別区分

③のうち東京都市町村分

合計

③

④

⑤

⑥

適用する事業税の分割基準

円円

事 業 税 道　府　県　民　税　・　都　民　税

分割基準
（単位＝　　　）

（イ）

按分後の
特定寄附金の額

（ロ）

従業者の数
（単位＝　人　）

（ハ）

按分後の
特定寄附金の額

（ニ）

東
京
都
に
申
告
す
る
場
合
の
⑬
の
計
算

（
東
京
都
の
場
合
）

特
別
区
分

市
町
村
分

まち・ひと・しごと創生寄附
活用事業の事業名

・ ・
・ ・

第
七
号
の
三
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
）
（
附
則
第
二
条
の
六
・
第
二
条
の
六
の
二
・
第
三
条
関
係
）[

四
十
二]

別
紙



事業年度又は
連結事業年度

1. 特定寄附金に関する明細

特定寄附金を支出した場合の税額
控除の計算に関する明細書

法人名

円

②

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

寄附した年月日

計

寄附先 特定寄附金の額支
出
し
た
特
定
寄
附
金
　
　
①

2. 特定寄附金額の按分の計算

控除対象事業税額 第6号様式$0、
第6号様式（その２）$8又は第6号様式（その３）%4

00

税額控除上限額
⑨×20／100

控除額
⑧と⑩のうち少ない額

控除額
⑦×20／100

特定寄附金の額
②又は③の（ロ）

特定寄附金の額
②、③の（ニ）又は④の（ニ）
控除額

⑭×40／100
特定寄附金の額
②、③の（ニ）又は⑤の（ニ）

控除額
⑫×5.7／100又は⑮＋⑰

控除対象法人税割額（第6号様式⑦、第6号様式（その２）⑦
又は第6号様式（その３）⑦）－第6号の2様式③

税額控除上限額
⑱×20／100

控除額
⑬と⑲のうち少ない額

控除額
⑯×5.7／100

特定寄附金の額
②又は③の（ニ）

事 業 税 道　府　県　民　税　・　都　民　税

1．従業者数
2．固定資産の価額

3．事務所又は事業所数
4．軌道の延長キロメートル数

5．電線路の電力の容量

3. 特定寄附金税額控除額の計算

円 円

本都道府県分

③のうち東京都特別区分

③のうち東京都市町村分

合計

③

④

⑤

⑥

適用する事業税の分割基準

円円

事 業 税 道　府　県　民　税　・　都　民　税

分割基準
（単位＝　　　）

（イ）

按分後の
特定寄附金の額

（ロ）

従業者の数
（単位＝　人　）

（ハ）

按分後の
特定寄附金の額

（ニ）

東
京
都
に
申
告
す
る
場
合
の
⑬
の
計
算

（
東
京
都
の
場
合
）

特
別
区
分

市
町
村
分

まち・ひと・しごと創生寄附
活用事業の事業名

・ ・
・ ・

第
七
号
の
三
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
）
（
附
則
第
二
条
の
六
・
第
二
条
の
六
の
二
・
第
三
条
関
係
）[

四
十
三]

別
紙



q

w

e

r

t

y

u

i

o

!0

!2

!3

!4 !5 !6 !7 @0 @1

事業年度又は
連結事業年度課税標準の分割に関する明細書（その１）

合 計

法人税法の規定によって計算した
法人税額

還 付 法 人 税 額 等 の 控 除 額

退職年金等積立金に係る法人税額

差 引 計
q＋w－e＋r

（ ）
円円

事務所又は事業所

分 割 課 税 標 準 額

道府県民税

適用する事業税の分割基準

名　称　及　び

所 　 在 　 地

法人名

道 府 県 民 税

課

税

標

準

の

総

額

課

税

標

準

の

総

額

所

得

金

額

年４００万 円 以 下 の 金 額

年８００万円を超える金額

計　y＋u＋i

軽減税率不適用法人の金額

年４００万円を超え年８００万円以下の
金額又は年４００万円を超える金額

付 加 価 値 額 !1

資 本 金 等 の 額

収 入 金 額

１．従業者数 ３．事務所又は事業所数 ５．電線路の電力の容量

２．固定資産の価額　　４．軌道の延長キロメートル数

分 割

基 準

（単位
＝ ）

分 割

基 準

（単位
＝人）

分 割

課 税

標準額

年４００万

円以下の

所得金額

計

!4＋!5

＋!6

収 入

金 額

年８００万円
を超える所
得金額又は
軽減税率不
適用法人の
所得金額

円 円 円 円 円

!9

資本金

等の額

円

!8

付 加

価値額

円 円（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

年４００万円を
超え年８００万
円以下の所得
金額又は特別
法人の年４００
万円を超える
所得金額

試験研究費の額等に係る法人税額の
特別控除額

・ ・

・ ・

第
十
号
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

事業税（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
第１号・第２号・第３号

事 業 税

[

四
十
四]

別
紙



!4 !5 !8!7 !9!6

課税標準の分割に関する明細書（その２）

合 計

事務所又は事業所

名 称 及 び
所 在 地

事 業 税

分 割 課 税 標 準 額

道府県民税

法人名

分割

基準

（単位
　＝　）

分割

基準

（単位
　＝人）

分 割

課 税

標準額

年４００万

円以下の

所得金額

計

!4＋!5＋!6

付　加

価値額

資本金

等の額

@0 @1

収　入

金　額

年４００万円を
超え年８００万
円以下の所得
金額又は特別
法人の年４００
万円を超える
所得金額

年８００万円
を超える所
得金額又は
軽減税率不
適用法人の
所得金額

円円円 円 円 円 円 円（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

事業年度又は
連結事業年度

第
十
号
様
式
（
そ
の
２
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）

・ ・

・ ・



q

w

e

r

t

y

u

i

o

!0

!2

!3

!4 !5 !6 !7 @0 @1

事業年度又は
連結事業年度課税標準の分割に関する明細書（その１）

合 計

法人税法の規定によって計算した
法人税額

還 付 法 人 税 額 等 の 控 除 額

退職年金等積立金に係る法人税額

差 引 計
q＋w－e＋r

（ ）
円円

事務所又は事業所

分 割 課 税 標 準 額

道府県民税

適用する事業税の分割基準

名　称　及　び

所 　 在 　 地

法人名

道 府 県 民 税

課

税

標

準

の

総

額

課

税

標

準

の

総

額

所

得

金

額

年４００万 円 以 下 の 金 額

年８００万円を超える金額

計　y＋u＋i

軽減税率不適用法人の金額

年４００万円を超え年８００万円以下の
金額又は年４００万円を超える金額

付 加 価 値 額 !1

資 本 金 等 の 額

収 入 金 額

１．従業者数 ３．事務所又は事業所数 ５．電線路の電力の容量

２．固定資産の価額　　４．軌道の延長キロメートル数

分 割

基 準

（単位
＝ ）

分 割

基 準

（単位
＝人）

分 割

課 税

標準額

年４００万

円以下の

所得金額

計

!4＋!5

＋!6

収 入

金 額

年８００万円
を超える所
得金額又は
軽減税率不
適用法人の
所得金額

円 円 円 円 円

!9

資本金

等の額

円

!8

付 加

価値額

円 円（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

年４００万円を
超え年８００万
円以下の所得
金額又は特別
法人の年４００
万円を超える
所得金額

試験研究費の額等に係る法人税額の
特別控除額

・ ・

・ ・

第
十
号
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

事業税（法第72条の２第１項　　　に掲げる事業）
第１号・第２号・第３号・第４号

事 業 税

[

四
十
五]

別
紙



!4 !5 !8!7 !9!6

課税標準の分割に関する明細書（その２）

合 計

事務所又は事業所

名 称 及 び
所 在 地

事 業 税

分 割 課 税 標 準 額

道府県民税

法人名

分割

基準

（単位
　＝　）

分割

基準

（単位
　＝人）

分 割

課 税

標準額

年４００万

円以下の

所得金額

計

!4＋!5＋!6

付　加

価値額

資本金

等の額

@0 @1

収　入

金　額

年４００万円を
超え年８００万
円以下の所得
金額又は特別
法人の年４００
万円を超える
所得金額

年８００万円
を超える所
得金額又は
軽減税率不
適用法人の
所得金額

円円円 円 円 円 円 円（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

事業年度又は
連結事業年度

第
十
号
様
式
（
そ
の
２
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
三
条
・
第
五
条
・
第
十
条
の
二
関
係
）

・ ・

・　　　 ・



第
十
号
の
三
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
五
関
係
）

令和 年 月 日

殿

更　正　請　求　書
受付印

（電話 ）

地方税法　　条　　の規定に基づき、次のとおり更正の請求をします。

法第２０条の９の３第１項の
更正の請求の場合

法第５３条の２の更正の請求の
場合

更正の請求をする理由及び請
求をするに至った事情の詳細
その他参考となるべき事項
連結親法人の本店所在地及び
電話番号 （電話 ）

（電話 ）

（ふ　　り　　が　　な）
連結親法人の名称及び法人番号

還付を受けようとする金融機関
及び支払方法

関 与 税 理 士 署 名

法第２０条の９の３第２項の
更正の請求の場合

法第７２条の３３の更正の請求
の場合

道府県
民　税

摘 要 更 正 の 請 求 前 更 正 の 請 求 後

法 定 納 期 限 ・ ・

第 １ 号 の 判 決 等 の 確 定 日

第２号の更正・決定等のあった日

第３号の政令で定める理由の生じた日

国 の 税 務 官 署 の 更 正 の 通 知 日

修 正 申 告 書 の 提 出 日

更 正 ・ 決 定 の 通 知 を 受 け た 日

国の税務官署の更正・決定の通知日

課 税 標 準 等

税 　 額 　 等

税 　 額 　 等

事業税

特別法人
事 業 税

所 得 等

付 加 価 値 額

資本金等の額

収 入 金 額

欠 損 金 額 等

更正の請求の対象となる
事業年度又は連結事業年度 から ・ ・ まで

円 円

基準法人所得割額

基準法人収入割額

税 　 額 　 等

課
税
標
準
等

課
税
標
準

所 在 地 及 び 電 話 番 号

（ふ　　り　　が　　な）
法 人 名 及 び 法 人 番 号

（ふ　　り　　が　　な）
代 　 表 　 者 　 氏 　 名

銀行 支店　 口座番号（普通・当座）

※
処
理
事
項

発 信 年 月 日

通 信 日 付 印 確 認

（法人番号）

（法人番号）

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

（
　
　
　
　
　
）

法第72条
の２第１項
第１号・第２号・第３号
に掲げる事業

[

四
十
六]

別
紙



第
十
号
の
三
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
五
関
係
）

令和 年 月 日

殿

更　正　請　求　書
受付印

（電話 ）

地方税法第　　条　　の規定に基づき、次のとおり更正の請求をします。

法第２０条の９の３第１項の
更正の請求の場合

法第５３条の２の更正の請求の
場合

更正の請求をする理由、請求
をするに至った事情の詳細そ
の他参考となるべき事項
連結親法人の本店所在地及び
電話番号 （電話 ）

（電話 ）

（ふ　　り　　が　　な）
連結親法人の名称及び法人番号

還付を受けようとする金融機関
及び支払方法

関 与 税 理 士 署 名

法第２０条の９の３第２項の
更正の請求の場合

法第７２条の３３の更正の請求
の場合

道府県
民　税

摘 要 更 正 の 請 求 前 更 正 の 請 求 後

法 定 納 期 限 ・ ・

第 １ 号 の 判 決 等 の 確 定 日

第２号の更正・決定等のあった日

第３号の政令で定める理由の生じた日

国 の 税 務 官 署 の 更 正 の 通 知 日

修 正 申 告 書 の 提 出 日

更 正 ・ 決 定 の 通 知 を 受 け た 日

国の税務官署の更正・決定の通知日

課 税 標 準 等

税 　 額 　 等

税 　 額 　 等

事業税

特別法人
事 業 税

所 得 等

付 加 価 値 額

資本金等の額

収 入 金 額

欠 損 金 額 等

更正の請求の対象となる
事業年度又は連結事業年度 から ・ ・ まで

円 円

基準法人所得割額

基準法人収入割額

税 　 額 　 等

課
税
標
準
等

課
税
標
準

所 在 地 及 び 電 話 番 号

（ふ　　り　　が　　な）
法 人 名 及 び 法 人 番 号

（ふ　　り　　が　　な）
代 　 表 　 者 　 氏 　 名

銀行 支店　 口座番号（普通・当座）

※
処
理
事
項

発 信 年 月 日

通 信 日 付 印 確 認

（法人番号）

（法人番号）

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

（
　
　
　
　
　
　
）

法第72条
の２第１項
第１号・第２号・第３号・第４号
に掲げる事業

[

四
十
七]

別
紙



第
十
号
の
四
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
五
関
係
）

令和 年 月 日

殿

更　正　請　求　書

※
処
理
事
項

発 信 年 月 日

通 信 日 付 印 確　認

地方税法　　条　　の規定に基づき、次のとおり更正の請求をします。

更正の請求の対象となる
事業年度又は連結事業年度

法第２０条の９の３第１項の更正の
請求の場合

法第３２１条の８の２の更正の
請求の場合

更正の請求をする理由及び請
求をするに至った事情の詳細
その他参考となるべき事項

還付を受けようとする金融機関
及び支払方法

連結親法人の本店所在地及び
電話番号

関 与 税 理 士 署 名

（ふ　　り　　が　　な）
連結親法人の名称及び法人番号

（ふ　　り　　が　　な）
代 　 表 　 者 　 氏 　 名

所 在 地 及 び 電 話 番 号

（ふ　　り　　が　　な）
法 人 名 及 び 法 人 番 号

〒
（電話 ）

（電話 ）

〒

（電話 ）

法第２０条の９の３第２項の更正の
請求の場合

摘 要 更 正 の 請 求 前 更 正 の 請 求 後

法 定 納 期 限

第 １ 号 の 判 決 等 の 確 定 日

・ ・

第２号の更正・決定等のあった日

第３号の政令で定める理由の生じた日

国 の 税 務 官 署 の 更 正 の 通 知 日

銀行 支店　 口座番号（普通・当座）

課　　税　　標　　準　　等

税 額 等

から・ ・ ・ ・ まで

円 円

受付印

（法人番号）

（法人番号）

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

[

四
十
八]

別
紙



第
十
号
の
四
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
六
条
の
五
関
係
）

令和 年 月 日

殿

更　正　請　求　書

※
処
理
事
項

発 信 年 月 日

通 信 日 付 印 確　認

地方税法第　　条　　の規定に基づき、次のとおり更正の請求をします。

更正の請求の対象となる
事業年度又は連結事業年度

法第２０条の９の３第１項の更正の
請求の場合

法第３２１条の８の２の更正の
請求の場合

更正の請求をする理由、請求
をするに至った事情の詳細そ
の他参考となるべき事項

還付を受けようとする金融機関
及び支払方法

連結親法人の本店所在地及び
電話番号

関 与 税 理 士 署 名

（ふ　　り　　が　　な）
連結親法人の名称及び法人番号

（ふ　　り　　が　　な）
代 　 表 　 者 　 氏 　 名

所 在 地 及 び 電 話 番 号

（ふ　　り　　が　　な）
法 人 名 及 び 法 人 番 号

（電話 ）

（電話 ）

（電話 ）

法第２０条の９の３第２項の更正の
請求の場合

摘 要 更 正 の 請 求 前 更 正 の 請 求 後

法 定 納 期 限

第 １ 号 の 判 決 等 の 確 定 日

・ ・

第２号の更正・決定等のあった日

第３号の政令で定める理由の生じた日

国 の 税 務 官 署 の 更 正 の 通 知 日

銀行 支店　 口座番号（普通・当座）

課　　税　　標　　準　　等

税 額 等

から・ ・ ・ ・ まで

円 円

受付印

（法人番号）

（法人番号）

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

[

四
十
九]

別
紙



外国の法人税等の額の控除

に関する明細書
法
人
名

政令第４８条の１３第７項ただし書又は令和２年旧政令
第４８条の１３第８項ただし書の規定の適用の有無

有　・　無

円

当期において控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の計算

控
除
対
象
外
国
税
額

当
期
分
の
控
除
外
国
税
額

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額

（別表１の⑥）
①

事業年度又は
連結事業年度

当　　期　　分

控除未済
外国税額等

円

円人

⑯
円

円 円

円

⑰ ⑱

⑲ ⑳ ㉑
円

㉒

円

㉓

各市町村ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

事　務　所　又　は　事　業　所

合 計

名 称

従業者
数又は
補正後
の従業
者数

控 除 す べ き
外 国 税 額 等

前３年以内の控除未済外国税額及び

控除未済税額控除不足額相当額

当期分として算定した法人税割額

（㉒又は第２０号様式の⑤－⑦＋⑧－⑨）

前３年以内の控除限度額を超える

外国税額（別表１の⑱）
②

③

国 税 の 控 除 限 度 額
（別表１の①、同表の⑥又は（同表の
①＋同表の②））

④

道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額

（別表１の③）
⑤

外国税額のうち④と⑤の合計額を

超える額　　③－（④＋⑤）
⑥

市 町 村 民 税 の 控 除 限 度 額

（別表１の④）
⑦

前３年以内の控除余裕額のうち

当期加算額（別表１の㉒）
⑧

⑨

当 期 分 の 控 除 外 国 税 額

（⑥又は⑨のうち少ない額）
⑩

計 ①＋②

計 ⑦＋⑧

⑫

⑩ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額 ⑪

⑭

法 第３２１条 の ８ 第４１項 に よ り

控 除 で き る 金 額（ 別 表７の ⑧ ）
⑬

当期において控除する外国税額及び
税額控除不足額相当額（⑭若しくは
（⑪＋⑫＋⑬）のうち少ない額又は㉓）

⑮

当期控除額 翌期繰越額

⑯－⑰

計 ⑫

所 在 地

各市町村ごとに
算定した法人税
割額

各市町村ごとに
控除する外国税
額等（⑲又は⑳
のうち少ない額）

事業年度又は

連結事業年度

第
二
十
号
の
四
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

・ ・

・ ・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

前３年以内の控除未済外国税額及び
控除未済税額控除不足額相当額の明細

[

五
十]

別
紙



外国の法人税等の額の控除

に関する明細書
法
人
名

政令第４８条の１３第７項ただし書又は令和２年旧政令
第４８条の１３第８項ただし書の規定の適用の有無

有　・　無

円

当期において控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の計算

控
除
対
象
外
国
税
額

当
期
分
の
控
除
外
国
税
額

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額

（別表１の⑥）
①

事業年度又は
連結事業年度

当　　期　　分

控除未済
外国税額等

円

円人

⑯
円

円 円

円

⑰ ⑱

⑲ ⑳ ㉑
円

㉒

円

㉓

各市町村ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

事　務　所　又　は　事　業　所

合 計

名 称

従業者
数又は
補正後
の従業
者数

控 除 す べ き
外 国 税 額 等

前３年以内の控除未済外国税額及び

控除未済税額控除不足額相当額

当期分として算定した法人税割額

（㉒又は第２０号様式の⑤－⑦＋⑧－⑨）

前３年以内の控除限度額を超える

外国税額（別表１の⑱）
②

③

国 税 の 控 除 限 度 額
（別表１の①、同表の⑥又は（同表の
①＋同表の②））

④

道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額

（別表１の③）
⑤

外国税額のうち④と⑤の合計額を

超える額　　③－（④＋⑤）
⑥

市 町 村 民 税 の 控 除 限 度 額

（別表１の④）
⑦

前３年以内の控除余裕額のうち

当期加算額（別表１の㉒）
⑧

⑨

当 期 分 の 控 除 外 国 税 額

（⑥又は⑨のうち少ない額）
⑩

計 ①＋②

計 ⑦＋⑧

⑫

⑩ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額 ⑪

⑭

法 第３２１条 の ８ 第４２項 に よ り

控 除 で き る 金 額（ 別 表７の ⑧ ）
⑬

当期において控除する外国税額及び
税額控除不足額相当額（⑭若しくは
（⑪＋⑫＋⑬）のうち少ない額又は㉓）

⑮

当期控除額 翌期繰越額

⑯－⑰

計 ⑫

所 在 地

各市町村ごとに
算定した法人税
割額

各市町村ごとに
控除する外国税
額等（⑲又は⑳
のうち少ない額）

事業年度又は

連結事業年度

第
二
十
号
の
四
様
式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

・ ・

・ ・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

・　　  　・

前３年以内の控除未済外国税額及び
控除未済税額控除不足額相当額の明細

[

五
十
一]

別
紙



税額控除不足額相当額及び税額控除超過額
相当額の計算に関する明細書

第
二
十
号
の
四
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

・ ・

・ ・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

事業

年度

・ ・

・ ・

法
人
名

過去適用事業年度

各市町村ごとに加算する税額控除超過額相当額の明細

政令第４８条の１３第７項ただし書の規定の適用の有無

従業者数又は補

正後の従業者数

各市町村ごとに

加算する税額控

除超過額相当額

事 務 所 又 は 事 業 所

合 計

所 　 在 　 地名 　 称

有　・　無

計

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑧

⑩

⑨

過去当初申告税額
控除額
（過去適用事業年
度の第２０号の４様
式の⑪）

税額控除額
（過去適用事業
年度の第２０号の
４様式の⑩）

②につき法第
３２１条の８第４２
項により対象前
各事業年度の法
人税割額に加算
した金額

②につき法第３２１
条の８第４１項によ
り対象前各事業年
度の法人税割額か
ら控除した金額

調整後過去税額
控除額
②＋③－④

税額控除不足額相
当額
（⑤－①）又は当
初申告税額控除不
足額相当額

税額控除超過額
相当額
（①－⑤）又は
当初申告税額控
除超過額相当額

⑤＞①の場合 ①＞⑤の場合

円

円人

円円円円円円

[

五
十
二]

別
紙



税額控除不足額相当額及び税額控除超過額
相当額の計算に関する明細書

第
二
十
号
の
四
様
式
別
表
七
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

・ ・

・ ・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

・　　　・

事業

年度

・ ・

・ ・

法
人
名

過去適用事業年度

各市町村ごとに加算する税額控除超過額相当額の明細

政令第４８条の１３第７項ただし書の規定の適用の有無

従業者数又は補

正後の従業者数

各市町村ごとに

加算する税額控

除超過額相当額

事 務 所 又 は 事 業 所

合 計

所 　 在 　 地名 　 称

有　・　無

計

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑧

⑩

⑨

過去当初申告税額
控除額
（過去適用事業年
度の第２０号の４様
式の⑪）

税額控除額
（過去適用事業
年度の第２０号の
４様式の⑩）

②につき法第
３２１条の８第４３
項により対象前
各事業年度の法
人税割額に加算
した金額

②につき法第３２１
条の８第４２項によ
り対象前各事業年
度の法人税割額か
ら控除した金額

調整後過去税額
控除額
②＋③－④

税額控除不足額相
当額
（⑤－①）又は当
初申告税額控除不
足額相当額

税額控除超過額
相当額
（①－⑤）又は
当初申告税額控
除超過額相当額

⑤＞①の場合 ①＞⑤の場合

円

円人

円円円円円円

[

五
十
三]

別
紙
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